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第１部　憲法１３条の概観
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　○日本国憲法

第13条　すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追

求に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法

その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。

Ⅰ憲法13条前段に定める「人間尊厳の原理」とは

　「基本的人権とは、人間が社会を構成する自律的な個人として自由と生存

を確保し、その尊厳性を維持するため、それに必要な一定の権利が当然に人

間に固有するものであることを前提として認め、そのように憲法以前に成立

していると考えられる権利を憲法が実定的な法的権利として確認したもの、

ということができる。したがって、人権を承認する根拠に造物主や自然法を

もち出す必要はなく、国際人権規約（社会権規約と自由権規約）前文に述べ

られているように、「人間の固有の尊厳に由来する」と考えれば足りる。この

人間尊厳の原理は「個人主義」とも言われ、日本国憲法は、この思想を「す

べて国民は、個人として尊重される」（13 条）という原理によって宣明してい

る。」（『憲法　第三版』芦部信喜　80 頁）

（参考）市民的及び政治的権利に関する国際規約（B 規約）前文

　この規約の締約国は、国際連合憲章において宣明された原則によれば、人類社会の

すべての構成員の固有の尊厳及び平等のかつ奪い得ない権利を認めることが世界にお

ける自由、正義及び平和の基礎をなすものであることを考慮し、これらの権利が人間

の固有の尊厳に由来することを認め、世界人権宣言によれば、自由な人間は市民的及

び政治的自由並びに恐怖及び欠乏からの自由を享受するものであるとの理想は、すべ

ての者がその経済的、社会的及び文化的権利とともに市民的及び政治的権利を享有す

ることのできる条件が作り出される場合に初めて達成されることになることを認め、

人権及び自由の普遍的な尊重及び遵守を助長すべき義務を国際連合憲章に基づき諸国

が負っていることを考慮し、個人が、他人に対し及びその属する社会に対して義務を

負うこと並びにこの規約において認められる権利の増進及び擁護のために努力する責

任を有することを認識して、次のとおり協定する。

※国際人権規約

　　1948 年に国連総会で採択された「世界人権宣言」を受けて、1966 年、「経済的、

社会的及び文化的権利に関する国際規約」（A 規約）及び「市民的及び政治的権利

に関する国際規約」（B 規約）が採択された。1976 年発効。日本は両規約とも批准

している（一部留保）。
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 Ⅱ　憲法１３条によって保障される人権の内容

 １　憲法１３条の法的性格   

  「日本国憲法は、14 条以下において、詳細な人権規定を置いている。しか

し、それらの人権規定は、歴史的に国家権力によって侵害されることの多か

った重要な権利・自由を列挙したもので、すべての人権を網羅的に掲げたも

のではない。（人権の固有性）

　社会の変化にともない、「自律的な個人が人格的に生存するために不可欠

と考えられる基本的な権利・自由」として保護するに値すると考えられる法

的権利は、「新しい人権」として、憲法上保障される人権の一つだと解するの

が妥当である。その根拠となる規定が、憲法 13 条の「生命、自由及び幸福追

求に対する国民の権利」（幸福追求権）である（生命と幸福追求権を分離して

考える説もある）。

　この幸福追求権は、はじめは、14 条以下に列挙された個別の人権を総称し

たもので、そこから具体的な法的権利を引きだすことはできない、と一般に

解されていた。しかし、1960 年代以降の激しい社会・経済の変動によって生

じた諸問題に対して法的に対応する必要性が増大したため、その意義が見直

されることになった。その結果、個人尊重の原理に基づく幸福追求権は、憲

法に列挙されていない新しい人権の根拠となる一般的かつ包括的な権利であ

り、この幸福追求権によって基礎付けられる個々の権利は、裁判上の救済を

受けることができる具体的権利である、と解されるようになったのである。

判例も、具体的権利性を肯定している。」（『憲法　第三版』芦部信喜　114 頁）

　最高裁も、京都府学連事件判決において、初めて
．．．

幸福追求権の具体的権利

性を認め、次のように判示した（判旨後掲）。

　「憲法 13 条は……国民の私生活上の自由が、警察権等の国家権力の行使に

対しても保護されるべきことを規定しているものということができる。そし

て、個人の私生活上の自由の一つとして、何人も、その承諾なしに、みだり

にその容ぼう・姿態（以下「容ぼう等」という。）を撮影されない自由を有す

るというべきである。これを肖像権と称するかどうかは別として、少なくと

も、警察官が、正当な理由もないのに、個人の容ぼう等を撮影することは、

憲法 13 条の趣旨に反し、許されない」※太字部分は事務局において編集



3

個別の人権（14 条

以下）の総称にす

ぎない。＜具体的

権利性なし＞

14 条以下に列挙されていな

い新しい人権の根拠となる

一般的包括的権利と解され

る。＜具体的権利性あり＞

1960 年代以後の激しい

社会･経済変動による諸

問題に対して法的に対応

する必要性が増大

＜13 条(幸福追求権)の法的性格に関する学説･判例の変遷＞

 ２　「幸福追求権」とは何か？   

　幸福追求権を具体的権利であると解する立場に立った上で、その意義に関

しては代表的な以下の２説があり、後者（人格的利益説）が通説的見解であ

る。

＜一般的自由説＞

　「幸福追求権は個別的基本権を包括する基本権であるが、その内容はあ

らゆる生活領域に関する行為の自由（一般的行為自由）である、と解する

説を言う。」「次に問題となるのは、幸福追求権はいかなる内容を含む権利

と考えられるかである。……とくに先の一般的自由説によれば、自由権の

みを意味することになる。」（『憲法学Ⅱ人権総論』芦部信喜　342 頁、345-
346 頁）

　

＜人格的利益説＞

　「幸福追求権は個別的基本権を包括する基本権であるとする点では、一

般的自由説と同じ前提に立つが、その内容（構成要件）を限定し、個人の

人格的生存に不可欠な利益を内容とする権利の総体であると解する説。」

（『憲法　第三版』芦部信喜　115 頁）

　「……幸福追求権は実質的には自由権を主たる内容とする
．．．．．．．．．．．．

権利というこ

とになるであろう。この場合重要なことは、幸福追求権の内容として憲法

上の保護の対象となる権利自由は、……一般的自由説の言う「あらゆる生

活領域における行為の自由」―たとえば、服装の自由、趣味の自由、ある

いは散歩の自由、読書の自由など―そのものではなく、先に指摘したとお

り、個人の人格的生存に不可欠な利益
．．．．．．．．．．．．．．．

を内容とする権利・自由、佐藤幸治

の表現を借りて言えば、「単純な反射的利益から区別されるところの、憲法

上列挙された個別的基本権と同等の内実をもつ人格的利益にかかわる権
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利」だということである。」（『憲法学Ⅱ人権総論』芦部信喜　345-347 頁）

※太字部分は事務局において編集。

  

 ３　幸福追求権から導き出される人権

　幸福追求権の「内実である人格的利益は、その対象法益に応じて、①生命・

身体の自由、②精神活動の自由、③経済活動の自由、④人格価値そのものに

まつわる権利、⑤人格的自律権（自己決定権）、⑥適正な手続的処遇をうける

権利、⑦参政権的権利、⑧社会権的権利、などに類型化することができる」（佐

藤幸治『憲法』第三版　449 頁）。このうち、憲法に個別に列挙された人権規

定によってもカバーできないもの、したがって、13 条に憲法上の主たる根拠

が求められるものは、④「人格価値そのものにまつわる権利（例：名誉権、

プライバシーの権利）と⑤「人格的自律権（自己決定権）」のふたつであり、

ここに 13 条に具体的権利性を認める実質的な意味がある。

　「幸福追求権から具体的にどのような具体的権利が実際に導き出されるか、

そして、それが新しい人権の一つとして承認されるかをどのような基準で判

断するかは、なかなか難しい問題である。この点に関して、これまで、新し

い人権として主張されたものは、プライバシーの権利、環境権、日照権、静

穏権、眺望権、入浜権、嫌煙権、情報権、アクセス権、平和的生存権など多

数にのぼるが、最高裁判所が正面から認めたものは、前述のプライバシーの

権利としての肖像権ぐらいである。」（『憲法　第三版』芦部信喜　116 頁）

 ４　幸福追求権から導き出される人権に関する主な判例

4.1　京都府学連事件（最大判昭和 44 年 12 月 24 日刑集 23 巻 12 号 1625 頁）

【事件】　昭和 37 年 6 月 21 日の学生デモで、京都府警所属の警察官がデ

モ隊の写真撮影を行い、これを妨害しようとした被告は、公務執行妨害、傷

害で起訴された。被告は、本件写真撮影がプライバシー侵害であると主張し

た。

【判旨】　「個人の私生活上の自由の一つとして、何人も、その承諾なしに、

みだりにその容ぼう・姿態（以下「容ぼう等」という。）を撮影されない自

由を有するものというべきである。これを肖像権と称するかどうかは別とし

て、少なくとも、警察官が、正当な理由もないのに、個人の容ぼう等を撮影

することは、憲法 13 条の趣旨に反し、許されない。」「警察官が犯罪捜査の

必要上写真を撮影する際、その対象の中に犯人のみならず第三者である個人
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の容ぼう等が含まれていても、これが許容される場合がありうる。」「その許

容される限度について考察すると、身体の拘束を受けている被疑者の写真撮

影を規定した刑訴法 218 条 2 項のような場合のほか、……現に犯罪が行わ

れもしくは行われたのち間がないと認められる場合であって、しかも証拠保

全の必要性および緊急性があり、かつその撮影が一般的に許容される限度を

こえない相当な方法をもって行われるときである。このような場合に……第

三者である個人の容ぼう等を含むことになっても、憲法 13 条、35 条に違反

しない。」「本件写真撮影は、現に犯罪が行われていると認められる場合にな

されたものであって、しかも多数の者が参加し刻々と状況が変化する集団行

動の性質からいって、証拠保全の必要性及び緊急性が認められ、その方法も

一般的に許容される限度をこえない相当なものであった。」

○刑事訴訟法（昭和 23 年法律第 131 号）
第 218 条　検察官、検察事務官又は司法警察職員は、犯罪の捜査をするについて

必要があるときは、裁判官の発する令状により、差押、捜索又は検証をするこ

とができる。この場合において身体の検査は、身体検査令状によらなければな

らない。

②　身体の拘束を受けている被疑者の指紋若しくは足型を採取し、身長若しくは

体重を測定し、又は写真を撮影するには、被疑者を裸にしない限り、前項の令

状によることを要しない。

③　第一項の令状は、検察官、検察事務官又は司法警察員の請求により、これを

発する。

④　検察官、検察事務官又は司法警察員は、身体検査令状の請求をするには、身

体の検査を必要とする理由及び身体の検査を受ける者の性別、健康状態その他

裁判所の規則で定める事項を示さなければならない。

⑤　裁判官は、身体の検査に関し、適当と認める条件を附することができる。

4.2　弁護士法に基づく前科照会とプライバシーの権利（最判昭和 56 年 4 月

14 日民集 35 巻 3 号 620 頁）

【事件】　Ｘの解雇をめぐる争訟の会社側弁護士の申出を受けて京都弁護

士会が京都市中京区長にＸの前科犯罪歴の照会をなし、区長はこれに応じ

て回答した。そのためＸの前科犯罪歴が弁護士を通じて会社幹部の知ると

ころとなり、会社は経歴詐称を理由にＸを解雇した。そこでＸが、区長の

回答行為は違法であり、それによってＸの被った損害を賠償せよとの国家

賠償請求訴訟を起こした。第 1 審ではＸ敗訴、しかし第 2 審では逆転し、

市長が上告した（被告側上告棄却、原告勝訴確定）。

【判旨】　「前科及び犯罪経歴（以下「前科等」という。）は人の名誉、信

用に直接にかかわる事項であり、前科等のある者もこれをみだりに公開さ

れないという法律上の保護に値する利益を有するのであって、市区町村長

が、本来選挙資格の調査のために作成保管する犯罪人名簿に記載されてい
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る前科等をみだりに漏えいしてはならないことはいうまでもないところで

ある。前科等の有無が訴訟等の重要な争点となっていて、市区町村長に照

会して回答を得るのでなければ他に立証方法がないような場合には、裁判

所から前科等の照会を受けた市区町村長は、これに応じて前科等につき回

答をすることができるのであり、同様な場合に弁護士法 23 条の 2に基づく

照会に応じて報告することも許されないわけのものではないが、その取扱

いには格別の慎重さが要求されるものといわなければならない。」「照会申

出書に『中央労働委員会、京都地方裁判所に提出するため』とあったにす

ぎない……場合に、市区町村長が漫然と弁護士会の照会に応じ、犯罪の種

類、軽重を問わず、前科等のすべてを報告することは、（過失による）公権

力の違法な行使にあたる。」

○弁護士法（昭和 24 年法律第 205 号）
　（報告の請求）

第 23 条の 2　弁護士は、受任している事件について、所属弁護士会に対し、公務

所又は公私の団体に照会して必要な事項の報告を求めることを申し出ることが

できる。申出があつた場合において、当該弁護士会は、その申出が適当でない

と認めるときは、これを拒絶することができる。

②　弁護士会は、前項の規定による申出に基づき、公務所又は公私の団体に照会

して必要な事項の報告を求めることができる。

4.3　自動速度監視装置による写真撮影（最判昭和 61 年 2 月 14 日刑集 40 巻 1

号 48 頁）

【事件】　都内の高速道路で制限速度を 60 キロ以上超える速度で走行した

ことを自動速度監視装置によってとらえられた運転者が、速度違反で 1審、

2審で有罪判決を受け、その取締方法の意見を争って上告した事件（上告棄

却、有罪確定）。

【判旨】　「速度違反車両の自動撮影を行う本件自動速度監視装置による

運転者の容ぼうの写真撮影は、現に犯罪が行われている場合になされ、犯

罪の性質、態様からいって緊急に証拠保全をする必要性があり、その方法

も一般的に許容される限度を超えない相当なものであるから、憲法 13 条に

違反せず、また、右写真撮影の際、運転者の近くにいるため除外できない

状況にある同乗者の容ぼうを撮影することになっても、憲法 13 条、21 条に

違反しないことは、当裁判所昭和 44 年 12 月 24 日大法廷判決（刑集 23 巻

12 号 1625 頁）の趣旨に照らして明らかである。」「憲法 14 条、31 条、35 条、

37 条違反をいう点は、本件装置による速度意は案車両の取締りは、所論の

ごとく、不当な差別をもたらし、違反者の防禦権を侵害しあるいは囮捜査

に類似する不合理な捜査方法とは認められないから、所論はいずれも前提
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を欠き、適法な上告理由に当たらない。」

4.4　北方ジャーナル事件（最判昭和 61 年 6 月 11 日民集 40 巻 4 号 872 頁）

【事件】　昭和 54 年 4 月の北海道知事選の立候補予定者、当時の国会議員

Ｙは、かねてからＸの発行する政界情報誌「北方ジャーナル」がＹを誹謗

する名誉毀損の記事を掲載するたびに雑誌の販売禁止の仮処分を申請し、

認められてきた。同誌の同年 4 月号に関する仮処分申請について、札幌地

裁は、無審訊で認めた。原告Ｘは損害賠償を求めて出訴。1,2 審とも原告敗

訴し、上告（上告棄却、原告敗訴確定）。

【判旨】　「一定の記事を掲載した雑誌その他の出版物の印刷、製本、販

売、頒布等の仮処分による事前差止めは、裁判の形式によるとはいえ、口

頭弁論ないし債務者の審尋を必要とせず、立証についても疎明で足りると

されているなど簡略な手続によるものであり、また、いわゆる満足的仮処

分として争いのある権利関係を暫定的に規律するものであって、非訟的な

要素を有することを否定することはできないが、仮処分による事前差止め

は、表現物の内容の網羅的一般的な審査に基づく事前規制が行政機関によ

りそれ自体を目的として行われる場合とは異なり、個別的な私人間の紛争

について、司法裁判所により、当事者の申請に基づき差止請求権等の私法

上の被保全権利の存否、保全の必要性の有無を審理判断して発せられるも

のであって、右判示にいう『検閲』には当たらないものというべきである。」

「出版物の頒布等の事前差止めは、このような事前抑制に該当するもので

あって、とりわけ、その対象が公務員又は公職選挙の候補者に対する評価、

批判等の表現行為に関するものである場合には、そのこと自体から、一般

にそれが公共の利害に関する事項であるということができ、前示のような

憲法 21 条 1 項の趣旨に照らし、その表現が私人の名誉権に優先する社会的

価値を含み憲法上特に保護されるべきであることにかんがみると、当該表

現行為に対する事前差止めは、原則として許されないものといわなければ

ならない。ただ、右のような場合においても、その表現内容が真実でなく、

又はそれが専ら公益を図る目的のものでないことが明白であって、かつ、

被害者が重大にして著しく回復困難な損害を被る虞があるときは、当該表

現行為はその価値が被害者の名誉に劣後することが明らかであるうえ、有

効適切な救済方法としての差止めの必要性も肯定されるから、かかる実体

的要件を具備するときに限って、例外的に事前差止めが許されるものとい

うべきであり、このように解しても上来説示にかかる憲法の趣旨に反する

ものとはいえない。」「事前差止めを命ずる仮処分命令を発するについては、

口頭弁論又は債務者の審尋を行い、表現内容の真実性等の主張立証の機会
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を与えることを原則とすべきものと解するのが相当である。ただ、差止め

の対象が公共の利害に関する事項についての表現行為である場合において

も、口頭弁論を開き又は債務者の審尋を行うまでもなく、債権者の提出し

た資料によって、その表現内容が真実でなく、又はそれが専ら公益を図る

目的のものでないことが明白であり、かつ、債権者が重大にして著しく回

復困難な損害を被る虞があると認められるときは、口頭弁論又は債務者の

審尋を経ないで差止めの仮処分命令を発したとしても、憲法 21 条の前示の

趣旨に反するものということではきない。」

　５　「13 条」と「14 条以下の個別的自由権」との関係

　「（13 条と）個別の人権を保障する条項（14 条以下）との関係は、一般法

と特別法との関係にあると解されるので、個別の人権が妥当しない場合に限

って 13 条が適用される（補充的保障説）」（『憲法　第三版』芦部信喜　115
頁）

　　　　　　　　　　１３条　　　　　　　　　　　　１４条以下

抽
象
的
権
利

基本的人権

総則

具
体
的
権
利

人
格
的
価
値
そ

の
も
の
に
ま
つ

わ
る
権
利
（
名
誉

権
、
プ
ラ
イ
バ

シ
ー
の
権
利
）

人
格
的
自
律
権

（
自
己
決
定
権
）

　ひとりで放っておいてもらう権利から自己情報コントロール権へ

個人の人権

保障規定



第２部　プライバシーの権利
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 Ⅰ　プライバシー権総論   

 １　総説

　「包括的基本権としての幸福追求権の中身を構成する権利・自由のうちで、

憲法に個別に列挙された人権規定によってもカバーできないもの、したがっ

て、13 条に憲法上の主たる根拠が認められるものには、……佐藤幸治の言う

④「人格価値そのものにまつわる権利（例、名誉権・プライバシーの権利）」

と⑤「人格的自律権（自己決定権）」の二つである。

　もっとも、この両者は密接に関連し、重なり合っているので、厳密に区別

することはむずかしい。その意味で、両者は広義のプライバシーの権利に包

含される、というアメリカで一般に説かれる見方も成り立つであろう。ただ、

プライバシーと言うと、「ひとりで放っておいてもらう権利」（right to be

let alone）という古典的な定義から連想される個人的・消極的権利としての

イメージがきわめて強い。しかし現代社会では、プライバシーは、そういう

私事の公開を回避するという個人的な内向きの利益のみならず、誰といつ結

婚するか、子どもをもうけるかどうかというような、「ある種の重要な決定を

独立に行う」という社会との関連においても意味をもつ外向きの利益を含む

権利であり、その具体的な中身は非常に広汎な領域に及ぶ。それらを単一の

概念で説明しようとすると、すべてを取り込もうとするあまり、結局は何も

伝えるところのない空疎な形式的概念になってしまう。そこで、多種多様な

名で呼ばれる法的利益をその保護する目的の共通性
．．．．．．

に着目してくくるにとど

め、その共通目的は 1975 年フロインド（Paul Freund, 1908-92）がプライバ

シーとか自律という概念で説明するのは不十分だとして提唱した、「自分自

身（selfhood）に還元してしまうことのできない個人の諸々の属性という意

味における人格性（personhood）の理念」であるとし、そういう単一の目的
．．．．．

で今まで裁判所が保護するに値すると考えてきた諸々の価値と行為の実質的
．．．

な範囲
．．．

を明らかにすることがむしろ重要だと考えるトライブ（Laurence H.

Tribe）のとったアプローチも、示唆するところきわめて大きい。

　トライブは、ここに言う広義のプライバシー権を「プライバシーおよび人

格に関する権利」と呼び、それが侵される場合を、（ａ）公権力が思想
．．

（mind）

の中身や手順を決めてしまうことによって人格を侵害する場合（公権力によ

る思想形成）、（ｂ）公権力が身体
．．

（body）に立ち入ったり身体をコントロー

ルすることによって人格を侵害する場合（公権力による身体への侵入）、（ｃ）

公権力が生活のプラン
．．．．．．

・型ないしスタイルの選択
．．．．．．．．．．．．

を指図することによって人

格を侵害する場合、（ｄ）個人の印象やイメージなど人が他者に与えかつそれ
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を通じて自己のアイデンティティ（同一性）が明らかにされる生活上の情報
．．．．．．

について、誰が何を知っているかを十分にコントロールできなくなってしま

う危険性のある公権力による情報の収集・保有および（もしくは）その伝播

のシステムが整っている場合、（ｅ）自分が好む者を仲間に入れ望まない者と

行動とを排除する人的結合の権利
．．．．．．．

を公権力が侵害する場合（（ｃ）（ｄ）はこ

の人的結合の自律をも侵す）、に大別し、それぞれにつき判例分析を通じて詳

細な議論を展開している。

　右のうち（ａ）は、日本国憲法では、直接には 19 条・20 条・23 条・26 条

（子どもを養育・教育する親の権利）などの問題である。⑥のなかにも、た

とえば、アルコール検出のための強制的な血液検査、密輸麻薬の体内からの

摘出などのように、むしろ他の条文（35 条ないし 38 条 1 項）で処理される問

題がある。それらを除く（ｂ）の問題―具体的には、結婚するかどうか、子

どもをもうけるかどうかにかかわる事項、すなわち断種・避妊・中絶（堕胎）

などの問題と、尊厳死、医療拒否など生命の処分に関する事項―および（ｃ）

（ｅ）は、佐藤幸治の言う人格的自律権、（ｄ）はプライバシー権（情報プラ

イバシー権）に当たる。ただ、アメリカ合衆国では、（ｂ）の公権力の身体へ

の侵入の問題がプライバシーの権利の中心的な論点として激しい論議を呼ん

できたものである。したがって、判例理論の分析検討を中心とした最も標準

的な概説書の一つが、憲法上のプライバシー権の核心にあるものとして、断

種・避妊の自由、結婚・家族関係における選択の自由、妊娠中絶の自由をあ

げ、同性愛行為やライフ・スタイルの選択など最高裁判例によって認められ

ていない私的事項（前掲（ｂ））、個人情報の収集・伝播（前掲（ｄ））、「死ぬ

権利」（前掲（ｂ））などを、新たに出現しつつあるプライバシー権に関する

争点として扱っていることにも、それなりの理由がある。この考え方から言

えば、プライバシーの権利を情報プライバシー権（前掲（ｄ））に限定する見

解には、異論も当然ありえよう。

　しかし、佐藤の言う「情報」は、「行政機関の保有する電子計算機処理に係

る個人情報の保護に関する法律」の対象とされているようなデータバンク社

会における情報の意味ではない。それも含むが、むしろ、中心に置かれてい

るのは、「人の精神過程とか内部的な身体状況等にかかわる高度にコンフィ

デンシャルな性質の情報」である。したがってトライブが（ｄ）で言う、自

己のアイデンティティの徴表となる氏名、肖像などの情報や、電子装置によ

る盗聴、うそ発見器（ポリグラフ）、麻酔分析等から得られる情報など、「物

理的にまたはより巧妙な方法で自己の生活の場および自己の選択する活動領

域に侵入」して取得されるものも含まれる、広義の情報である。そう解する

と、トライブの言う（ｂ）の問題の一部は佐藤の言う情報プライバシー権の
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問題になるであろう。

　ただ、このように情報の意味を広義に解するとしても、プライバシーの権

利を「情報プライバシー権」の意味に限定し（その解釈はアメリカでも有力

説であるが）、堕胎の自由などトライブの言う（ｂ）の事項をプライバシー権

ととらえるアメリカの判例理論は「日本国憲法の解釈論としては妥当でない」

とし、自己決定権とプライバシー権とは截然と区別されるべきだ、と説く見

解には、なお別論もありうると思われる。その意味では、トライブと同じよ

うに、プライバシー権の概念やプライバシーの類型化の議論に深く立ち入ら

ず、むしろプライバシーの名のもとに裁判上保障され、あるいは保障される

べきだと解される広汎な領域にわたる法的利益の実質的範囲と保障の程度の

検討に重点を置く議論も、十分に成り立つと考えられる。」（芦部信喜『憲法

学Ⅱ　人権総論』355-358 頁）※太字部分は事務局において編集
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 ２　アメリカにおける判例理論の確立

　「（１）プライバシーの権利（right to praivacy）は、個人尊厳の原理と

密接に結びついているので、その淵源は個人権を初めて成文憲法典に保障し

た 18 世紀末の近代人権宣言にまでさかのぼることができる。しかし、この権

利が最も早くから判例・学説を通じて多彩な展開をみせ戦後日本のプライバ

シー権の確立に大きな影響を及ぼしたアメリカにおいても、具体的権利とし

て認められるようになったのは 20 世紀になってからである。

　初期の段階では、コモン・ローの不法行為法上の権利として、個人の私生

活に関する情報を公開されない自由および私事に属する領域への他人の侵入

を受けない自由の意味で用いられた。……

　こうして登場したプライバシーの権利は、不法行為法上、①氏名ないし肖

像の盗用、②不合理な（もしくはきわめて不快な）私生活への侵入、③私事

の公開、④公衆に誤認されるような公表、の四つの場合に類型化され、多く

の裁判で援用されたが、私法上の権利であるにとどまらず、憲法上の権利
．．．．．．

と

しても、いくつかの領域で多様な意味をもつ権利として認められるようにな

ってきた。まず、不当な捜索・押収からの自由を保障する修正 4 条とのかか

わりで初めて憲法問題として争われた。この 1928 年の事件においてブランダ

イス判事少数意見が、政府から「ひとりで放っておいてもらう権利」は「権

利のうちで最も包括的であり、文明人によってきわめて貴重とされる権利で

ある」ことを強調したことは、著名である。

　ついで、1950 年代から 60 年代にかけて、修正 1条の言論ないし結社の自由

の保障にある種のプライバシー権が含まれることが認められた（たとえば、

団体の会員名簿の提出要求を拒否する権利を認めた 1958 年の「黒人地位向上

のための全国協会」NAACP 対アラバマ州事件）。さらに 65 年のグリスウォール

ド判決（Grisworld v. Connecticut, 381 U.S. 479）において、避妊の自由

が憲法上のプライバシー権として真正面から承認され、73 年のロー判決（Roe

v. Wade, 410 U.S. 113）において、堕胎の自由をプライバシーだとする画期

的な判断が下された。そして、この両判決を軸とし、80 年代にかけての一連

の判決によって、デュー・プロセスを保障する修正 14 条の「生命、自由」に

も、高度に個人的な行為を自由に選択する権利が含まれることが、闡明され

るに至ったのである。判例の言葉を借りて言えば、「合衆国憲法のいかなる個

別の保障にも『プライバシー権』は全く見いだされないが、『プライバシー領

域』zones of privacy が諸々の特別の憲法上の保障によって創設されうるこ

と、および、それによって国家権力に制約が課されることが、認められた」

わけである。
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　もっとも、高度に個人的とも言われるプライバシー領域の範囲ないし限界

は必ずしも明確ではない。ただ判例上、結婚、避妊、中絶（堕胎）、親子関係

（子どもの養育・教育）や家族構成など、家族のあり方にかかわるものに限

定される傾向にあることが、注目される。

（２）しかし、情報化社会の進展、とくにコンピュータリゼイションの普及

によって、プライバシー問題の様相は大きく変化する。公権力や一般企業に

よる個人情報―家族構成、医療、資産、職業、教育、税額、収入、福祉受給、

犯罪歴（前科）、団体とのかかわり、性癖、趣味、嗜好、など広汎な分野に及

ぶ厖大な情報―の収集、保管、加工、利用、伝播が可能となった結果、この

個人情報を濫用するおそれが増大したからである。いわゆるデータ・バンク

社会の出現の問題がそれに当たる。

　このようにプライバシー権の射程が拡大するに伴って、私事の公開・私生

活への侵入からの自由という観念を中心に構成されてきた伝統的なプライバ

シー概念は一層不明確なものとなり、再構成を迫られることになった。この

新しい状況に対応して学説上有力になってきたのが、プライバシーの概念を

「自己に関する情報に対するコントロール」の権利として捉える見解である。

……

　この概念は従来の……それよりも、ある点では広い
．．

。この概念によれば、

たとえば、未公開の個人の手紙など一定の情報について、権限のない公表は

すべて禁止されるだろうし（これは日本国憲法では直接には 21 条の通信の秘

密の問題である）、また、逮捕ないし有罪判決の記録のように、当事者の同意

がなくとも場合により伝達が許される情報についても、その一定の使用が禁

止されることになるからである。しかし、この概念は他方では、従来のそれ

よりも狭い
．．

。たとえば、浴室で公衆の監視にさらされない自由のような、私

生活への侵入からの自由は、……プライバシー権には入らないことになるで

あろう。また、この説によれば、先に触れた避妊、中絶、親子関係など、主

として 1960 年代以降、判例・学説上プライバシー権の中心的な問題として論

じられてきた問題も、「情報」の範囲に取り込まれる若干のものを除いて、別

のカテゴリーで捉えられることになろう。情報プライバシー権と区別して説

かれる人格的自律権（自己決定権）がそれである。

　もっとも、アメリカでは、先に述べたように、両者はともに広義のプライ

バシー権に包摂されるものと解されていることに、注意しなければならない。

一定の危険な医薬品（例、阿片派生物と中枢神経興奮剤）を調剤してもらう

患者の氏名・住所がコンピュータに集中管理することを定めた州法の合憲性

を認めた 1977 年ワーレン判決（Whalen v. Roe, 429 U.S. 589）は、従来の

プライバシー判例は「事実上、少なくとも二つの異なった利益を含むもので
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あった。一つは個人的な事柄の開示を回避する個人的利益であり、他の一つ

は独立してある種の重要な決定を行う利益である」と述べ、右州法はどちら

の利益に対しても違憲とまで言える重大な驚異を与えるものではない、と説

いている。」（芦部信喜『憲法学Ⅱ　人権総論』368-371 頁）注：太字部分は事

務局において編集

 ３　日本におけるアメリカ判例理論の導入

　「わが国におけるプライバシー権の展開も、①私法上のプライバシー権の

承認から憲法上のそれの承認へと進み、また、②個人的・消極的権利として

の性格の強い「ひとりで放っておいてもらう権利」というプライバシー概念

から、より積極的な「自己に関する情報をコントロールする権利」というプ

ライバシー概念をも認める方向に変化してきている。

　……初めて私法上プライバシーの権利性を認めたのは、「宴のあと」事件判

決（東京地判昭和 39・9・28 下民集 15 巻 9 号 2317 頁）である。この事件は、

東京都知事選に敗れた元外務大臣が三島由紀夫の小説「宴のあと」は当人を

モデルとしそのプライバシーを侵害するとして、謝罪広告と損害賠償を求め

て提訴した訴訟であるが、判決は、憲法の基本原理である「個人の尊厳とい

う思想」を確実なものとするためには、「私事をみだりに公開されないという

保障」を「法的救済が与えられるまでに高められた人格的な利益であると考

えるのが正当」だとし、「それはいわゆる人格権に包摂されるものであるけれ

ども、なお一つの権利と呼ぶことを妨げるものではない」と解し、このよう

な権利の侵害が成立するためには、公開された内容が、①私生活上の事実ま

たは事実らしく受けとられるおそれのある事柄で、②一般人の感受性を基準

にして当該私人の立場に立った場合、公開を欲しないであろうと認められる

ものであり、③一般の人々に未だ知られていない事柄であることを要すると

判示し、本件小説はこれに該当するとした。

　この判決でとくに注目されるのは、人格権の一つとして「私事をみだりに

公開されない権利」が認められたこと、その権利の究極の根拠は「個人の尊

厳という思想」（憲法 13 条）にあること、が示されたことである。これと同

趣旨の立場は、「エロス＋虐殺」事件高裁決定（東京高決昭和 45・4・13 高民

集 23 巻 2 号 172 頁）でも採られた。すなわち、衆議院議員をやめたばかりの

高名な元婦人解放運動家が、自己の過去の事件を素材とした映画の上映は名

誉・プライバシーを侵害するとして上映の差止を求めた事件で、裁判所は、

名誉・プライバシーという人格的利益と映画の上映との関係を「個人の損害

及び幸福追求の権利の保護と表現の自由の保障との関係」として捉えている。
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※　名誉とプライバシー　両者とも人格権の一種であるが、名誉は人の

　価値に対する社会の評価をいうのに対し、プライバシーは社会的評価

　にかかわりない私的領域をいう。」（芦部信喜『憲法学Ⅱ　人権総論』

373-374 頁）※太字部分は事務局において編集

　

○「宴のあと」事件（東京地判昭和 39 年 9 月 28 日下民集 15 巻 9 号 2317 頁）

【事件】Ｘは外務大臣の経験もある著名な政治家であったが、昭和 34 年の東

京都知事選に出馬し、落選した。小説家三島由紀夫は、Ｘと、著名な料亭の女

将で夫の選挙に努力した妻とをモデルにした小説を執筆し、後に単行本として

出版した。Ｘはプライバシー侵害という、当時の日本では未だ判例上未知の理

論を根拠に謝罪広告と損害賠償を求めた。（賠償のみ認容、後に和解）

【判旨】「近代法の根本理念の一つであり、また日本国憲法のよって立つとこ

ろでもある個人の尊厳という思想は、相互の人格が尊重され、不当な干渉から

自我が保護されることによってはじめて確実なものとなるのであって、そのた

めには、正当な理由がなく他人の私事を公開することが許されてはならないこ

とは言うまでもないところである。このことの片鱗はすでに成文法上にも明示

されているところであって……ここに挙げたような成文法規の存在と前述し

たように私事をみだりに公開されないという保障が、今日のマスコミュニケー

ションの発達した社会では個人の尊厳を保ち幸福の追求を保障するうえにお

いて必要不可欠なものであるとみられるに至っていることを合わせ考えるな

らば、その尊重はもはや単に倫理的に要請されるにとどまらず、不法な侵害に

対しては法的救済が与えられるまでに高められた人格的な利益であると考え

るのが正当であり、それはいわゆる人格権に包摂されるものであるけれども、

なおこれを一つの権利と呼ぶことを妨げるものではないと解するのが相当で

ある。」「右に判断したように、いわゆるプライバシー権は私生活をみだりに公

開されないという法的保障ないし権利として理解されるから、その侵害に対し

ては侵害行為の差し止めや精神的苦痛に因る損害賠償請求権が認められるべ

きものであり、民法 709 条はこのような侵害行為もなお不法行為として評価さ

れるべきことを規定しているものと解釈するのが相当である。」「プライバシ

ーの侵害に対し法的な救済が与えられるためには、公開された内容が（イ）私

生活上の事実または私生活上の事実らしく受け取られるおそれのあることが

らであること、（ロ）一般人の感受性を基準にして
．．．．．．．．．．．．．

当該私人の立場に立った場

合公開を欲しないであろうと認められることがらであること、換言すれば一般

人の感覚を基準として公開されることによって心理的な負担、不安を覚えるで

あろうと認められることがらであること、（ハ）一般の人々に未だ知られてい

ないことがらであることを必要とし、このような公開によって当該私人が実際

に不快、不安の念を覚えたことを必要とするが、公開されたところが当該私人

の名誉、信用というような他の法益を侵害するものであることを要しないのは

言うまでもない。」「元来、言論、表現等の自由の保障とプライバシーの保障と

は一般的にはいずれが優先するという性質のものではなく、言論、表現等は他

の法益すなわち名誉、信用などを侵害しないかぎりでその自由が保障されてい

るものである。このことはプライバシーとの関係でも同様であるが、ただ公共

の秩序、利害に直接関係のある事柄の場合とか社会的に著名な存在である場合
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には、ことがらの公的性格から一定の合理的な限界内で私生活の側面でも報

道、論評等が許されるにとどまり、たとえ報道の対象が公人、公職の候補者で

あっても、無差別、無制限に私生活を公開することが許されるわけではない。

このことは文芸という形での表現等の場合でも同様であり、文芸の前にはプラ

イバシーの保障は存在し得ないかのような、また存在し得るとしても言論、表

現等の自由の保障が優先さるべきであるという被告等の見解はプライバシー

の保障が個人の尊厳性の認識を介して、民主主義社会の根幹を培うものである

ことを軽視している点でとうてい賛成できないものである。」

○「エロス＋虐殺」事件（東京高判昭和 45 年 4 月 13 日高民集 23 巻 2 号 172 頁）

【事件】政治家神近市子は、映画「エロス＋虐殺」が、彼女と大正期の社会運

動家大杉栄らの人間関係や傷害事件を素材にし、その上映によって名誉・プラ

イバシーが侵害されるとし、上映禁止の仮処分を求めたが退けられ、抗告。（抗

告棄却・確定）

【決定要旨】「現行法は人格的利益の侵害に対する救済として、損害賠償ない

し現状回復を認めることを原則とするけれども、人格的利益を侵害された被害

者は、また、加害者に対して、現に行われている侵害行為の排除を求め、或は

将来生ずべき侵害の予防を求める請求権をも有するものというべきである。し

かし、人格的利益の侵害が、小説、演劇、映画等によってなされたとされる場

合には、個人の尊厳および幸福追求の権利の保護と表現の自由（特に言論の自

由）の保障との関係に鑑み、いかなる場合に右請求権を認むべきかについて慎

重な考慮を要するところである。そうして、一般的には右請求権の存否は、具

体的事案について、被害者が排除ないし予防の措置がなされないままで放置さ

れることによって蒙る不利益の態様、程度と、侵害者が右の措置によってその

活動の自由を制約されることによって受ける不利益のそれとを比較衡量して

決すべきである。」「本件映画の中心的素材とされている……事実は現在にお

いても世上公知のものであるといって差し支えない。しかも、……徒らに原告

の公開を欲しない私事を暴露し、かつ、事実を歪曲誇張することによって、大

衆の単なる好奇心に媚びようといったような低劣不当な意図のもとに本件映

画を監督制作したとは認められないばかりでなく、本件映画自体も右の如きて

いのものであるということもできない。

　「このように私法上の権利として認められた、人格権の一つとしてのプラ

イバシーの権利が、憲法上の権利として初めて判例上肯定されたのは、先に

触れた京都府学連事件最高裁判決（昭和 44・12・24 大法廷）である。判決は

国家権力に対して保護さるべき「私生活上の自由」の一つとして、「承諾なし

に、みだりにその容ぼう・姿態を撮影されない自由」が、肖像権と称するか

どうかはともかく、憲法 13 条を根拠に認められる旨説いた。その後自動速度

監視装置による容ぼうの写真撮影事件（最判昭和 61・2・14 刑集 40 巻 1 号 48

頁）で同趣旨の判決が下された。判文には 44 年判決と同じく、「プライバシ

ーの権利」という表現は用いられていないが、それと同じ内容の法的利益が
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13 条に基づいて承認されている。また、弁護士からの前科照会に対する回答

とプライバシーの関係が問題となった事件でも、「前科及び犯罪経歴〔前科

等〕は人の名誉、信用に直接かかわる事項」であり、市区町村長が「漫然と

弁護士会の照会に応じ、犯罪の種類、軽重を問わず、前科等のすべてを報告

することは、公権力の違法な行使にあたる」、とされた（最判昭和 56・4・14

民集 35 巻 3 号 620 頁）。こうして、憲法上のプライバシー権はほぼ判例上確

立した観があるといってよい。

　もっとも、判例の言うプライバシー権は、容ぼう（肖像）、氏名ないし指紋

など自己情報コントロール権説の言う「情報」に属する問題を扱う場合でも、

基本的には、私生活への侵入・私事の公開からの自由という伝統的なプライ

バシー観念を前提としているように見える。たとえば、外国人登録法に基づ

く指紋押なつの義務づけの合憲性が争われた事件で、下級審判決は（最高裁

判決は存在しない）、「人は、個人の尊重の理念に基づく個人の私生活上の自

由の一つとして、その承諾なしにみだりに指紋押なつを強制されない自由を

有」し、「これをプライバシーの権利と称するかどうかは別として、国家権力

が、正当な理由もないのに、指紋の押なつを強制することは、憲法 13 条の趣

旨に反し、許されない」と述べ（もっとも、現行法の定める押捺強制は、「正

当な行政目的を達成するために必要かつ合理的である」とする）、指紋押捺強

制がプライバシー権の侵害になりうる旨を認めているが（東京高判昭和 61・

8・25 判時 1208 号 66 頁、他の下級審判決も同旨）、この判旨のトーンは、先

に引いた京都府学連事件最高裁判決と全く同じである。

　たしかに、右東京高裁判決は、「指紋は万人不同、終生不変の身体的特徴で

あって個人を識別するうえで最も確実な手段となりうるものであるから、そ
．

の情報は本来各個人の自由な管理にゆだねられる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

べきでものである」（傍点

芦部）とし、プライバシー権を「自己に関する情報に対するコントロールの

権利」とみる新しい立場を考慮に入れているとみることもできる点では、注

目に値する。しかし、その基調は、以前の指紋押捺拒否事件判決（例、横浜

地判昭和 59・6・1 判時 1125 号 97 頁、東京地判昭和 59・8・29 判時 1125 号

101 頁）と異なるものではなく、伝統的な「私生活の自由」としてのプライバ

シー権説に拠っており、新しい自己情報コントロール説をとった判決と言え

るか否かは疑問である。

　また、私法上のプライバシー権の問題として注目されたノンフィクション

『逆転』事件（ある刑事事件の被告の実名を使用したノンフィクション作品

の著者に対して、当人が、前科のある事実の公表はプライバシー侵害だとし

て慰謝料を請求した訴訟）の一審判決も、「他人がみだりに個人の私的事柄に
．．．．．．．．

ついての情報
．．．．．．

を取得することを許さず、また、他人が自己の知っている個人
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の私的事柄をみだりに第三者へ公表したり、利用することを許さず、もって

人格的自律ないし私生活上の平穏を維持するという利益」（傍点芦部）をプラ

イバシーの権利だとし、自己情報コントロール権説に傾いていることは確か

に認められるけれども（東京地判昭和 62・11・20 判時 1258 号 22 頁）、内容

的には「宴のあと」事件判決に大きく依拠しており、学説の言う情報プライ

バシー権の立場をとった判決とまで言うことは、むずかしい。ただ、控訴審

判決（東京高判平成元・9・5高民集 42 巻 3 号 325 頁）は、前科を「人格の尊

厳の基本にかかわる情報」と捉え、「前科に関する情報は、原則として、未公

開の情報と同様に、かつ、正当な社会的関心の対象外のものと取り扱われる

べきであり」、実名をもってそれを公表することは、「特段の事由がない限り

プライバシーの不当な侵害として許されない」とし、自己情報コントロール

権説に大きな配慮を払ったと評することができるものがある。

　（３）なお、従来の判例のように、人格権（プライバシー権）を根拠とし

てその侵害に対する差止請求権を認めるにとどまらず、さらに個人情報に対

する訂正・抹消請求権をも認めた判決もある。いわゆる「在日台湾元軍属身

元調査」事件の第一審判決（東京地判昭和 59・10・30 判時 1137 号 29 頁）が

それで、判決は、戦犯として処罰されることを恐れ離隊した者が、身元調査

表に記載された「逃亡」の文字の抹消・訂正を求めて出訴した事案につき、

請求は排斥したものの、「個人情報が当該個人の前科前歴、病歴、信用状態等

の極めて重大なる事項に関するものであり、かつ、右情報が明らかに事実に

反するものと認められ、しかもこれを放置することによりそれが第三者に提

供されることなどを通じて当該個人が社会生活上不利益ないし損害を被る高

度の蓋然性が認められる場合には、自己に関する重大な事項についての誤っ

た情報を他人が保有することから生じうべき不利益ないし損害を予め回避す

るため、当該個人から右個人情報保有者に対して、人格権に基づき右個人情

報中の事実に反する部分の抹消ないし訂正を請求しうる」と述べている。

　この判決には、真正面からプライバシーないしプライバシーの権利に言及

した箇所はないが、実質的に自己情報コントロール権説と同旨の考え方を前

提としている点で、注目される。

　（４）このように、プライバシーの概念は、判例上いまだ必ずしも明確で

はないが、判例を通観すると、「ひとりで放っておいてもらう権利」とか「私

生活の自由」とかいう漠然とした定義から、順次、情報化社会により即応す

ることのできる、かつ、より積極的な意味をももつことのできる「自己情報

コントロール権」に近い内容の定義づけを試みるものに、変わりつつあるこ

とを知ることができよう。」（芦部信喜『憲法学Ⅱ　人権総論』374-378 頁）※

太字部分は事務局において編集
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 Ⅱ　プライバシーの権利に係る主な学説

1　芦部信喜『憲法　第三版』117 頁

「……私法上の権利として認められた、人格権の一つとしてのプライバシ

ーの権利は、……広く、個人の人格的生存にかかわる重要な私的事項（た

とえば容ぼう、前科などの自己に関する情報）は各自が自律的に決定でき

る自由、と言うことができよう。

　しかし、このような、個人の私的領域に他者を無断で立ち入らせないと

言う自由権的、したがって消極的なものと理解されてきたプライバシーの

権利は、情報化社会の進展にともない、「自己に関する情報をコントロール

する権利」（情報プライバシー権）と捉えられて、自由権的側面のみならず、

プライバシーの保護を公権力に対して積極的に請求していくという側面が

重視されるようになってきている。これは、個人に関する情報（個人情報）

が行政機関によって集中的に管理されているという現代社会においては、

個人が自己に関する情報を自らコントロールし、自己の情報についての閲

読・訂正ないし抹消請求を求めることが必要であると考えられるようにな

ったことに基づく。」※太字部分は事務局において編集

2　佐藤幸治『憲法〔第三版〕』453-454 頁

　「この権利は、当初不法行為法上の観念として登場し、そこでは「不可

侵の人格」の保護にかかわる、「ひとりで居させてもらいたいという権利」

として把握された。が、全体主義の経験を一般的背景として、この権利は、

人間の実存と創造性にかかわるものとして公法の領域でも妥当すべきもの

と解されるに至った。それだけに、この権利は広狭様々な意味で用いられ、

最も広くは「幸福追求権」そのものといってよい程の射程をもっているが、

本書では「幸福追求権」の一部
．．

として比較的狭く捉えることにする。

　プライヴァシーの権利は、個人が道徳的自律の存在として、自ら善であ

ると判断する目的を追求して、他者とコミュニケートし、自己の存在にか

かわる情報を開示する範囲を選択できる権利として理解すべきものと思わ

れる。かかる意味でのプライヴァシーの権利は、人間にとって最も基本的

な、愛、友情および信頼の関係にとって不可欠の環境の充足という意味で、

まさしく「幸福追求権」の一部を構成するにふさわしいものといえる。

　このような理解は、「情報プライヴァシー権」説と呼ばれることもあるが、

学説およびアメリカの判例の中には、個人的事柄を自ら決定することがで
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きるという「人格的自律のプライヴァシー権」と称すべきものや、「ひとり

で居させてもらいたい権利」に最も近いといえる「静穏のプライヴァシー

権」と称すべきものをも、プライヴァシーの権利に含めて観念するものが

ある。が、権利はその内実が明確で同質的であることを本来の性質とする

ものと解され、また、後二者の多くは次に述べる人格的自律権（自己決定

権）の問題として捉えることができるから、プライヴァシーの権利は「情

報プライヴァシー権」の意味に限定するのが妥当と解される。」※太字部分

は事務局において編集

3　松井茂記『日本国憲法』496-499 頁

　「ａプライヴァシーの権利　……最高裁判所は、まだプライヴァシーと

いう言葉を正面から承認するには至っていない。……最高裁判所も、実質

的にはプライヴァシーの権利を私法上の権利として、そして憲法上の基本

的人権として認めているものと考えられる。

　国民が政治共同体の一員として生活していくためには、他者によって知

られない私的な生活の保障が不可欠である。政府が国民の私的な情報を無

制限に収集・取得し、保有・利用し、開示・提供できるような社会では、

国民が自由に政治参加することは不可能である。実際、憲法は、既に 21 条

2 項の通信の秘密の保障により、個人の私的な会話を政府が探知することを

禁止し、このようなプライヴァシーの権利の一側面を保護している。また、

35 条は、住居、書類などの捜索・押収に令状主義を定めているが、これも

住居や書類など個人の私的な情報についてみだりに収集・取得されないこ

とを保障したもので、プライヴァシーの権利を保護したものとみることが

できる。従って、プライヴァシーの権利は政治参加のプロセスに不可欠な

権利であり、同時に憲法上の明記された既存の基本的人権とも条分上密接

に結びついているので、これを 13 条の幸福追求権として認めることができ

る。……これに対しアメリカでは、プライヴァシーの権利は、これ以外に

個人が一定の私的事項を政府に干渉されずに決定する権利を含むと捉えら

れている。いわゆる自律権であり、これは日本で自己決定権と呼ばれてい

るものにあたる。日本でもプライヴァシーの権利をこのような自己決定権

を含むものとして定義する立場もあるが、両者はかなり異質であるうえに、

ここで述べるプライヴァシーの権利は基本的人権として認められるが、自

己決定権としてのプライヴァシーの権利を一つの基本的人権として認める

ことは困難である。従って、プライヴァシーの権利はあくまで私的な情報

に関わるものと捉えるのが適切であろう。……
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　ｂプライヴァシーの権利の内容　このようにして保護されるべきプライ

ヴァシーの権利は、自己情報コントロール権と定義することができる。本

来プライヴァシーとして保護されるべきものは、個人に関わる情報のうち

他人に知られたくないと思うのが相当であるような情報である。なかでも、

思想、信条、宗教、表現活動、学問など政治参加のプロセスに不可欠な憲

法上の基本的人権に関わる個人情報は、最もセンシティブな個人情報とし

て、特に強く保護されなければならない。そして、このようなプライヴァ

シー権は、政府による個人情報の収集・取得、保有・利用、開示・提供の

すべてについて問題となる。

　ⅰ）個人情報の収集・取得　まず個人情報の収集・取得に関しては、個

人に関わる情報の収集・取得は、原則として本人の同意に基づき本人自身

から収集・取得することが求められる。ただ、例外的に、やむにやまれな

い目的のため個人情報の収集・取得が必要不可欠な場合には、本人の同意

なく、あるいは本人以外の人から個人情報を収集・取得することも許され

る。

　最高裁判所も、みだりに個人の容ぼうなどを写真撮影することは許され

ないとし、プライヴァシー情報の同意なき収集は原則として許されないこ

とを認めている。しかし最高裁判所は、公共の福祉による制約を認め、「現

に犯罪が行われもしくは行われたのち間がないと認められる場合であって、

しかも証拠保全の必要性及び緊急性があり、かつその撮影が一般的に許容

される限度をこえない相当な方法をもって行われるとき」には、本人の同

意がなく、また裁判官の令状がなくとも警察官による個人の容ぼう等の撮

影が許されると判断した。……従って、このような正当な理由がない限り、

プライヴァシーの収集は許されないものといえよう。

　また、外国人に対する指紋の押捺の強制も、プライヴァシー情報の収集

の事例とみることができる。最高裁判所は、みだりに指紋の押捺を強制さ

れない権利を認めつつ、本人として確認する必要性を認め、指紋がそのた

めの合理的な方法であることから、指紋の押捺の強制を 13 条に反しないと

判断している。……

　それ以外に問題となりうる事例は、電子盗聴である（電話盗聴は 21 条 2

項の通信の秘密の問題とすることができる）。……

　ⅱ）個人情報の保有・利用　次に政府による個人情報の保有・利用につ

いても、行政機関は、個人情報を収集の目的の範囲内でのみ保有・利用す

ることができ、目的を達成した場合には個人情報を削除・破棄しなければ

ならない。たとえ政府の機関相互間であっても、ある行政機関の収集した

個人情報を他の行政機関が本人の同意なく勝手に利用することは許されな



23

い。

　ⅲ）個人情報の開示・提供　さらに政府による個人情報の開示・提供に

ついても、本人の同意なく勝手に個人情報を第三者に開示・提供すること

は許されない。この関連では、……最高裁判所も、京都市前科照会事件で、

個人情報をみだりに開示することは違法であることを認めている。

　ⅳ）個人情報の開示請求権・訂正請求権　このようにプライヴァシーの

権利は、政府による個人情報の収集・取得、保有・利用、開示・提供のそ

れぞれの側面で、情報主体がコントロール権を保障されるべきことを求め

るが、しばしばこの権利を行使するためには、政府が自己についての情報

をどのように保有しているのかを確認することが必要となる。また、政府

の保有している個人情報が不正確であった場合、それを訂正することが認

められる必要がある。そこで、プライヴァシーの権利には、自己情報開示

請求権ならびに訂正請求権が含まれるものと考えられている。……」※太

字部分は事務局において編集
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 Ⅲ　プライバシーに係る権利の保護

 １　主な学説

1.1　芦部信喜『憲法学Ⅱ人権総論』378-383 頁

　　「……しかし、自己に関する情報をコントロールする権利と言っても、

それだけでは内容は明らかではない。……

　　……自己に関する情報をコントロールする権利と言う場合、「自己情報」

とは何か、「コントロール」とは何を意味するか、がまず問題となる。この

意味を限定しないまま用いると、菜食主義者だとかアレルギー性鼻炎でな

やんでいるとかいう情報が、本人の同意なしに伝播されると、プライバシ

ー権が侵害された（少なくとも傷つけられた）という問題も起こるであろ

う。

　　（イ）自己情報　この意味について、佐藤幸治は、「個人の道徳的自律と

存在に直接かかわる情報」すなわち、「人の精神過程とか内部的な身体状況

等にかかわる高度にコンフィデンシャルな性質の情報」だとし、それをプ

ライバシー固有情報と呼ぶ。そして、「今日の立憲主義諸国では、政治的・

宗教的信条にかかわる情報、心身に関する基本情報、犯罪歴にかかわる情

報等がその種の情報とみられる傾向がある」、と言う。プライバシーの権利

は、人が「道徳的自律の存在として、自ら善であると判断する目的を追求

して、他者とコミュニケートし、自己の存在にかかわる情報を開示する範

囲やその性質を選択できる権利」であるから、「その人の意思に反して接触

を強要し、その人の道徳的自律と存在にかかわる情報を取得または利用す

ることがプライバシーの権利の侵害になるのである。」

　　もっとも、佐藤によれば、センシティヴ性が低く個人の道徳的自律と存

在に直接かかわらない外的事項に関する情報（たとえば、税や健康に関す

る情報）は、行政機関等が正当な目的のために正当な方法で収集・保有し

てもプライバシーの権利侵害の問題は生じないが、そういう情報であって

も、悪用されまたは集積されて効率的利用の対象とされると、「個人の生活

様式を裸にし、道徳的自律の存在としての個人を脅かす契機をはらむ」こ

とになるので、プライバシーの権利の内容としての保護の対象とされなけ

ればならない。このような情報はプライバシー固有情報と区別され、プラ

イバシー外延情報と呼ばれる。

　　右の見解は、自己情報の意味を限定することによって、プライバシー権

の概念と内容をできるかぎり明確化するとともに、高度にセンシティヴな
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個人的かつ私的な情報（固有情報）とセンシティヴ性の低い情報（外延情

報）とを区別し、保障の程度に相違があることを示唆しようとする試みと

して、きわめて注目に値する。固有情報と外延情報の区別は、プライバシ

ー情報を限定する趣旨なのか、プライバシー情報の中で保護の度合に区別

をつけようとするものなのか、明確を欠くとの批判もあるが、私はむしろ

後者の趣旨と解し、そういう、個人情報にも保護の程度に強弱があるとす

る考え方は、基本的に正当だと考える。しかし若干の疑問もある。

　　①　第一は、「道徳的自律と存在に直接かかわる」という「固有情報」の

範囲が明確を欠くのではないか、ということである。とくに「内部的な身

体状況等にかかわる情報」の意味は、捉えにくい。たとえば、（ⅰ）「心身

に関する基本情報」と同義だとすれば、肖像や指紋も含まれそうにみえる

が、「内部的な」という限定があるのは、それを除外する意味なのか、（ⅱ）

病歴情報は犯罪歴とともに固有情報に含まれると思われるが、そうだとす

れば、外延情報の例としてあげられている健康情報はそれとどう異なるの

か、それほど質的な区別があるのか、（ⅲ）また、「高度にコンフェデェン

シャルな」という限定は、固有情報の範囲をしぼる趣旨なのか、などの問

題がそれである。要するに、固有情報を限定する趣旨は理解にかたくない

が、その範囲がしぼられている割にそれほど明確でないとすれば、行政機

関に集積されプライバシー権として保護の対象となった場合の外延情報と

の相違が、かなり相対的なものになってしまうのではないか、という点は、

違憲審査の基準とも関連して、検討を要すると思われる。

　　②　第二は、情報を固有情報と外延情報に大別して捉えることが可能で

あり有用であるとしても、それがそれぞれの情報の侵害につき争いが生起

した場合の違憲審査に、どのような相違をもたらすのか、必ずしも明らか

でないように思われることである。佐藤は、（ａ）センシティヴな情報（固

有情報）は収集されないこと、（ｂ）やむにやまれぬ政府利益によって収集

される場合において、その情報は同じようにやむにやまれぬ政府利益によ

って正当化される範囲を越えて利用または提供されないこと、（ｃ）「外延

情報」であっても、道徳的自律の存在としての個人の生活様式を危うくす

るような形で収集・利用または提供されないこと、が確保されなければな

らない、と言う。また、外延情報がプライバシーの権利として保障される

範囲・程度は、「状況ないし文脈によって左右される」もので、その「収集・

利用または提供の仕方に応じて多分に立法によって解決されて行かなけれ

ばならないことになろう」、とも言う。……

　　（ロ）　コントロール　コントロールとは、自己に関する情報を「いつ、

どのように、どの程度まで、他者に伝達するかを自ら決定する」ことを言
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う。したがって、個人情報の収集、管理・利用、開示・提供のすべてにつ

き、本人の意思に反してはならないことが原則とされる。情報プライバシ

ー権が、自己情報に「アクセスし、点検し、不当不正確な情報の訂正ない

し削除を要求し、利用関係を知りかつ統制することができる」権利、すな

わち「閲覧請求権、訂正・削除要求権、利用・伝播統制権」を含む、と説

かれるのは、そのためである。

　　（２）　法的性格

　　自己情報コントロール権としてのプライバシー権は、本来の自由権とし

ての性格のほかに、積極的な請求権としての性格をも有する点に、大きな

特色がある。ただし、自己情報の閲覧または訂正もしくは抹消の請求権、

あるいは利用・伝播の抑制の請求権は、原則として、法令の裏づけがあっ

てはじめて具体的権利となるものであるから、法令の根拠もなく憲法 13 条

に基づいて当然に認められるわけではない。

　　しかし、在日台湾元軍属身元調査事件の下級裁判決の説くように、法令

の裏づけがなくても権利の内容が明らかで、具体的だと考えることができ

る場合には、不真実で不当な情報の訂正ないし抹消の請求権を認めること

も、許されるであろう。ただ、こういう場合は例外的であるから、国レベ

ルのプライバシー保護法の制定が望まれる。その点で、1989 年施行の「行

政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律」が

注目されるが、この法律は、思想・信条などの情報の原則的収集禁止の規

定がないこと、利用・提供の制限について例外規定が多いことなどのほか、

開示請求権にも例外規定が多く（もっとも、開示請求があっても、一定の

個人情報の開示を拒否できる旨定めることは違憲ではない）、訂正の申出を

認めるだけで訂正請求権を認めていないことなど、諸国の法制と比べると

個人情報の保護に欠けるところが大きい。」※太字部分は事務局において編

集

1.2　佐藤幸治『憲法〔第三版〕』（454-456 頁）

　「プライヴァシーの権利が、上述のごときものであるとすれば、公権力

がその人の意思に反して接触を強要し、その人の道徳的自律の存在にかか

わる情報（仮にこれを「プライヴァシー固有情報」と呼ぶ）を取得し、あ

るいは利用ないし対外的に開示することが原則的に禁止される。この種の

行為に対しては、憲法 21 条 2 項後段（通信の秘密の保障）・35 条（住居侵

入・捜索・押収に対する保障）・38 条 1 項（供述不強要の保障）あるいは 19

条（思想・良心の自由）や 21 条（表現の自由）などによっても保護されて
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いるところであるが、これらの条項が妥当しない場合に補充的に 13 条のプ

ライヴァシーの権利（その意味で「一般的プライヴァシー権」）が妥当する

ことになる。電話盗聴は通信の秘密の問題であるが、電話によらない電子

装置による盗聴については 13 条の問題となる。……最高裁判所は、「国民

の私生活上の自由」の一つとして、「何人も、その承諾なしに、みだりにそ

の容ぼう・姿態……を撮影されない自由」を有するとし、これを肖像権と

称するかどうかは別として、「少なくとも、警察官が、正当な理由もないの

に、個人の容ぼう等を撮影することは、憲法 13 条の趣旨に反し、許されな

い」とするが、これも「情報プライヴァシー権」の問題として理解するこ

とができる。……

  公権力が、個人の道徳的自律の存在に直接かかわらない外的事項に関す

る個別的情報（仮にこれを「プライヴァシー外延情報」と呼ぶ）を、正当

な政府目的のために、正当な方法を通じて取得・保有・利用しても、直ち

にはプライヴァシーの権利の侵害とはいえない。が、かかる外的情報も悪

用されまたは集積されるとき、個人の道徳的自律の存在に影響を及ぼすも

のとして、プライヴァシーの権利の侵害の問題が生ずる。“データ・バンク

社会”の問題は、まさにこれである。プライヴァシーの権利は、上述のよ

うに、自己に関する情報をコントロールする権利であるから、それは、そ

の人についての情報の①取得収集、②保有および③利用・伝播、の各段階

について問題となる。したがって、この権利の十全な実現のためには、法

律により、政府諸機関に対して、個人に関する情報の取得収集、保有およ

び利用・伝播の各段階について規制を加えるとともに、政府機関がどのよ

うな個人情報システムを保有するかについて公表することを義務づけ、個

人情報の主体に政府諸機関の保有する記録についての具体的アクセス権お

よび訂正・削除要求権を付与する必要がある。昭和 63 年に制定された「行

政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律」…

…は、こうした要請に応えようとするものではあるが、その不十分さは否

めない（電算機にインプットされた個人情報に限られていること、思想・

信条などの情報の収集制限規定が存しないこと、個人情報ファイルの保有

などに関する総務長官への事前通知・個人情報ファイル簿の作成および閲

覧などにつき広汎な例外が認められていること、誤っている情報について

は訂正を申し出ることはできるが法的な訂正請求権は認められていないこ

と、等々）。この点、地方公共団体の中には個人情報保護条例を制定し、個

人情報保護法よりも徹底した個人情報保護に努めようとしている（電算機

処理情報のみならず手作業処理情報も対象とし、個人の思想・信条など「プ

ライヴァシー固有情報」に関する収集制限を定めたり、徹底した登録制度
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を設け、開示請求権および訂正請求権を認めるなどしている）。

　元来、日本の国・地方自治体の政府は、世界的にみても、最も徹底した

個人の身分・生活関連情報の収集管理を行っている存在である。1970 年に

「各省庁統一個人コード連絡研究会議」が設置され、「各省庁統一個人コー

ド」の導入がはかられたことがあるが、“国民総背番号制”であるとの反対

が強く実現しなかった。しかし、その後も、公正で実効的な納税制度の確

立や行政サーヴィスの向上などを理由として、“納税者番号制”や“共通番

号制”の導入の必要性が根強く主張され、その実現に向けての態勢が整え

られてきている。それは、実質的にはまさに“国民総背番号制”の実現で

はないのであろうか。既に最も徹底した個人の身分・生活関連情報の収集

管理体制の上に、かかる番号制を導入することは、日本の社会に何をもた

らすであろうか。……。」※太字部分は事務局において編集

1.3　松井茂記『日本国憲法』500 頁

　「…このようにプライヴァシーの権利を捉える場合、行政機関による個

人情報の収集・取得、保有・利用、開示・提供を制限し、個人からの開示・

訂正請求権を具体的に保障するためには、プライヴァシー保護法の制定が

求められる。

　既に世界各国では、この種のプライヴァシー保護法ないしデータ保護法

が制定されている。日本でも行政機関の保有する電子計算機処理に係る個

人情報の保護に関する法律が制定されており、この法律は個人情報保護法

と呼ばれているが、対象が電算機処理情報に限定されていること、法律が

適用されない情報が広く認められていること、個人情報の収集・取得に制

限がないこと、訂正が権利として認められていないことなど、きわめて不

十分なものである。……」

※　なお、政府は、平成 13 年 3 月に「個人情報の保護に関する法律案」を国

会（第 151 回国会）に提出し、第 154 回国会において個人情報保護法案ほ

か個人情報保護関連 5 法案の審議が始まった。法案の内容、法案の国会提

出までの過程、国会における審議経過、議論となった当該法律案の問題点

などについては後記（77 頁以下参照）。
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〔佐藤幸治説（芦部も基本的に支持）によるプライバシー権保護の理解〕

　　〈プライバシーの内容〉 〈プライバシー侵害の態様〉

 ２　表現の自由とプライバシーの権利との衝突

　「プライバシ－の権利は、他者の基本的人権（とくに表現の自由）との関

係で一定の制約をうける。その調整は、原則として等価値的な利益衡量によ

るが、公務員ないし公的存在の公共性のある事柄については、公表価値ある

ものとして憲法上の表現の自由の保障対象になると解される。」（『憲法』佐藤

幸治　456 頁）

　この点、プライバシー侵害が、不法行為となる要件として、前掲の「宴の

あと」事件判決（東京地裁 S39.9.28）では、公開された内容が、①私生活上

の事実または事実らしくうけとられるおそれのある事柄であること、②一般

人の感受性を基準にして、当該私人の立場に立った場合、公開を欲しないで

あろうと認められる事柄であること、③一般の人々に未だ知られていない事

柄であること、を要するとした。また、この公開によって当該私人が実際に

不快･不安を覚えたことも必要であるとしている。

〈プライバシー外延情報〉

＝センシティブ性が低く個人
の道徳的自律と存在に直接か
かわらない外的事項に関する
情報

〈プライバシー固有情報〉

＝いわゆるセンシティブ
情報（個人の道徳的自律
と存在に直接かかわる情
報すなわち人の精神過程
とか内部的な身体状況等
にかかわる高度にコンフ
ィデンシャルな性質の情
報）

その人の意思に反して接触を

強要し、その人の道徳的自律と

存在にかかわる情報を取得又

は利用することがプライバシ

ーの権利の侵害となる。

行政機関等が正当な目的のた

めに正当な方法で収集・保有し

てもプライバシーの権利侵害

の問題は生じないが、そういう

情報であっても、悪用されまた

は集積されて効率的利用の対

象とされると、「個人の生活様

式を裸にし、道徳的自律の存在

としての個人を脅かす契機を

はらむ」ことになるので、プラ

イバシーの権利の内容として

の保護の対象とされる。
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〔参考〕

　「言論によるプライバシー侵害が問題になるのは、主として私生活上の事実が本

人の意に反して公表される場合であるが、プライバシーと表現の自由との調整は、

名誉と表現の自由の場合と基本的に同様と考えられるのである。ただし、名誉毀損

の場合と異なり、プライバシーの侵害については、真実性の証明によって免責され

ることはない。公表された内容が真実であればあるほど、被害者の損害が大きくな

るからである。そこで、プライバシーを理由にして不法行為責任などを負わせるこ

とは許されないという見解が出されている。」（『憲法Ⅰ』野中俊彦他　348 頁）

〔名誉毀損罪の「公共の利害」に関する特例〕

　刑法 230 条の 2 第 1 項は、「（ａ）公共の利害に関する事実に係り、（ｂ）その目

的が専ら公益を図ることにあったと認める場合には、（ｃ）事実の真否を判断し、

真実であることの証明があったとき」には、名誉毀損行為を処罰しないことを定め

ている。事実上の人権カタログの中で優越的地位にある「表現の自由」に対する萎

縮的効果は、可及的に除去されるべきであるという要請がはたらいている。

○刑法（明治 40 年法律 45 号）

　（公共の利害に関する場合の特例）

第 230 条の 2　前条第一項の行為が公共の利害に関する事実に係り、かつ、その

目的が専ら公益を図ることにあったと認める場合には、事実の真否を判断し、

真実であることの証明があったときは、これを罰しない。

２　前項の規定の適用については、公訴が提起されるに至っていない人の犯罪行

為に関する事実は、公共の利害に関する事実とみなす。

３　前条第一項の行為が公務員又は公選による公務員の候補者に関する事実に係

る場合には、事実の真否を判断し、真実であることの証明があったときは、こ

れを罰しない。

　なお、最近では、作家・柳美里の「自伝的小説」である『石に泳ぐ魚』の

登場人物「朴里花」のモデルとされた柳の友人女性Ｘが、本件小説によって

名誉・プライバシー・名誉感情が侵害されたことを理由に、柳と出版元の新

潮社を相手に、損害賠償、出版差止めを求めた訴訟の最高裁判決が出ている

（「石に泳ぐ魚」事件。最判平成 14 年 9 月 24 日）。

○「石に泳ぐ魚」事件（最小判平成 14 年 9 月 24 日）

【事件】『新潮』1994 年 9 月号に掲載された『石に泳ぐ魚』は、Ｘと柳の交友

関係をテーマとしているが、Ｘのモデルとされる「朴里花」の顔面の腫瘍に

ついての記述等がＸのプライバシー、名誉を侵害するとして、Ｘは本件小説

を単行本として出版しないよう、出版差止めを求めて仮処分を申請した。柳

側が審尋期日に小説としての公表をしない旨を陳述したため、Ｘが仮処分申

請を取り下げ、損害賠償、謝罪広告、修正版についての出版差止めを求めて

東京地裁に提訴。ところが、柳側が修正なしのまま単行本としての出版をし

ようとしたため、これの差止めについても、訴えを追加した。なお、この間

の事情について、柳が『新潮』1995 年 12 月号に「表現のエチカ」として公表
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〔参考〕
　「言論によるプライバシー侵害が問題になるのは、主として私生活上の事実が本
人の意に反して公表される場合であるが、プライバシーと表現の自由との調整は、
名誉と表現の自由の場合と基本的に同様と考えられるのである。ただし、名誉毀損
の場合と異なり、プライバシーの侵害については、真実性の証明によって免責され
ることはない。公表された内容が真実であればあるほど、被害者の損害が大きくな
るからである。そこで、プライバシーを理由にして不法行為責任などを負わせるこ
とは許されないという見解が出されている。」（『憲法Ⅰ』野中俊彦他　348 頁）
〔名誉毀損罪の「公共の利害」に関する特例〕
　刑法230 条の2 第1 項は、「（ａ）公共の利害に関する事実に係り、（ｂ）その目
的が専ら公益を図ることにあったと認める場合には、（ｃ）事実の真否を判断し、
真実であることの証明があったとき」には、名誉毀損行為を処罰しないことを定め
ている。事実上の人権カタログの中で優越的地位にある「表現の自由」に対する萎
縮的効果は、可及的に除去されるべきであるという要請がはたらいている。
○刑法（明治40 年法律45 号）
　（公共の利害に関する場合の特例）
第230 条の2　前条第一項の行為が公共の利害に関する事実に係り、かつ、その
目的が専ら公益を図ることにあったと認める場合には、事実の真否を判断し、
真実であることの証明があったときは、これを罰しない。
２　前項の規定の適用については、公訴が提起されるに至っていない人の犯罪行
為に関する事実は、公共の利害に関する事実とみなす。
３　前条第一項の行為が公務員又は公選による公務員の候補者に関する事実に係
る場合には、事実の真否を判断し、真実であることの証明があったときは、こ
れを罰しない。
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し、仮名を用いつつもＸが「朴里花」のモデルだとしたため、これについて

も、損害賠償の支払いを求めた。

【判旨】「……原審は、次のとおり判断し、上告人Ａ及び新潮社らに対して 100

万円の慰謝料及びこれに対する遅延損害金の連帯支払を、これとは別に、上

告人Ａに対して 30 万円の慰謝料及びこれに対する遅延損害金の支払を命じ、

また、上告人ら及び新潮社に対し、本件小説の出版等の差止めを命じるべき

ものとした。（１）本件小説中の「朴里花」と被上告人とは容易に同定可能で

あり、本件小説及び「表現のエチカ」の公表により、被上告人の名誉が毀損

され、プライバシー及び名誉感情が侵害されたものと認められる。（２）被上

告人は、本件小説及び「表現のエチカ」の公表により精神的苦痛を被ったも

のと認められ」る。「（３）人格的価値を侵害された者は、人格権に基づき、

加害者に対し、現に行われている侵害行為を排除し、又は将来生ずべき侵害

を予防するため、侵害行為の差止めを求めることができるものと解するのが

相当である。……以上によれば、被上告人の上告人ら及び新潮社に対する本

件小説の出版等の差止め請求は肯認されるべきである。……原審の確定した

事実関係の下において、原審の上記各判断部分がいずれも憲法 21 条 1 項に違

反するものでないことは、当裁判所の判例の趣旨に照らして明らかである。

所論のその余の違憲の主張は、その実質は事実誤認又は単なる法令違反を主

張するものにすぎない。論旨はいずれも採用することができない。」
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 Ⅳ　ＯＥＣＤ８原則・ＥＵ指令

 1　ＯＥＣＤ８原則

　OECD では、1980 年に「プライバシー保護と個人データの国際流通につ

いてのガイドラインに関する理事会勧告」（Recommendation of the

Council Concerning Guidelines Governing the Protection of Privacy and
Transborder Flows of Personal Data）（9 月 23 日）が採決された。

　この理事会勧告は、一方で情報の自由な流れ（free flow of information）
をいかにして確保するかに腐心し、他方でプライバシーを保護するためには

どうすべきかに配慮し、その調和を図ろうとしたものである。

　その勧告付属文書「プライバシー保護と個人データの国際流通についての

ガイドライン」の中の 8 原則が世界的に有名になったが、それらは、次のよ

うなものである。

①収集制限の原則（Collection Limitation Principle）

　―「個人データの収集には、制限を設けるべきであり、いかなる個人デ

ータも、適法かつ公正な手段によって、かつ適当な場合には、データ主体

に知らしめ又は同意を得た上で、収集されるべきである。」

②データ内容の原則（Date Quality Principle）

　―「個人データは、その利用目的に沿ったものであるべきであり、かつ

利用目的に必要な範囲内で正確、完全であり最新なものに保たれなければ

ならない。」

③目的明細化の原則（Purpose Specification Principle）

　―「個人データの収集目的は、収集時より遅くない時点において明確化

されなければならず、その後のデータの利用は、当該収集目的の達成又は

当該収集目的に矛盾しないでかつ、目的の変更毎に明確化された他の目的

の達成に限定されるべきである。」
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④利用制限の原則（Use Limitation Principle）

　―「個人データは、9 条〔注・目的明確化の原則を定めている〕により

明確化された目的以外の目的のために開示、利用その他の使用に供される

べきではないが、次の場合はこの限りではない。

（ａ）データ主体の同意がある場合、又は、

（ｂ）法律の規定による場合」

⑤安全保護の原則（Security Safeguards Principle）

　―「データは、その紛失若しくは不当なアクセス・破壊・使用・修正・

開示の危険に対し、合理的な安全保障措置により保護されなければならな

い。」

⑥公開の原則（Openness Principle）

　―「個人データに係る開発、運用及び政策については、一般的な公開の

政策が取られなければならない。個人データの存在、性質及びその主要な

利用目的とともにデータ管理者の識別、通常の住所をはっきりさせるため

の手段が容易に利用できなければならない。」

⑦個人参加の原則（Individual Participation Principle）

　―「個人は次の権利を有する。

（ａ）データ管理者が自己に関するデータを有しているか否かについて、

データ管理者又はその他の者から確認を得ること。

（ｂ）自己に関するデータを、

(ⅰ)合理的な期間内に、

(ⅱ)もし必要なら、過度にならない費用で、

(ⅲ)合理的な方法で、かつ

(ⅳ)自己にわかりやすい形で、自己に知らしめること。
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（ｃ）上記（ａ）及び（ｂ）の要求が拒否された場合には、その理由が

与えられること及びそのような拒否に対して異議を申立てることが

できること。

（ｄ）自己に関するデータに対し異議を申立てること、及びその異議が

認められた場合には、そのデータを消去、修正、完全化、補正させる

こと。」

⑧責任の原則（Accountability Principle）

　―「データ管理者は、上記の諸原則を実施するための措置に従う責任を

有する。」

（堀部政男「住民基本台帳法の改正と個人情報保護」ジュリスト No.1168）

 2　ＥＵ指令

2.1「EU 指令」とは

　「EEC 条約において、指令（Directive）というのは、「達成すべき結果に

ついて、これを受領するすべての構成国を拘束するが、方式及び手段につい

ては構成国の機関の権限に任せる」（同条約第 189 条）ものである。（これに

対し、最も拘束力の強い規則（Regulation）は、「一般的な効力を有し、その

すべての要素について義務的であり、すべての構成国において直接適用する

ことができる」というものである。）換言すれば、指令は、規則のように直接

適用するものではないが、構成国を拘束することに注意する必要がある。」

（堀部政男『情報公開・プライバシーの比較法』　第 1 章「情報公開・プラ

イバシーの比較法」10 頁）

2.2「個人データ処理に係る個人の保護及び当該データの自由な移
動に関する指令」（EU 指令）の制定とその背景

　「先進国では、…1970 年代から個人情報保護法が制定されるようになり、

個人情報流通のボーダーレス化の急速な発展の中で、国際機関等において、

1970 年代末には個人情報保護法の調和・統一の政策が打ち出されるように

なった。換言すれば、国際的ハーモナイゼーションが求められるようにな

った。そのようなものとしてよく知られているのは、①OECD のプライバ
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シー・ガイドライン…（1980 年 9 月 23 日採択）、および②欧州評議会

（Council of Europe）の個人保護条約（個人データの自動処理に関する個

人の保護のための条約）（1980 年 9 月 17 日採択、1981 年 1 月 28 日各国の

署名のために付託、1995 年 10 月 10 日発効）である。…

　その後、ネットワーク化がますます進展し、個人情報が瞬時にして国境

を越え、地球を駆けめぐる状況が顕著化してきているが、そのような中で

とくに注目しなければならないのは、欧州連合（European Union, EU）の

個人保護指令（「個人データ処理に係る個人の保護及び当該データの自由な

移動に関する欧州議会および理事会の指令」）（1995 年 10 月 24 日）である。

…これは、EU 構成国を拘束するばかりでなく、日本をも含む他の諸国にも

多大な影響を与えることは必至であり、現代的な個人情報保護の国際的水

準を認識するために各方面で検討される必要がある。」（堀部政男編『情報

公開・プライバシーの比較法』第 1 章「情報公開・プライバシーの比較法」

8―9 頁）※太字部分は事務局において編集

2.3　EU 指令の目的及びその構成

　1990 年 7 月の欧州共同体（EC）理事会提案（Proposal for a Council

Directive concerning the protection of individuals in relation to the
processing of personal data）を受けて、1995 年 10 月 24 日、欧州議会及

び理事会は、「個人データ処理に係る個人の保護及び当該データの自由な

移動に関する指令, Directive 95/46/EC of the European Parliament and of

the Council of 24 October 1995 on the protection of individuals with
regard to the processing of personal data and on the free movement of
such data」（以下「EU 指令」と記す）を制定した。その目的は、1 条 1 項

において「個人のデータの処理に関して、自然人の基本的な権利及び自由、

とりわけプライバシーの権利を保護しなければならない」と規定されてお

り、その上で、1 条 2 項で、構成国に対し、「（プライバシーの権利等の保護

を）理由として、構成国の間の個人データの自由な流通を制限し、禁止し

てはならない」と定めている。この EU 指令は、その 32 条で、3 年以内の

個人情報保護関連法の制定・改正を求めているように、構成国を拘束する

ものである。

　EU 指令の構成は以下のとおりである。

　　　　第 1 章　総則（第 1 条～第 4 条）

第 2 章　個人データの処理の適法性に関する一般原則（第 5 条～第 21
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条）

　　　　第 3 章　司法的救済、責任及び制裁（第 22 条～第 24 条）

　　　　第 4 章　第三国への個人データの移転（第 25 条～第 26 条）

　第 5 章　行為基準（第 27 条）

　第６章　監督機関及び個人データの処理に係る個人の保護に関する作

　　　　　業部会（第 28 条～第 30 条）

　第 7 章　共同体の実施措置（第 31 条）

　最終条項（第 32 条～第 34 条）

2.4　EU 指令の特徴及びわが国の対応

　EU 指令の特徴として以下の 3 つが挙げられる。

　①「構成国は、処理過程にある個人データ又は移転後処理することを目

的とする個人データの第三国への移転は、この指令の他の規定に従って採

択されたその国の規定の遵守を損なうことなく、当該第三国が十分なレベ

ルの保護（adequate level of protection）を確保している場合に限って行う

ことができるということを規定しなければならない」旨定めた（25 条 1 項）。

「十分なレベルの保護」かどうかは、データの移転作業に関するあらゆる

状況を勘案して判断するとされる（25 条 2 項）。ただし、データ主体が明確

な同意を与えている場合は例外とされる（26 条）。

　②個人データ保護に関する国内法の実施細則に関して、業界団体等の自

主的な行動基準・倫理綱領を重視する（27 条）。

　③各構成国に、国内法の実施状況を監視する機関を用意するように要請

している（28 条）。

　EU 指令でこうした第三国への個人データ移転の制限規定が定められた

ことは、日本における個人情報保護法制を国際的に適合させる動きを促し

た。政府では、まず民間部門の自主規制を促す措置として、旧通産省、旧

郵政省がそれぞれ、平成 9 年 3 月「民間部門における電子計算機処理にか

かる個人情報の保護に関するガイドライン」、平成 10 年 12 月「電気通信事

業における個人情報保護に関するガイドライン」を告示した。

　また一方で、高度情報通信社会推進本部の「基本方針」の公表（平成 10
年 11 月）、同本部の個人情報保護検討部会の「中間報告」の公表（平成 11
年 11 月）といったかたちで、民間部門を対象としたプライバシー保護のた

めの法整備への動きが進められることとなった。
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 Ⅴ　行政機関個人情報保護法の制定

 １　制定経緯

 「行政機関の保有する

電子計算機処理に係る個

人情報の保護に関する法

律」は、行政機関が保有

する個人情報のうち電子

計算機により処理されて

いるものの取扱いについ

て、基本的事項を定める

ことにより、行政の適正

かつ円滑な運営を図りつ

つ、個人の権利利益を保

護することを目的とする

ものである。

  昭和 55年9月OECD（経

済協力開発機構）が、「プ

ライバシー保護と個人の

データの国際流通についてのガイドラインに関する理事会勧告」を採択し、

加盟各国に、国内法に「OECD8 原則」を考慮するよう求めたことを受けて、昭

和 56 年、行政管理庁は、プライバシー保護研究会を開催し、昭和 57 年 7 月

「個人データ処理に伴うプライバシー保護対策について新たな制度的な対応

が必要」との報告をまとめた。

  昭和 58 年 3 月、臨時行政調査会の最終答申が公表され、「法的措置を含め、

個人データ保護に係る制度的方策」の必要性が提起され、これを受けて、総

務庁は、昭和 60 年 7 月、「行政機関における個人情報の保護に関する研究会」

を開催し、昭和 61 年 12 月の意見整理において、「国の行政機関等の保有する

電子計算機処理にかかる個人情報の取扱いに関し、基本的な手続・原則を定

めた新たな立法が必要である」との提言がなされた。こうした検討を踏まえ、

同月、「昭和 62 年度に講ずべき措置を中心とする行政改革の実施方針につい

て（62 行革大綱）」で「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の

保護の制度的方策については、法的措置を講ずる方向で、そのための具体的

検討を行う」ことが閣議決定され、これに基づいて政府部内における検討・

調整が行われた後、昭和 63 年 4 月、「行政機関の保有する電子計算機処理に

 

年月 記事

S55（1980） OECD 理事会勧告（8 原則）

S56（1981）.1 行政管理庁内に「プライバシー

保護研究会」設置（S57.7 報告書

を公表）

S58（1983）.3 第２次臨時行政調査会最終答申

S60（1985）.7 総務庁内に「行政機関における

個人情報の保護に関する研究

会」設置（S61.12 意見整理を公

表）

S61（1986）.12 62 行革大綱

S63（1988）.4 「行政機関の保有する電子計算

機処理に係る個人情報の保護に

関する法律案」国会提出（同年

12.9 成立）

S63（1988）.12 「行政機関の保有する電子計算

機処理に係る個人情報の保護に

関する法律」公布
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係る個人情報の保護に関する法律案」が第 112 回国会に提出された。

  同法案は、衆参両院の内閣委員会で審議されたのち昭和 63 年 12 月 9 日参

議院本会議で可決・成立し、同月 16 日法律として公布された。

 ２　主な内容

　行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律の

概要は次のとおりである1。

第１　目的（1 条）

　行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の取扱いに

関する基本的事項を定めることにより、行政の適正かつ円滑な運

営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。

第２　対象範囲（2 条）

    国の行政機関が保有する電子計算機処理に係る個人情報を対象

とする。

※地方公共団体、独立行政法人、特殊法人については、本法を直

接適用せず、国の施策に留意しつつ、必要な措置を講ずる旨を

規定（26 条、27 条）

※統計調査に係る情報の保護については、その特殊性を考慮し、別

途、統計関係法令において所要の規定を整備（3条）

第３　保護措置の骨格

  １　行政機関に対する規制

    （１）個人情報ファイルの保有制限（4 条）

　行政機関は、所掌事務を遂行するため必要な限度において、

かつ、個人情報ファイルの保有目的をできる限り特定して、

これを保有すること。

（２）個人情報の安全及び正確性の確保（5 条）

　行政機関の長は、個人情報の漏えい、滅失、き損の防止そ

の他の適切な管理のための必要な措置を講ずるとともに、そ

の正確性を確保するよう努めること。

（３）個人情報ファイルの保有の事前通知（6 条）

  行政機関の長は、個人情報ファイルを保有するときは、原

則として、あらかじめ個人情報ファイルの名称、保有目的等

一定の事項を総務大臣に通知すること。

                                                 
1 総務省 HP 掲載の概要をもとに作成した。

http://www.soumu.go.jp/gyoukan/kanri/a_05_f.htm
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（４）個人情報ファイル簿の作成及び閲覧（7 条）

　行政機関の長は、総務大臣に通知した個人情報ファイルに

ついて、一定の事由がある場合を除き、それぞれ、その名称、

保有目的等一定の事項を記載した帳簿を作成し、一般の閲覧

に供すること。

（５）個人情報ファイルの公示（8 条）

　総務大臣は、各行政機関の個人情報ファイル簿に掲載され

た個人情報ファイルについて、その名称、保有目的等一定の

事項を少なくとも毎年 1 回官報で公示すること。

  （６）個人情報の利用・提供制限（9 条）

　行政機関は、原則として、個人情報ファイルの保有目的以

外の目的のために個人情報を利用し、又は提供してはならな

いこと。

２　個人の権利等

（１）開示請求権（13 条）

　行政機関の長は、個人情報ファイル簿に掲載した個人情報

ファイルについて、本人から個人情報の開示請求があったと

きは、一定の事由がある場合を除き、当該個人情報を開示し

なければならないこと。

（２）訂正等の申出（17 条）

　行政機関の長は、個人情報の開示を受けた者から個人情報

の訂正等の申出があったときは、必要な調査を行い、その結

果を通知すること。

３　法運用の統一性、法適合性の確保（21 条、22 条）

　法運用の統一性、法適合性を確保するため、総務大臣は、行

政機関の長に対し、必要に応じて資料の提出及び説明の要求、

意見の陳述を行うこと。

（参考）
行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律案に対
する附帯決議

（第 113 回国会・s63.11.8 衆議院内閣委員会）
（第 113 回国会・s63.12.8 参議院内閣委員会）

　政府は、行政機関における情報化の進展にかんがみ、電子計算機処理に係る個人情報の

保護の一層の充実を図るため、次の事項について適切な措置を講ずべきである。

　一　総務庁は、高度情報化の進展に伴うＯＡ機器の多様化、性能向上、急速な普及に対

応して、適宜に電子計算機処理の範囲について見直しを行うこと。また、マニュアル処理

に係る個人情報の保護についても別途検討すること。
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　一　思想、信条、宗教、病気及び健康状態、犯罪の容疑、判決及び刑の執行、社会的差

別の原因となる社会的身分に関する個人情報の収集・保有に当たっては、ファイル保有目

的を厳密に特定するとともに、可能な限り法律その他の法令等によって収集根拠を明確に

し、その利用・提供・安全確保に特段の配慮を加えることによって、個人の権利・利益を

損なうことのないよう万全を期すこと。

　一　行政機関は、個人情報収集に際して、収集目的、収集の根拠、収集に応ずる義務の

有無等をできるかぎり明らかにすること。

　　　また、行政機関は、法律の定める事務の遂行に必要な限度で、かつ、収集すること

に相当の理由がある場合を除き、みだりに第三者から個人情報を収集することのないよう

努めること。

　一　総務庁は、行政機関が個人情報ファイルを利用及び提供するに当たっては、そのフ

ァイルが使用に供される事務の目的を達成するため必要な限度において利用、提供し、処

理情報の本人等の利益を不当に侵害する利用、提供が行われないよう、明確な基準を設定

すること。

　　　また、個人情報ファイルの保有機関は、目的外利用、提供先等については、その利

用、提供状況の記録を保管するよう努めること。

　一　総務庁は、個人情報ファイルの保有等に関する事前通知の適用除外となるファイル、

及び個人情報ファイル簿に掲載されない個人情報ファイルのファイル数、記録範囲、適用

除外の根拠等を可能な限り的確に把握し、みだりにその範囲が拡大されることのないよう、

必要な措置を講ずること。

　一　特殊法人については、保有する個人情報ファイル数、データ量が多いことにかんが

み、早急に必要な措置を講ずるよう指導すること。

　一　開示請求権が認められない教育、医療関係の個人情報に関して、情報の性質上その

開示については特別の配慮の必要性を踏まえつつ、国民の意識の変化に対応した制度の在

り方について、別途検討すること。

　一　個人情報の安全性確保、個人情報ファイルの保有等に関する事前通知、個人情報フ

ァイル簿作成、処理情報の利用及び提供、処理情報の開示等に関して、政府部内の統一性・

斉一性を維持し、規制等の実効性を確保するために、総務庁は可能な限り明確なガイドラ

インを作成すること。

　　また、個人情報の収集、保有、利用、提供により個人の権利利益を不当に損なうこと

のないよう、総務庁は保有機関による本法運用の実態を調査等によって十分把握し、所要

の実効ある措置を講ずるよう努めること。

　一　情報化社会の進展に伴う各般の影響等を踏まえつつ個人情報保護の推進を図るため、

学識経験者等により保護法施行に関する基本的な事項等を調査・審議する場を設けること。

　一　政府は、総合調整機能の充実を図り、本法の趣旨及び運用実態等の国民への周知の

ため、毎年度、報告書を作成し、個人情報保護に対する国民の意識向上と参加を促進して、

本法の実効性の確保を期すること。

　一　個人情報保護対策は、国の行政機関等の公的部門のみならず、民間部門にも必要な

共通課題となっている現状にかんがみ、政府は早急に検討を進めること。

　一　我が国の高度情報化、国民の自己情報に関する意識、行政情報の保有・利用の在り

方等、状況の急激な変化にかんがみ、5 年以内に本法の必要な見直しを行うこと。

（※太字部分は、事務局において編集）
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行政機関個人情報保護法の仕組み（出所：総務省 HP）
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 ３　主な問題点と国会における質疑

3.1　目的規定について

●　目的規定全般について

（第 113 回国会・S63.11.08 衆・内閣委員会）

○広瀬秀吉委員（社会）　…この法律の目的、これは第１条に書いてあるわけですが、

…個人情報の保護に関する法律案、これがこの法案のタイトルでありますから、この

第 1 条の構成を考えてみますと、「行政の適正かつ円滑な運営を図りつつ、」というこ

とが優先して「個人の権利利益を保護する」ということが二の次になるというような

印象を与えかねないと思うのです。それで、行政管理局で大分前につくった原案の中

には、これとむしろ逆の形で、個人の権利利益を保護するということが主にならなけ

ればならぬ、そういうような書き方が素案の段階で管理局で立案をされておる資料の

中にあるのですけれども、そういうように書かれていると思うのです。

　これはやはり、悪口を言う人はコンピューター管理法ではないかということすら言

う。個人情報保護というのが何となく二の次にされている、優先すべきものは電子計

算機処理に係る個人情報の管理法だというような、そしてまた行政の都合が優先をし

て個人情報保護は二の次だ、「目的とする。」と書いてありますけれども、そういう疑

いすらあるということであります。ここで言っている個人の権利利益というものはプ

ライバシー権と一般には称されておるのですけれども、…ここで言う個人情報の保護

というのは具体的にどういう中身なのかということについて、どのようにお考えでし

ょうか。

○高鳥修国務大臣（総務庁長官）　この法案を提案いたしましたときに、マスコミ等

でプライバシーの保護法案として極めて不十分であるという御批判を数多く受けたわ

けであります。それから弁護士会その他各方面、民間団体からもその点についてのい

ろいろな御意見が寄せられたところであります。

　私どもここで特に御理解をいただきたいことは、いわゆるプライバシー全体の保護

ということを目的にした法案ではございませんということについて御理解をいただき

たいわけでありまして、そうした面については今後さらに法務省なり他の省庁なりで

御検討いただかなければならない。私どもは、今とりあえず政府が持っております個

人情報であって、なおかつまたコンピューターで処理されたものが非常に膨大なもの

になってきておる、しかもそれが他の機関との間で連結をされ利用されるという可能

性も十分に出てきておる、特定の人のデータを得たいと思えば検索も容易にできると

いうような、そういう状況になってきておりますので、したがって、このまま放置し

た場合にはやはり個人の権利利益、プライバシーが政府の持っておるデータの中で侵

害されるおそれがあるので、この際きちっとしたけじめをつけるような法律をつくっ

ておかなければならない、こう考えたわけであります。

　したがいまして、ここで申しております個人の権利利益にはどのようなものが含ま

れるかという御指摘について申し上げますならば、個人の秘密が公開されないこと、

あるいは誤ったまたは不完全な情報によって自己に関し誤った判断がなされないこと、

あるいは自己の情報を知ること、これらのことが保障されるということがここでこの

法案に盛られた個人の権利利益であるというふうに申し上げることができると思いま

す。

●　「個人情報の保護」について明記することについて
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（第 113 回国会・S63.10.11　衆・内閣委員会）
○浦井洋委員（共産）　…例えば「個人情報を保護することにより、個人の尊厳を保

持し、国民の基本的人権を擁護することを目的とする。」というふうな格好に書けば、

これは極めて明確になる。また、国内的にも国際的にもそういうような方向こそが私

は今求められておるというふうに思うわけで、この「目的」のところをひとつ大臣、

勇断を奮って書き直していただきたいと思うのです。

○高鳥修国務大臣（総務庁長官）　ただいま浦井委員御提案のような書き方をいたし

ますと、この法律は中身まで全部書きかえなければならぬことになりまして、それで

は到底国会に御提案できるような今まだ状況にないということであります。さりとて、

個人情報の政府が保有しておるコンピューター処理されたものを今のような形で放置

をしておいていいかといえば、そうではない。したがって、私どもとしては、今私ど

もが守備範囲でできる範囲内において精いっぱい努力をしてまとめたのがこの法律で

ある、そう御理解をいただきたいと思います。

3.2　対象範囲について

●民間が保有する個人情報が対象から除外された点について

（第 113 回国会・S63.10.11. 衆・内閣委員会）
○田口健二委員（社会）　…次に、対象の問題でちょっとお尋ねをしてみたいと思う

のです。

　民間部門を対象としなかった理由ですね。…この本の中にもアメリカ社会における

こういう民間における個人情報の処理の問題が随分いろいろな例が具体的に挙げられ

て、やがて日本もそういう時代が来るであろうというふうに予告をされているわけで

す。ということになれば、国民の関心というのは、確かに行政機関が持っておる個人

情報の保護の問題ももちろん大事ですけれども、民間部門におけるこういった規制と

いうものを非常に望んでおるのではないかというふうに考えるわけですが、この民間

部門という問題について総務庁の方としては今どういうお考えを持っておられるかお

聞きをしたいと思います。

○高鳥修国務大臣（総務庁長官）　…実は、いわゆる個人情報につきましては公的な

部門と民間部門があることは当然のことでありますし、民間部門についていろいろと

問題があることは私どもも承知をしておるところであります。

  …そういう問題につきましては、実は経済企画庁の国民生活局というところでもい

ろいろと勉強しておるようでありますし、それから個人の信用関係につきましては、

大蔵省、通産省で信用情報をいろいろと指導をしておられるようであります。そうい

うふうにしてほかの機関でいろいろと今勉強中ないしは取り扱いをいたしております。

したがって政府としては、今後できるだけ速やかにそうした方面についての勉強を深

めて、やはりこれは適当な規制をすべきであるというふうに考えますが、総務庁とし

ては、民間部門ということになりますと私どもの手の届かない範囲でありますので、

とりあえず政府がまずみずからの個人情報を保護することを進める、そのことによっ

て民間部門に対しても大きな刺激になるといいましょうか、前進への足がかりにして

もらいたい、そのぐらいの気持ちを持っておりまして、民間部門を決してやらないで

いいというような考えを持っているわけではありませんが、当庁として及ぶ範囲をと

りあえずやらせていただこうというのが今回の立法の趣旨であります。
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●手作業処理に係る個人情報が対象から除外された点について

（第 113 回国会・S63.10.11. 衆・内閣委員会）
○田口健二委員（社会）　次に、…手作業処理を今回の規制というかその対象から除

外した。確かに電算機を利用する場合の大量、高速とかいろいろの点では手作業とい

うのは随分変わってくるというふうに思うのですが、これを外すということになると、

ある意味では完全な個人情報を保護するというこの制度の上からいって、一つの大き

な欠陥が出てくるんじゃないか、こういう気もするわけでありますが、手作業処理を

対象外にした理由についてお伺いをしたいと思います。

○高鳥修国務大臣（総務庁長官）　田口委員御指摘のように、電算機処理された情報

というものはオンライン化されやすい、したがって所管外でもこれを容易に引き出す

ことができる、検索も容易である、いろいろそういう際立った特色があるわけであり

ます。これに対しまして手書き、手作業でやっておりますものにつきましては、まず

第一に、公務員の守秘義務というものもかぶさっておるわけでありまして、それぞれ

が自分で保有するそうした情報についてみだりに他に漏らしてはならないという一つ

の網がかぶさっておるわけであります。なおかつまた、容易に所管以外の人がこれを

見るということができる性格のものではないというようなことがございます。さらに

また、手作業のものまで全部含めますと、それは膨大なものになってまいりまして、

果たしてこの法律の実効性を保証できるかどうかという点についても疑念があります。

　ＯＥＣＤの理事会勧告の中におきましても、必ずしも個人データの自動処理のみに

ついて規定する、つまりそれ以外のものを除外するということがいけないということ

ではないというふうなことも言っておりますので、私どもといたしましては、実務上

手作業のものを入れなくても、個人情報を保護するという観点からするならば十分こ

の法律の目的を達成することができるではないか、このように考えて入れなかったわ

けであります。

3.3　個人情報収集の制限について

●　情報収集の「適正な取得」について

（第 113 回国会・S63.11.8　衆・内閣委員会）
○柴田睦夫委員（共産）　…違法、不当な情報の収集を禁止する規定は、個人情報に

含まれるプライバシーを保護する、そういう面から必要であると思いますが、どうで

すか。

○百崎英政府委員（総務庁行政管理局長）　違法、不当な手段によって収集された情

報に基づいて、例えば個人に具体的な損害といいますか権利利益の侵害があったとい

う場合には、これは不当な場合でも既存の行政不服審査法ですかによって救われます

し、場合によっては損害賠償の請求もできる、そういうようなことで救済の道は一応

開かれているというふうに考えております。

○柴田（睦）委員　違法、不適正なやり方で情報を収集して、それを保有する、それ

を救済する道というのはどういうことですか。大体、やられた方は知らないまま保有

されているということになるわけですよ。

○百崎政府委員　…具体的な権利利益の侵害がない場合には、今のところ特別に法律

に規定がある場合を除いては救済の道はございません。

○柴田（睦）委員　…法律違反であれば処罰されるけれども、法律違反でない不正な、

不適正な情報収集をやった、それが保有されている、こういうことについての救済手



46

段があるのですか。

○百崎政府委員　…現在の行政不服審査法は、法律に違反しなくても、不当な行政処

分によって権利利益を侵害されたというような場合には、救済の道が開かれておりま

す。

○柴田（睦）委員　それは行政事件訴訟法によるわけであって、一般の人たちがプラ

イバシー保護をと要求していることに対応するものでは決してないわけです。…これ

をこれからのいろいろなプライバシー関連の法律の第一歩にしようというお考えであ

るならば、なおさらこの収集制限の規定をちゃんと設けなければならない。…やはり

プライバシー侵害の国民の要求にこたえるものでなければならない、こう思うのです

が、そういう点で聞いているわけであります。

○高鳥修国務大臣（総務庁長官）　政府が保有いたします個人情報につきましては、

その大前提として行政が公正、適法に行われておるということがあるわけでございま

して、先ほども申し上げましたが、そのことを法律にわざわざ書く必要はない、当然

のことである。したがいまして、この法律におきましては、それぞれの行政機関が保

有する個人情報についてはその法の趣旨、目的に沿った最小限度のものでなければな

らない、それを逸脱したものであってはならないという規定をもってすれば足りると

いうふうに考えておるところでございます。

○柴田（睦）委員　だから私は、違法な手段による収集だとか、法律に違反しないけ

れども不適正な収集だとか、それから目的によっては縛りにならないというような事

例を挙げて質問をして、収集制限の規定の必要を要求しているわけであります…。

●　センシティブ情報の収集制限規定が設けられていないことについて
（第 113 回国会・S63.10.13 衆・内閣委員会）

○谷津義男委員（自民）　この問題につきましては、日弁連などの意見では、センシ

ティブな情報をめぐる問題の重要性をどうもこの法案では全く無視しているとか、あ

るいは収集制限に関する原則の具体化を完全に欠落させているなどというふうな意見

が出ておりますけれども、いわゆるセンシティブと言われるデータについて、その収

集の原則禁止を規定することにはどのような問題があるか、この点については、大事

な問題でありますのでひとつ詳しく説明いただきたいと思います。

○高鳥修国務大臣（総務庁長官）　いわゆるセンシティブと言われるデータについて

でありますが、その収集を原則禁止するということにつきましては、以下申し上げる

ような理由で適当でないと考えました。

　それは、個人情報の取り扱いに伴う個人の権利利益の侵害のおそれや態様は一般に

情報の種類や内容のみでは判断できず、利用の目的や電子計算機処理の仕方または提

供先等が加味されて初めて明らかになるものと考えます。したがいまして、どのよう

な情報が収集、保有すること自体、個人の権利利益を侵害するおそれになるかは、時

代と場所または個人によっても異なり得るなど、相対的かつ主観的なものであり、法

律でこれを網羅的に特定することは極めて困難であります。

　また、行政機関の場合、公共の利益などの行政目的実現のため、いわゆるセンシテ

ィブ情報に含まれると考えられる個人情報を取り扱わざるを得ない場合も少なくござ

いません。仮に、そうしたものについての収集制限を規定するということになります

と、逆にこれらを広く適用除外として規定せざるを得なくなり、この法律自体に非常

に大きな適用除外が生ずることになりまして、適当でないと判断した次第であります。

　本法は、行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の取り扱いに関するい

わば一般法でございまして、電子計算機処理に係る個人情報一般を対象にその取り扱

いの基本原則を定めるものでございます。したがいまして、御指摘のような個人情報
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について、その収集や記録を制限する必要があるとすれば、むしろこれらの個人情報

を取り扱う個別の行政ごとに、その行政目的との関連において所要の措置を講ずるこ

とを検討することが適当である、このように考えた次第でございます。

　先ほど政府委員からも御答弁申し上げましたように、この問題についてはＯＥＣＤ

においてもいろいろと各国の意見が対立をいたしまして、結局は各国の裁量にゆだね

られた次第であります。なお、西ドイツ、カナダにおいては、センシティブ情報の収

集制限といったやり方はとられておらないところであります。

3.4　事前通知、公示、開示の適用除外について

（第 113 回国会・S63.10.13 衆・内閣委員会）
○谷津義男委員（自民） …次に、適用除外の問題につきましてお聞きいたしたいと思

います。

　この事前通知あるいは公示、利用、提供、開示請求等の各段階でいろいろの適用除

外が設けられておる。これが先日の委員会においても、余りにも適用除外が多過ぎる

ということでありまして、これではプライバシーの保護ではなくて、政府による情報

管理法ではないかというふうな議論が随分出たわけであります。この点については、

大変重要なことでありますのではっきり聞いておかなければならないというふうに私

は思うわけでありますが、それぞれの適用除外の考え方をはっきりとお答えいただき

たい、これをお願いしたいと思うのです。

○百崎英政府委員（総務庁行政管理局長）　ポイントは今大臣から御答弁申し上げま

したが、若干補足して御説明させていただきますと、まず事前通知の適用除外につい

てでございますが、この事前通知制度の趣旨は、何しろこの法律が新しい制度でござ

いますので、各省がこの法律の運用に当たって統一性を欠くことがあっては困る、あ

るいは法の趣旨を誤解して本来ねらっている趣旨に沿わないような運営をしては困る、

そういう意味で総務庁に事前通知をしていただきまして、総務庁がそういった点につ

いての調整をする、こういう制度でございますので、基本的には、一つは秘匿性が非

常に高くて総務庁が事前通知を受けて調整を行う余地が極めて乏しい、そういうもの

は適用除外にいたしております。もう一つは、記録項目や利用のされ方から個人の権

利利益の侵害のおそれが少なくて、特に事前通知をして総務庁が調整をする必要性が

少ないもの、そういうものにつきましては事前通知の適用除外といたしております。

　それから、公示の適用除外でございますが、この公示制度と申しますのは、自己情

報の開示請求権を行使する前提になる制度でございますので、基本的にはできるだけ

広く公示すべきだと思いますが、ファイルの中には、その概要を公示することにより

ましてそのファイルの保有目的の達成を著しく阻害する、そういうものもございます

ので、それらにつきまして適用除外にいたしたわけでございます。

　それから、利用、提供の制限の例外でございますが、行政機関が持っております個

人情報につきましては、行政サービスの向上あるいは国民負担の軽減を図る、こうい

う観点から行政機関相互間での情報の有効利用など、そういうことに資する必要もご

ざいますし、また本人の利益のために目的外に利用、提供することが要請される、こ

ういうこともございますので、目的外の利用、提供を一切認めないというのは適当で

ない。そこで、個人の権利利益の保護と公共の利益との調整を図る、こういう観点か

ら、一定の除外事項に該当する場合にだけ例外的に目的外にも利用、提供できる、そ

ういうことにしたわけでございます。

　最後に、開示請求の適用除外でございますが、自己情報の開示請求権、これは先ほ

ど申し上げましたように自己の情報を知ることができる利益を法律上保障するという



48

ことでございますので、これもできるだけ広く開示請求ができるように考えておりま

すが、ただそういった開示請求権も、その他の利益、例えば本人の利益あるいは公共

もしくは第三者の利益に配慮しなければならない場合もございまして、そういうこと

で、個人情報を本人に開示することがそういった他の利益を害することになると認め

られる場合には開示を拒否することも許される、このように考えまして、限定的に例

外事項を列挙いたしまして、そういう場合には対象外にした、こういうことでござい

ます。

3.5　訂正請求権について

（第 113 回国会・S63.11.8　衆・内閣委員会）
○中村巖委員（公明）　…この情報の開示を受けてそれが間違っておるという場合に

は訂正を申し出ることができる、こういうことになっているのです。これもずっと議

論になっていることと思いますけれども、これに対して訂正請求権は認めないのだ、

こういうことでございまして、なぜ訂正請求権を認めないのかということが一点と、

そして、間違っている、しかし訂正してくれないという場合において、その本人から

すればどのような救済措置というものがこの本法以外の手段としてあり得るのかとい

うことをお尋ねしたいと思います。

○百崎英政府委員（総務庁行政管理局長）　訂正請求権でなくて訂正の申し出という

ふうな規定を置いたのは、次のような理由によるものでございます。

　一つは、行政機関が訂正の申し出に基づいて明らかな誤りを発見したという場合に

は、これは当然に訂正あるいは削除するということになるわけでございまして、それ

はこの本法の第五条の正確性の確保という義務からも当然そのような措置が行われる

ものと考えております。問題になりますのは、行政機関の判断あるいは評価にかかわ

る個人情報あるいはまたその特定の行政処分の基礎になっている個人情報の誤りにつ

きましては、これは先生御承知のように、我が国の行政救済制度というのは原則とし

ていわゆる事後救済制度というものを建前にしているわけでございますので、行政処

分によって具体的に個人の権利利益が侵害されたという場合に初めて争えるわけでご

ざいまして、その場合には行政不服審査あるいは行政事件訴訟といった既存の争訟制

度によって救済を図ることが適当である、このように考えたわけでございます。

　そういった既存の争訟制度がある中で個人情報の誤りについて訂正請求権に基づく

争訟でも争える、そういう道を開いたらどうかということは、……例えば間違った情

報に基づいて仮に行政処分が行われた場合に、その行政処分の取り消しという抗告訴

訟でも争えますし、こういう訂正請求権を認めますと、そういった抗告訴訟の例えば

出訴期間が切れた後あるいは抗告訴訟で処分が確定したその後でもなおかつまた個人

情報の誤りに基づく訂正請求権で争える、そういう道を今度は開くということになり

まして、これはまたそれなりにそういった二重の訴訟制度、前の判決の規範力の範囲

とかいろいろな問題がございまして、…そういった道はとらなかったわけでございま

す。

　いずれにいたしましても、既存のいろいろな法令も調べてみましたが、六十年に改

正されました住民基本台帳法におきましても、恐らくそういった議論を踏まえて訂正

の申し出、こんなような形になっておりますので、一つはそういう立法例に倣ったと

いうことでございます。
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3.6　見直し規定について

（第 113 回国会・S63.11.08 衆・内閣委員会）
○広瀬秀吉委員（社会）　…この法案従って、この法律が内容的にも豊かな、プライ

バシーの侵害の起こらないように個人情報を本当に保護する、そういう目的を達成す

るためには、やはり慎重な運用が必要だろうと思うのです。

　したがって、この最初の法案、いろいろ我々が審議して指摘をした欠陥部分という

ようなものも十分おわかりいただいている、そしてまた、後で附帯決議にもそれらの

問題を集約されるということを聞いておりますが、そういうは非常に若い、日本では

初めての法案ですから、最初の法案としていろいろ我々から見れば不十分だらけであ

る、しかし、ないよりはやはり一つの前進であるという見方もできるわけでありまし

て、これをやはり健やかに育ててまいる、健全な姿で国民の期待するところに状況を

踏まえて、…よりよきものをつくるという意味では、少なくとも 5 年ぐらいの運営の

状況を見て、その間におけるいろいろな事象なども踏まえて、少なくとも 5 年後ぐら

いには抜本的に見直しをする、そういう際にも先ほど申し上げた審議の場というよう

なものも必要になるであろう、こういうように考えます…。

○高鳥修国務大臣（総務庁長官）　…5 年以内見直しということにつきましては、私

どもも、実は現在の情報伝達手段というものはもう日進月歩で、毎日毎日いろいろと

技術革新が行われておるところでもございますので、この法律の施行後適時適切な見

直しはしていかなければならないのではないかというふうに考えております。

　なおまた、総務庁はいわば行政改革担当機関でありますので、みずから審議会を創

設をするなどということについてはできるだけ差し控えるべきであると考えておりま

すが、今後しかるべき機会にはそれぞれの専門的な方々にお集まりいただいて、また

御意見を拝聴し検討するということもいたしてまいりたいと考えます。…

○広瀬委員　5 年後の見直しの問題。

○高鳥国務大臣　5 年後見直しということにつきましては、ただいま理事会において

附帯決議として御検討されておるというふうに承っておりますが、ただいま適時適切

に見直してまいりたいということを申し上げたところでございまして、必ずしも 5 年

にこだわらずに私どもとしては検討を進めてまいりたいと思っております。
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 Ⅵ　住民基本台帳法の平成 11 年改正

 １　概要

　「住民の利便を増進するとともに、国及び地方公共団体の行政の合理化に

資するため、住民票の記載事項として新たに住民票コードを加え、住民票コ

ードをもとに市町村の区域を越えた住民基本台帳に関する事務の処理及び国

の機関等に対する本人確認情報の提供を行うための体制を整備し、あわせて

住民の本人確認情報を保護するための措置を講じようとするもの」である。

（第 145 回国会・平成 11 年 4 月 13 日　衆議院地方行政委員会における野田

毅自治大臣の法律案提案理由）

 ２　経緯

2.1　住民基本台帳制度の沿革

　住民基本台帳法は、地方自治法の「市町村は、別に法律で定めるところ

により、その住民につき、住民たる地位に関する正確な記録を常に整備し

ておかなければならない。」（第 13 条の 2）との規定に基づく住民たる地位

の記録に関する基本法である。

　この法律は、昭和 42 年 7 月に制定され、「市町村（特別区を含む。以下

同じ。）において、住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録その他の住民

に関する事務の処理の基礎とするとともに住民の住所に関する届出等の簡

素化を図り、あわせて住民に関する記録の適正な管理を図るため、住民に

関する記録を正確かつ統一的に行う住民基本台帳の制度を定め、もつて住

民の利便を増進するとともに、国及び地方公共団体の行政の合理化に資す

ることを目的」（1 条）とする法律である（同法制定以前は、住民登録法に

基づく制度が運用されていた。）。

　住民基本台帳は、住民に関する記録を正確かつ統一的に行う台帳として、

住民票の写しの交付等住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録の他、国

民健康保険・国民年金・市町村民税課税・印鑑登録証明など住民の日常生

活上の利便の増進や市町村等の各種行政事務の円滑な遂行等に役立てられ

ている。

　昭和 60 年には、国民のプライバシー意識の高揚や情報化社会の進展等の

社会情勢の変化に対応して、住民基本台帳制度における住民に関する記録

の適正な管理を図るため、市町村長等の責務を明確にするほか、磁気ディ
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スク等をもって住民票を調整できるとするなどの改正が行われた。

2.2　改正案提出の経緯

　住民基本台帳の利用については、プライバシーの観点などから、都道府

県や国が行政目的のために統一的に利用する仕組みにはなっていなかった

ため、住民基本台帳の、国、都道府県及び市町村による行政目的のための

統一的な活用・他の行政分野への利用・住民基本台帳を基礎とした統一番

号制度などの調査研究及び住民記録システムのネットワークの構築につい

て基本構想を策定するため、平成 6 年 8 月、自治省行政局（当時）に「住

民記録システムのネットワークの構築等に関する研究会」が設置された。

　同研究会は、平成 7 年 3 月に、中間報告を提出し、今後の住民基本台帳

制度の方向性について、「住民基本台帳番号制度」の導入を行うべきである

という提言を行った。ところが、これに対しマスコミをはじめ各方面から

さまざまな反響があったことから、平成 7 年度には、従来のメンバーに電

気通信システムの専門家やマスコミ関係者を加え、プライバシー保護問題

を重点として、個人情報の保護措置、ネットワークシステムの利用分野そ

の他の諸課題について審議・検討がなされ、平成 8 年 3 月に最終報告が提

出された。

  この最終報告を受けて、自治省は、「住民基本台帳ネットワークシステム

懇談会」を開催し、各界からの意見を聴取し、平成 8 年 12 月、その意見の

概要を公表した。これを参考に、自治省は、平成 9 年 6 月、「住民基本台帳

ネットワークシステムの構築について（住民基本台帳法の一部改正試案）」

を公表し、世論の動向を把握し、地方公共団体や関係省庁と協議した上で、

平成 10 年 3 月「住民基本台帳の一部を改正する法律案」を、閣議決定の上、

国会に提出した。

2.3　審議の経過

 「住民基本台帳法の一部を改正する法律案」は、平成 10 年 3 月 10 日、142
回国会で衆議院に提出された後、142 回国会（通常国会）、143 回国会（臨

時国会）、144 回国会（臨時国会）で閉会中審査とされた後、平成 11 年 4
月 13 日、145 回国会（通常国会）において本会議で趣旨説明及び質疑が行

われ、地方行政委員会において審議が開始された。衆議院においての審議

では、改正法案の附則に「この法律の施行に当たっては、政府は、個人情

報の保護に万全を期するため、速やかに、所要の措置を講ずるものとする。」
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との修正が行われ、同年 6 月 15 日に可決された。参議院では、地方行政・

警察委員会において審議が行われ、同年 8 月 12 日、委員会採決を省略する

中間報告（国会法 56 条の 3 に基づく）を経て、同法案は、参議院本会議で

可決成立し、同月 18 日公布された。
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　＜住民基本台帳ネットワークシステム構築の経緯・スケジュール＞

年月日
「住民基本台帳ネットワークシステ

ム」関連年表

「個人情報保護

法制」関連年表

H6（1994）4～
「住民記録システムのネットワークの構築

等に関する研究会」（座長：小早川光郎東京

大学教授）が自治省行政局に設置される

H7（1995）3
「住民記録システムのネットワークの構築

等に関する研究会」中間報告

H8（1996）3
「住民記録システムのネットワークの構築

等に関する研究会」の最終報告

H8（1996）7
「住民基本台帳ネットワークシステム懇談

会」（1996.12 意見概要を公表）

H9（1997）6
「住民基本台帳ネットワークシステムの構

築について（住民基本台帳法一部改正試案）」

公表、意見募集

H10（1998）2 「法律案の骨子」公表、意見募集

H10（1998）3.10
「住民基本台帳法の一部を改正する法律案」

閣議決定、同日国会（衆議院）提出（142 回

国会）

H11（1999）6.15
「住民基本台帳法の一部を改正する法律案」

衆議院通過（145 回国会）

H11（1999）8.12
「住民基本台帳法の一部を改正する法律案」

成立（145 回国会）（同月 18 日公布）

H11（1999）10 制度実施に必要な事項について施行

H11（1999）11
指定情報処理機関の指定（財団法人地方自治

情報センター）

H12（2000）9 住基ネット基本設計完了

H13（2001）12～
H14（2002）3

総合運用テスト

H14（2002）5～7 データ整備

H14（2002）8.5
住基ネットの第１次稼働⇒住民への住民票

コード通知開始⇒行政機関への本人確認情

報提供

H15（2003）8.25
住基ネットの第２次稼働⇒住民票の写しの

広域交付、転入転出特例、住民基本台帳カー

ドの交付

98.11　「高度情報通

信社会推進に向けた

基本方針」（高度情

報通信社会推進本

部）

99.8 改正住基法、附

則において個人情報

保護法制の整備につ

いて規定

99.11「わが国におけ

る個人情報保護シス

テムの在り方につい

て（中間報告）」（個

人情報保護検討部

会）

00.10「個人情報保護

基本法制に関する大

綱」（個人情報保護

法制化専門委員会）

01.3「個人情報保護

法案」国会提出

02.4「行政機関の保

有する個人情報の保

護に関する法律」ほ

か個人情報保護関連

4 法案を国会提出

総務省ホームページ

　＜http://www.soumu.go.jp/c-gyousei/daityo/jyuminkihon_01.html＞をもとに作成
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 3　平成 11 年改正住民基本台帳法の主な内容

※「住民基本台帳ネットワークシステムの概要」（住民基本台帳ネットワークシステム

協議会・住民基本台帳ネットワークシステム全国センター）を参考に作成した。

3.1　市町村の区域を越えた住民基本台帳に関する事務の処理

①　住民票の写しの広域交付

　　全国どこの市町村でも、住民基本台帳カードなどを市町村の窓口で提

示することによって、本人や世帯の住民票の写しの交付が受けられるよ

うになる。

　住民票

　　市町村の住民について、個人又は世帯単位に氏名、生年月日、性別、世帯主の

氏名と世帯主との続柄、戸籍の表示、住民となった年月日、住所、転入者の届出

期日、選挙人登録、国民健康保険の被保険者、介護保険の被保険者、国民年金の

被保険者、児童手当の支給を受けている者の資格に関する事項等を記載したもの。

これを集めたものが住民基本台帳である。なお、平成 11 年 8 月の住民基本台帳

法の改正により住民票コードの記載が追加された。

　住民票コード

　　「住民票コード」の様式については省令で定めることとされているが、具体的

には、無作為に作成された 10 桁の数字と 1 桁の検査数字（住民票コードを電子

計算機に入力するときの誤りを検出することを目的として自治大臣が定める算式

により算出される数字）の組合せによることとされている。ここで、無作為に作

成された数字とされているのは、個人情報保護の観点から、コード自体からは、

氏名、住所、性別、生年月日等の個人情報を判別できないようにするためである。

②　転入転出の特例処理

　　他の市町村に引っ越した場合でも、住民基本台帳カードの交付を受け

ている場合は、「付記転出届」を転出地市町村に郵送すれば、転出地市町

村の窓口に出向いて「転出証明書」を受け取る必要がなく、「転出証明書」

に載せている情報を電子情報として市町村間で送信するので、転入地市

町村窓口に 1 回出向いて住民基本台帳カードを添えて転入届を提出する

だけですむこととなる。
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3.2　法律で定める行政機関（国・地方公共団体等）に対する本人確認情報

の提供

　　改正住民基本台帳法に規定された行政機関（国・地方公共団体等）に

提供される情報は、「本人確認情報」に限定され、利用される事務の分野

も法律で明確に規定されている。また、「本人確認情報」の提供を受ける

行政機関は、目的外の利用を禁止されている。

　　「本人確認情報」を利用できる事務は、①継続的に行われる給付行政、

②資格付与の分野で国民に関係の深い行政事務であり、住民基本台帳法

の別表に規定されているものに限定されている。

例 1　給付行政に関する事例

行　政　機　関 事　務　内　容

総務省 ・恩給等の支給（恩給法等）

国家公務員共済組合連合会

地方公務員共済組合等

・共済年金の支給（国家公務員共済組合法、地方公務員共済

組合法等）

厚生労働省

・戦傷病者遺族に係る遺族年金等の支給（戦傷病者戦没者遺

族等援護法）

・業務災害・通勤災害に関する保険給付（労働者災害補償保

険法）

・基本手当等の支給（雇用保険法）

都道府県知事 ・児童扶養手当の支給（児童扶養手当法）

例 2　資格付与に関する事例

行　政　機　関 事　務　内　容

総務省 ・無線局の許可（電波法）

国土交通省 ・不動産鑑定士の登録（不動産の鑑定評価に関する法律）

国土交通省又は

都道府県知事

・建設業の許可（建設業法）

・宅地建物取引業の免許（宅地建物取引業法）

・旅行業の登録（旅行業法）

・建築士の免許（建築士法）

気象庁 ・気象予報士の登録（気象業務法）

都道府県知事 ・一般旅券の記載事項の訂正等（旅券法）

都道府県知事 ・宅地建物取引主任者資格の登録（宅地建物取引業法）

市町村の選挙管理委員会等 ・同一都道府県の区域内に住所を移した者の当該都道府

県の選挙の選挙権の確認（公職選挙法）

　本人確認情報

　　住基ネットワークシステムにおいて、都道府県、指定情報処理機関に記録・

保存され、行政機関に提供される情報は、①氏名、②生年月日、③性別、④住

所、⑤住民票コード、⑥付随情報に限られ、これらを「本人確認情報」という。
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3.3　住民基本台帳カード（IC カード）の活用

　　住民基本台帳カードは、高い安全確保機能を有する IC カードとし、住

民の申請により市町村長が交付する。これを持つことにより、以下のサ

ービスを受けることができるようになる。

①　住民票の写しの広域交付

　　全国どこの市町村でも住民票の写しの交付を受けられる。

②　転入転出の特例処理

　　「付記転出届」を転出地市町村に郵送することにより「転出証明書」

なしで転入届ができる。

③　条例による市町村独自の利用

　　市町村が条例で定めるところにより、カードメモリの空き領域を活

用して必要な情報を記録し、多目的に独自の行政サービスを行うこと

ができる（例：印鑑登録証明事務、福祉サービス、公共施設の利用予

防等）

④　窓口における本人確認

　　市町村等の窓口において、住基ネットワークシステムを通じて、居

住する市町村の住民であることを確認できる。

⑤　市町村民証明書

　　写真付きの住民基本台帳カードは、市町村民証明書として活用する

ことも可能となる。

　○住民基本台帳カードの様式

　　平成 15 年 5 月 12 日、住民基本台帳法施行規則の一部を改正する総務省令が公
布され、住民基本台帳法第 30 条の 44 に定める住民基本台帳カードに係る事項に
ついて規定され、当該カードの様式を「様式第 1」（氏名、有効期限、交付地市町
村名）及び「様式第 2」（氏名、有効期限、交付地市町村名、住所、生年月日、性
別、写真）（下記参照）のとおりとすることなどが定められた。交付申請者は、
市町村長に当該カードを申請する際、2 種のうちいづれかを選択することができ
る。また、総務省によると、「写真付きの住民基本台帳カードは、市町村長が交
付する公的な身分証明書として、パスポートの交付申請の際の本人確認などに使
うことができる」とされている。

　（様式 1）　　　　　　　　　　　　　　（様式 2）
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3.4　住基ネットワークシステムの稼働スケジュール

○一次稼働（平成 14 年 8 月 5 日）

　　公布の日から 3 年を超えない範囲内において政令で定める日から実施

するシステムの基本的部分

・住民票コードの住民票への記載

・市町村長から都道府県知事への本人確認情報の通知

・都道府県知事から指定情報処理機関への本人確認情報の通知

・行政機関（国・地方公共団体等）への本人確認情報の提供 など

○二次稼働（平成 15 年 8 月 25 日）

　　公布の日から 5 年を超えない範囲内において政令で定める日から稼働

する部分

・住民票の写しの広域交付

・転入転出の特例処理

・住民基本台帳カードの交付 など

指定情報処理機関

　都道府県の「本人確認情報」の処理事務の一部を行うため、総務大臣により

指定された機関。都道府県は「本人確認情報」の処理事務の一部を指定情報処

理機関に委任することができる。平成 11 年 11 月、指定情報処理機関として財

団法人地方自治情報センター（LASDEC）が指定された。

3.5　個人情報保護のための措置

　　改正住民基本台帳法には、以下のような個人情報の保護に係る規定が設

けられている。

①　都道府県や指定情報処理機関が保有する情報は、4 情報（氏名・住所・

性別・生年月日）と住民票コード・付随情報に限定されている。

注）付随情報とは、氏名・住所・性別・生年月日・住民票コードについての変更

年月日、理由などの必要最小限の関連情報をいう。

②　都道府県や指定情報処理機関が情報提供を行う行政機関の範囲や利

用目的を法律で具体的に限定している。また、行政機関が提供された

情報を目的外利用することを禁止している。

③　民間部門が住民票コードを利用することを禁止している。特に、民

間部門が住民票コードの記録されたデータベースを作成したり、契約

s04200
指定情報処理機関
　都道府県の「本人確認情報」の処理事務の一部を行うため、総務大臣により
指定された機関。都道府県は「本人確認情報」の処理事務の一部を指定情報処
理機関に委任することができる。平成11 年11 月、指定情報処理機関として財
団法人地方自治情報センター（LASDEC）が指定された。
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に際し住民票コードの告知を要求すると、刑罰（1 年以下の懲役又は

50 万円以下の罰金）が科せられる。

④　住民票コードは、無作為の番号で、申請により、いつでも変更でき

る。

⑤　地方公共団体・指定情報処理機関・本人確認情報の受領者（行政機

関）のシステム操作者に守秘義務を課し、刑罰を加重している（通常

は 1 年以下の懲役又は 3 万円以下の罰金→2 年以下の懲役又は 100 万

円以下の罰金）。また、委託業者が秘密を漏らした場合も、同じ刑罰が

科せられる。

⑥　指定情報処理機関は、毎年、国の機関等への本人確認情報の提供状

況を公表することとされている。

⑦　自分の本人確認情報については、開示の請求をしたり、訂正の申出

を行うことができることとされている。

　財団法人地方自治情報センター住民基本台帳ネットワークシステム全国センターホーム
　ページ<http://www.lasdec.nippon-net.ne.jp/rpo/juki-net_top.htm>より抜粋。
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（参考）住民基本台帳法の一部を改正する法律案に対する修正案（宮地和明君

外二名提出）

　住民基本台帳法の一部を改正する法律案の一部を次のように修正する。
　附則第一条の見出しを「（施行期日等）」に改め、同条中第二号を第三号とし、第一号
を第二号とし、同号の前に次の一号を加える。
　一　次項の規定　公布の日
　附則第一条に次の一項を加える。
２　この法律の施行に当たっては、政府は、個人情報の保護に万全を期するため、速や
かに、所要の措置を講ずるものとする。

　附則第二条中「平成十年法律第　　　号」を「平成十一年法律第　　　号」に改める。

（参考）住民基本台帳法の一部を改正する法律案に対する附帯決議

（第 145 回国会・H11.6.11　衆議院地方行政委員会）

　　政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について善処すべきである。
一　政令及び省令の制定並びに法の運用に当たっては、国会審議で論議されたプライバ
シー保護に関する意見及び地方公共団体の意見を十分尊重し、その業務に支障を来す
ことのないよう配慮するとともに、地域住民が制度の趣旨を十分理解できるよう徹底
を図ること。

二　住民基本台帳ネットワークシステムの導入に当たっては、データ保護及びコンピュ
ータ・セキュリティの確保等について徹底した管理に努め、責任体制を明確化する等、
プライバシー保護に十全の措置を講ずることにより、住民が信頼するに足りる制度の
確立を図ること。

三　住民基本台帳ネットワークシステムの導入及び管理運営に要する経費について、地
方公共団体に対し、必要な財政措置を講ずること。

四　住民基本台帳カードの保持及び利用に当たっては、住民意思による交付の原則を貫
き、カード所有の有無によって行政サービスの内容等に差異が生じることのないよう
十分留意すること。

五　国の機関等による住民基本台帳ネットワークシステムの利用目的を厳格に審査す
るとともに、定期的に利用状況を検証すること。また、システム利用の安易な拡大を
図らないこと。

 4 「住基ネットワークシステム第1次稼働」に伴って発生した諸問題

　平成 14 年 8 月 5 日、改正住民基本台帳法の一部が施行された。その内容は、

①市町村における住民票への住民票コードの記載（30 条の 2Ⅱ）、②住民票コ

ードの当該記載に係る者への通知（30 条の 2Ⅲ）、③市町村から都道府県への

本人確認情報の送信・保有（30 条の 5）④都道府県又は全国センターから国

の機関などへの本人確認情報の提供（30 条の 7・10）等で、住民基本台帳ネ

ットワークシステムの基本的部分が実施されたことになる。

　この住民基本台帳ネットワークシステム（以下「住基ネット」とする）の

第 1 次稼動に伴って、全国でさまざまな問題が発生し、新聞等で報道された。

s04200
（参考）住民基本台帳法の一部を改正する法律案に対する修正案（宮地和明君
外二名提出）
　住民基本台帳法の一部を改正する法律案の一部を次のように修正する。
　附則第一条の見出しを「（施行期日等）」に改め、同条中第二号を第三号とし、第一号
を第二号とし、同号の前に次の一号を加える。
　一　次項の規定　公布の日
　附則第一条に次の一項を加える。
２　この法律の施行に当たっては、政府は、個人情報の保護に万全を期するため、速や
かに、所要の措置を講ずるものとする。
　附則第二条中「平成十年法律第　　　号」を「平成十一年法律第　　　号」に改める。

s04200
（参考）住民基本台帳法の一部を改正する法律案に対する附帯決議
（第145 回国会・H11.6.11　衆議院地方行政委員会）
　　政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について善処すべきである。
一　政令及び省令の制定並びに法の運用に当たっては、国会審議で論議されたプライバ
シー保護に関する意見及び地方公共団体の意見を十分尊重し、その業務に支障を来す
ことのないよう配慮するとともに、地域住民が制度の趣旨を十分理解できるよう徹底
を図ること。
二　住民基本台帳ネットワークシステムの導入に当たっては、データ保護及びコンピュ
ータ・セキュリティの確保等について徹底した管理に努め、責任体制を明確化する等、
プライバシー保護に十全の措置を講ずることにより、住民が信頼するに足りる制度の
確立を図ること。
三　住民基本台帳ネットワークシステムの導入及び管理運営に要する経費について、地
方公共団体に対し、必要な財政措置を講ずること。
四　住民基本台帳カードの保持及び利用に当たっては、住民意思による交付の原則を貫
き、カード所有の有無によって行政サービスの内容等に差異が生じることのないよう
十分留意すること。
五　国の機関等による住民基本台帳ネットワークシステムの利用目的を厳格に審査す
るとともに、定期的に利用状況を検証すること。また、システム利用の安易な拡大を
図らないこと。
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以下にその概要を示す。

○ネットワーク障害　総務省の発表では、8 月 5 日の午後 7 時半までの段階で、

ネットワークに接続できないといったシステム障害の報告を総務省に行った

地方自治体が、富山県山田村など 6 自治体にのぼった。

○住民票コードの通知　住民票コードの住民への送付に当たって、全国でト

ラブルが相次いだ。一部世帯に他人の住民票コードが記載された通知書を誤

送付（大阪府守口市）、通知書に市長の公印がない（大阪府八尾市）、住民票

コードを通知した圧着はがきを光にかざすと、記載内容が透けて見えるなど

の苦情が市民から続出（宮城県塩釜市、秋田市、松江市、大分市、那覇市等）、

転出届を出さず引っ越した家へ配達（名古屋市）など。

○住基ネット不参加を表明した地方自治体　福島県矢祭町、杉並区、国分寺

市の 3 自治体は、個人情報保護の不備などへの懸念から参加を見合わせ、横

浜市は、住基ネットへの参加は、市民一人一人の判断に委ねるとして当日の

参加は見送った。また、三重県二見町及び小俣町は、「個人情報保護への懸念

や管理要綱の見直しが間に合わない（朝日新聞 H14.8.5 夕刊）」との理由で、

当日の参加は見合わせた（8 月 9 日に両町とも参加）。

　8 月 5 日の稼動以後、中野区（H14.9.11）及び国立市（H14.12.26）の 2 自

治体が住基ネットからの離脱を表明した。

＜平成 15 年 5 月現在で、住基ネットへの参加（住民に係る本人確認情報の都道府県へ

の通知）を見合わせている地方自治体＞

地方自治体 首長 人口（人） 不参加理由 備考

福島県矢祭町 根本良一 7200 個人情報保護法制の不備等
全国で始めて

不参加を表明

杉並区 山田宏 51 万 1400 個人情報保護法制の不備等

国分寺市 星野信夫 11 万 1000 個人情報保護法制の不備等

横浜市 中田宏
※   
345 万 2500

個人情報保護法制の不備等

参加か否かを

市民一人一人

の判断に委ね

る「市民選択

性」

中野区 田中大輔 30 万 8000 個人情報保護法制の不備等
9 月 11 日に不

参加表明

国立市 上原公子 7 万 2000
個人情報保護法制の不備、市

民のメリットが不明確等

12月 26日に不

参加表明

　※横浜市は、不参加を希望しなかった市民の本人確認情報（約 261 万人分）を、今年（平
成 15 年）4 月 10 日、住基ネットに接続した。
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●根本良一・福島県矢祭町長「住民基本台帳ネットワークシステムに参加

しない矢祭町の基本的な考え方について」

「…今般当町は、住民基本台帳ネットワークシステムに参加しない判断をしたとこ

ろですが、このことについての考え方を申し上げ、ご理解を賜りたいと思います。

　住民基本台帳ネットワークシステムは、平成 11 年 8 月住民基本台帳法の改正に

より平成 14 年 8 月 5 日から施行されました。

　この住民基本台帳ネットワークシステムの稼動は、小渕元首相の国会答弁により

国の個人情報保護法の成立を前提にすることが、政府公約とされてきました。

　しかも改正された住民基本台帳法の附則第 1 条第 2 項には、『この法律の施行に

あたっては、政府は個人情報保護に万全を期すため、速やかに所要の措置を講ずる

ものとする』との規定が加えられ、個人情報保護法の成立が稼動の条件とされてき

ました。

　先の国会では、その個人情報保護法が継続審議となり、成立しませんでした。

　したがって、現在実施されている住民基本台帳ネットワークシステムは、住民の

個人情報を保護する上で重大な問題があると考えております。

　私は、矢祭町民 7200 人の情報を危険にさらすことはできませんので、敢えてこ

のシステムには当分の間、参加しないことを決断した次第であります。」

（矢祭町ホームページ掲載の『広報やまつり　平成 14 年 9 月号』より）

●横浜市の動き

　横浜市（中田宏市長）は、住基ネット第 1 次稼動を前にした平成 14 年 8
月 2 日、個人情報保護法制などの条件がそろうまでは、住基ネットに参加す

るか否かを市民自身が選択する方式を採用することとし、住基ネットへの参

加は当面見合わせることとした。横浜市は、市民から住基ネットへの不参加

希望の申出を受けつけ、10 月 11 日の締め切り日までに、83 万 9539 人の申

出があり、これを受けて 10 月 16 日、中田市長は、総務省を訪れ片山虎之

助総務大臣にその旨を報告した。

　総務省は、8 月 7 日付文書「本人確認情報の通知を住民の選択性とするこ

とについて」においては、この「横浜方式」は違法であるとの見解を示して

いたが、片山大臣は、この日の中田市長との会談において、「（永続的な）選

択性はだめだが、段階的に参加することはあってもいい」との見解を示した。

　平成 15 年 4 月 10 日から、不参加を申出しなかった市民の本人確認情報

（約 261 万人分）について、神奈川県への送信を開始した。

○住基ネットへの接続を見合わせた地方自治体の動きへの評価

●読売新聞社説（H14.8.4）「住基ネットープライバシー保護に万全を期せ」より

「…一部の自治体は、住基ネットの運用開始に反対する理由として、個人情報保護

関連法案が先の通常国会で成立しなかったことを挙げている。政府が提出した個人

情報保護法案は、基本的には民間を対象としたものだ。「行政機関の個人情報保護

法」の全面改正案も、…住基ネットと直接の関係はない。むしろ違反者に対する重
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罰規定を設けた住民基本台帳法の方が、罰則規定のない行政機関個人情報保護法改

正案よりプライバシー保護の点で充実している。個人情報保護法制の整備は急ぐべ

きだが、それを理由に住基ネットに反対するのは筋違いだ。」

●朝日新聞社説（H14.8.6）「住基ネットーこれだけは注文したい」より

「…片山虎之助総務相は『万全のプライバシー保護ができている』と言うが、ネッ

トを扱う当の自治体関係者が強い不安を語っている。国民が安心できるはずがない。

…全国どこででも住民票を取れれば、確かに便利ではある。だが、システムへの侵

入を許せば、だれの情報だろうと流出しかねない危うさを伴う。そして『万全のネ

ットワーク』などあり得ないのが常識だ。だからこそ不参加の自治体も出てきた。

345 万人を抱える横浜市は、個々の市民が決める選択性を取ることにした。現状で

はこれもやむを得なかろう。見切り発車は極めて遺憾だ。…」

参照：臺宏士『住基ネット稼動後の状況』法学セミナー2002.12　576 号

 5　改正住民基本台帳法に関する主な論点と国会審議

5.1　住民基本台帳ネットワークシステムとプライバシー権について

＜プライバシーの権利＞

（第 145 回国会・H11.4.27. 衆・地方行政委員会）
○富田茂之委員（明改）　…この住民基本台帳ネットワークシステムを考えるときに、

プライバシーの権利というのをどういうふうに考えるのか。国民は、自分たちの情報

が外に出てしまうんじゃないかという不安が当然出てくると思います…。いろいろな

システムを用意しましたと局長ずっと説明されていましたけれども、プライバシーの

権利を自治省、政府としてどういうふうに考えているのか、そこからがこの法案の審

議のスタートになると思いますので、その点はどのように理解されているんでしょう

か。

○鈴木正明政府委員（自治省行政局長兼内閣審議官）　お答えいたします。

　プライバシーの権利とは何かということにつきまして、確立された考え方があると

いう状況ではございませんが、一般論として言えば、一つは、個人の秘密の情報が公

開されないこと、それからまた、誤ったあるいは不完全な情報によって自己に関し誤

った判断がなされないこと、あるいは、自己の情報を知りコントロールすることとい

った概念がこれに含まれている、このように考えております。

＜個人情報利用の中止請求権＞

（第 145 回国会・H11.5.11. 衆・地方行政委員会）
○春名 章委員（共産）　…違法な個人情報の利用に対しては、国民の側からの中止

請求権、それから不服申し立ての手続、これが必要なわけですけれども、本法案には

明確にされておりません。包括的な個人情報保護法があれば、こういう中身も当然入

るわけだと思いますけれども、それがないからこそ、このシステムを導入するのであ

れば明記すべきだと私は思います。国民の自己の情報をコントロールする権利という

中身からして、当然これは明記される必要があるんじゃないでしょうか。その点につ

いて、…いかがでしょうか。
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○鈴木正明政府委員（自治省行政局長兼内閣審議官）　お答えいたします。

　…この点につきましては、それぞれの国の機関等が利用する事務、目的というもの

が法律に明記されているということで、先ほどの繰り返しになりますが、それぞれの

機関が基本的にその法律というものを守って行われるということで、利用状況という

ものもそれぞれの記録にログとして残される。あるいは、指定情報処理機関の場合に

は、国の機関等への情報提供の状況について毎年報告書により公表するということと

いたしておるところでございますので、制度的には明確になっている、このように考

えております。

5.2　住民票コードについて

（第 145 回国会・H11.7.29. 参・地方行政・警察委員会）
○八田ひろ子君（共産）　…参考人の御意見も伺いまして、その中でコンピューター

の専門家のお二人に私はこの番号コードの問題を伺いました。お二人とも、四情報で

引き出すことができてわざわざ番号コードをつけなくてもいい、番号でない方が間違

えにくいという御意見もありましたし、番号の方が簡単で時間の短縮はできるという

ふうにおっしゃいましたけれども、番号がなくてもこれはシステムとしては大丈夫だ、

こういうふうに言われたんですが、それではなぜ番号をつけることにこだわってみえ

るのか、そこを明らかにしていただきたいと思います。

○政府委員（鈴木正明君）　お答えいたします。

　住民票コードは、氏名、住所などによるいわば文字による本人確認に比べまして、

一つはコードによる照合は明確である、それから二点目としては迅速な検索が可能で

ある、それから三点目としては重複しない住民票コードにより確実な本人確認ができ

る、こういうことでこのシステムにおいては全国共通の本人確認を行うに当たって必

要不可欠なもの、こういうふうに考えております。今回の改正法案においても住民票

コードを住民票の記載事項とすることといたしまして、法律において明確に規定して

御審議をお願いしているところでございます。

　…そこで、コードを利用しないで氏名、住所などの文字情報のみによって検索をす

る、本人確認を行うという場合には事務処理上の迅速性に欠けるという点がございま

すが、その結果、住民サービスの低下につながることになるわけです。…

○八田ひろ子君　…同じ参考人質疑のときに、堀部参考人からは、共通番号、これを

電話番号を変えるように簡単に変えられるんだという認識があるというお答えをいた

だきました。それから、内野参考人からは、共通番号をつけられたくないという人、

番号化社会になじめない方、こういう方の人権というのですか、希望も大事にするの

か行政の姿勢を問われるというふうに言われたんですが、この二つの御意見について

はいかがでしょうか。

○政府委員（鈴木正明君）　お答えいたします。

…今回の法案におきましては、住民票コードにつきましては変更請求権を認めるとい

うことにいたしておりまして、住民の方が住民票コードを変えるという場合には請求

によりまして変えることができるということにいたしております。その理由は問わな

いということにいたしております。

　また、全国共通の本人確認情報というものを基本台帳制度を踏まえてその上に立っ

て構築するわけでございますので、その中において住民票コードの方と、コードはな

くて四情報でという形ではネットワークシステムというものは非常に非効率ですし組

めませんので、これにつきましては、住民票コードというものをこの四情報のいわば

検索コードという意味で付して、それによって全国ベースで四情報に、住所、氏名、
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性別、生年月日にアプローチできるということで考えているところでございまして、

つける人とつけない人という形ですとこのネットワークは組めないということでござ

います。

○八田ひろ子君　前半のお答えがないんですけれども、電話番号を変えるように変え

ることができるんだと堀部参考人がおっしゃった、先ほど来の御論議の中でいろんな

座長もされているんですけれども、そのことを私は聞いているんです。

○政府委員（鈴木正明君）　お答えいたします。

　住民票コードを変えることは、市町村に申請すれば可能でございます。

○八田ひろ子君　番号をつけられたくないという方には全然配慮をしなくて強制して

押しつけますよ、ただし、番号を変えるときには電話番号を変えるように御本人の申

請で変えることはいいですよというふうにお答えをいただいたものと思います。

5.3　指定情報処理機関について

（第 145 回国会・H11.4.20. 衆・地方行政委員会）
○滝実委員（自民）　…次に、このネットワークそのものについていろいろな心配が

寄せられているわけですね。一つは、国会が本来監視する機能を持っているわけでご

ざいますけれども、ネットワークをつくると国民監視が強化されるのじゃなかろうか、

国民監視の道を開くというような御意見がございます。

　そういう中で、今回のこのネットワークは、指定情報処理機関という一つのセンタ

ーを、国とか地方団体とかというのじゃなくて、別法人で一つの機関をつくって、そ

こにセンター的な機能をゆだねる、こういうようなことになっているわけでございま

すけれども、こういった機関が国民監視の道を開くようなことには当然ならないとは

思うのでございますけれども、そういった心配に対して、こういうセンターをどうい

う格好で仕組んでいくのか、その辺について伺いたいと思うんです。

○野田毅国務大臣（自治大臣）　御指摘のとおり、この住民基本台帳ネットワークシ

ステムにおきましては、全国センターを、都道府県知事から本人確認情報処理事務の

委任を受ける指定情報処理機関が運営、管理するということにしておりまして、国が

このネットワークシステムに係る具体的な事務執行には関与しないという仕組みにな

っておるわけであります。そういう点で、国が一元的、一括管理してすべての情報を

掌握してやっていこうという、その種のものとは全然質が違うということをまず申し

上げておきたいと思うんです。

　また、指定情報処理機関が保有する情報というのは、氏名、住所、性別、生年月日、

この基本的な四情報と住民票コード及び付随情報から成る本人確認情報に法律上限定

をいたしておりまして、さまざまな個人情報を一元的に収集管理することができない、

そういう仕組みにいたしておるわけであります。さらに、指定情報処理機関について

も、本人確認情報の目的外利用を禁止いたしております。したがって、個別の目的を

超えたデータマッチングによってさまざまな個人情報を一元的に収集管理するという

ことも不可能であるという仕組みにいたしておるわけでございます。

　このような指定情報処理機関のあり方からいたしましても、このネットワークシス

テムが国民監視システムへの道を開くんだという指摘は当たらないというふうに認識

をいたしております。
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5.4　本人確認情報の保護について

〈本人確認情報の安全確保〉

（第 145 回国会・H11.4.27. 衆・地方行政委員会）
○富田茂之委員（明改）　いろいろなシステムを準備したというふうに言われていま

すが、…いろいろなデータが入って、そのデータについて、もう物すごい端末になる

と思うんですね。韓国では 4 千カ所端末があるそうです。韓国の国の規模を考えると、

日本はその倍以上、まあ多分 1 万カ所ぐらい必要になってくると思うんですけれども、

その端末のところから自分の情報が漏れないのか、本当に自分のきちんとした情報を

管理、コントロールできるのかという国民、住民の不安を払拭するだけの安全性につ

いての保障というのは、この法案にあるんでしょうか。

○鈴木正明政府委員（自治省行政局長兼内閣審議官）　このシステムにおきましては、

制度面、法律面でのセキュリティー対策といたしまして、ネットワーク端末を保持す

るすべての者に対しまして、本人確認情報の漏えいを防止するための安全確保措置を

義務づけております。また、端末を操作する者については、通常よりも重い罰則上に

担保された守秘義務をかけている、秘密保持義務をつけている、こういうことでござ

います。

　また、システム面でのセキュリティー対策といたしましては、専用回線を用いた送

信、あるいは送信情報の暗号化、さらに、通信相手のコンピューター同士の相互の認

証システム、それから操作をする人のＩＣカードあるいは暗証番号による認証という

ことで、全国的にそういった措置を講ずるということにいたしております。

　こういったことで、制度面あるいはシステム面のいずれの面でも、全国のネットワ

ークシステム及び端末等においてのセキュリティー対策を厳格に講じるということで

ございまして、このシステムの構築に当たりましては、十分なプライバシーの保護策

というものを講じていくつもりでございます。

〈本人確認情報が漏えいした場合の原状回復〉

（第 145 回国会・H11.8.5. 参・地方行政・警察委員会）
○高嶋良充君（民主）　…もう一つ安全確保措置で質問しておきたいんですが、漏え

いをさせた場合のそこの職員の罰則等についてはきちっと規定をされているんですけ

れども、漏えいをさせたデータ等の回収というか原状回復措置、これについてはこの

法案では欠落をしているのではないかというふうに思うんです。…この問題について

の見解を伺いたいと思います。

○政府委員（鈴木正明君）　お答えいたします。

　不正アクセス防止法を現在御審議いただいているところでございますが、このシス

テムにおいて、電気通信回線に接続される市町村のコミュニケーションサーバーある

いは県とか指定情報処理機関のコンピューターにつきましても、不正アクセス行為の

禁止等に関する法律案というものが適用され得るものだというふうに考えております。

　…仮に本人確認情報が権限のない者に漏えいした場合、今回の法案においては、住

民票コードの民間利用の禁止の措置といたしまして、権限のない者が住民票コードの

記録されたデータベースを構成することを禁止する、こういう措置を講じてございま

す。この禁止規定に違反する者がある場合には、都道府県知事はその違反した者に対

し、当該行為を中止すべきことを勧告して、さらにそれについての命令権ということ

を講じているところでございます。

　そこで、都道府県知事の具体的な命令権の実施ということにつきましては、…漏え
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いした住民票コードの民間利用の禁止、データベースの構成ということを行っている

場合には、住民票コードを記録されたデータベースというものを回収するということ

も検討の対象になり得るもの、このように考えております。

○高嶋良充君　…先ほどは、職員が漏らした場合の原状回復措置をどうするんだ、こ

ういうふうにお聞きしたんですが、今度この条文で言う都道府県知事が中止勧告等の

勧告ができるというその勧告の中身に、先ほど申し上げましたような原状回復、住民

票コードデータが漏えいした場合は、これを破棄させるとか、あるいはデータベース

の破棄等についての原状回復を求めるということがこの勧告という意味の中に盛り込

まれているのかどうかということについて、お聞かせをいただきたいと思います。

○政府委員（鈴木正明君）…この「行為が中止されることを確保するために必要な措

置を講ずべきことを勧告する」という勧告と、「当該行為を中止すべきことを勧告」す

る、この二つの勧告ができます。

　それで、「当該行為が中止されることを確保するために必要な措置を講ずべきこと」

と。この「必要な措置を講ずべきこと」の中にいろいろなケース、具体的なケースに

よりますけれども、住民票コードが記録されたデータベースを回収するということも

検討の対象になる、こういうことでございます。

〈電算業務受託者などによる秘密保持義務〉

（第 145 回国会・H11.8.3. 参・地方行政・警察委員会）
○富樫練三君（共産）　…きょうは皆さんのお手元に主な個人情報流出事件について

の資料を配らせていただきました。これは、民間の中で起こっている流出事件やある

いは住民基本台帳と直接関連する流出事件、こういうのがあります。…合計十件の流

出事件があるわけなんですけれども、その中で、今回の住基台帳法の改正で公務員に

対する大変厳しい罰則や規制を加えている、こういうふうに言われているんですけれ

ども、この十件のうち地方公務員が直接流出にかかわったものというのはわずか一件

なんです。一番多いのは、ダイレクトメール業者がやっているのが一番多い。…公務

員だけではなくてその外側に位置している人たち、そういう人たちに対して今度の住

基台帳法での規制というのは具体的にはどういうことをやっているのか。

○政府委員（鈴木正明君）　…このシステムに関連いたしまして電算処理業務の外部

委託を行った場合には、電算処理業者に本人確認情報の漏えいを防止するための安全

確保措置を講じることを義務づけております。また、電算処理に従事する者につきま

しても、通常よりも重い罰則により担保されました秘密保持義務を定めているという

ことでございます。

〈個人情報データの結合、本人確認情報の利用・提供の制限〉

（第 145 回国会・H11.6.8. 衆・地方行政委員会）
○知久馬二三子委員（社民）　…今回の最も重大な問題は、このシステムが住民票コ

ードを各省庁共通の個人認識番号として使用することよりも、将来すべての行政機関

をオンラインで結ぶことによりデータマッチングの危険性が生まれるという点にある

と思うのです。これは前にも言ったことなんですけれども、出生と同時に単一の番号

がつけられ、その人が全国どこへ移転しても、あるいは姓を変更しても変わらない番

号となるということですね。各行政機関がこの番号に統一化したり併用したりするこ

とは十分考えられます。また、この番号によって他の行政機関が保有する情報にアク

セスしてさらに情報を結合することも起こり得ます。そういう意味で、この住民票コ

ードは情報結合のマスターキーの役割を果たすことになると思うのです。
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　自治大臣の方では、住民票コードの利用拡大については国会で新たな立法措置を行

うこととするから歯どめがあるとお答えになっております、これまでの中で。私は、

それだけでは全く不十分であると思うのです。このシステムが一たん導入されれば、

利用拡大は必至の流れになると考えるものでございます。ですから、包括的な個人情

報保護法の制定、とりわけデータマッチングの規制の法的な措置が必要と考えられま

す。

　…その辺について自治大臣の御見解を承りたいと思いますので、よろしくお願いし

ます。

○野田毅国務大臣（自治大臣）　…それからいま一つ、データマッチングの話があり

ます。

　これはもう既に何回か答弁で申し上げておりますが、この住民基本台帳ネットワー

クシステムにおいては、都道府県あるいは指定情報処理機関、いわゆる全国センター、

それから本人確認情報の提供を受けた国の機関、こういったところはその目的外利用

を禁じられているわけであります。だから、そういう意味で、そのデータマッチング

というのは、自分の所管する、まさにその提供を受けて、それを利用するということ

の目的でいろいろおやりになることは、それはあると思います。しかし、それ以外の

目的でデータベースをつくってみたり、あるいはそれ以外の目的でデータマッチング

をやろうということ自体、目的外利用に該当をするわけでありまして、禁止されてお

るわけであります。

　ですから、私は個人情報の保護ということに非常に神経質であるべきは当然だと思

います。これから、この高度情報社会において、これは非常に致命的に大事な部分で

あるということは十分理解をいたしておりますが、ただ、必要以上に、何かすごくプ

ライバシーが侵されてというような、何か情緒的、ムード的な不安感だけがあおられ

るということは私は不幸なことであるというふうに思います。

〈納税者番号〉

（第 145 回国会・H11.7.22. 参・地方行政・警察委員会）
○松村龍二君（自民）　…納税者番号について触れてみたいと思います。…この納税

者番号制度というのは、簡単に言えば、公平な課税を行うために納税者番号をもとに

納税者の課税情報を名寄せする制度ということになるかと思います。

…私は最近、納税者番号制度は反対どころかぜひとも導入すべきではないかというふ

うに考えておるわけでありますが、今回はともかく、将来的には住民基本台帳ネット

ワークシステムを納税者番号に活用すべきであると考えております。この点、自治大

臣、大蔵省から、将来構想についてお聞かせいただきたいと思います。

○国務大臣（野田毅君）　今回の住民基本台帳ネットワークシステムの関係につきま

しては、これを直ちに納税者番号制度の方に転用するということはできない仕組みに

なっておりまして、まずどうしてもこれを転用するんだということであれば、改めて

法改正をした上で法的対応をとらなければならぬということはもう御承知のとおりで

ございます。

5.5　個人情報保護措置を明記する旨の附則修正について

〈個人情報保護措置の内容〉
（第 145 回国会・H11.6..8. 衆・地方行政委員会）

○古賀一成委員（民主）　…一つの法が、これまで 25 時間やったいろいろな法律の論

点というものが、とりあえずふたをしてよと、将来措置を講ずるからということで閉
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じようとしているわけですよ。それをこういう場違いの附則に、まあ附則ぐらいなら

よかろう、そういう感じで入れることに関しては、私は非常に安直な気がする。

　では、聞きますよ。…「所要の措置」というものは何でありましょうか。具体的に、

例えばこういうものがあります、こういうものがありますというのを教えていただき

たいと思います。

○宮路和明委員（自民）　…一つは、やはり政府においても昨年、高度情報通信社会

推進に向けた基本方針というのを総理が本部長をしておられるところで決定をして、

これからいろいろなことをやっていくんだ、プライバシーの保護の問題、こういうこ

とも既にこの中で決めておられるわけですね。そういうぐあいに、プライバシー保護

についての法制を整備していかなきゃならないというのは喫緊の課題になりつつある

ということは、我々も、この場における論議を踏まえてもよく理解できるところであ

るわけでありまして、そうしたプライバシー保護に関する法制をやはり整備していく

ということが一つ。

　それから、…例えばカードの問題なんかについてもいろいろな議論がありました。

そういうところにおいて、…よりレベルの高い個人情報保護のシステムというものも

あってしかるべきではないかというふうに思われるわけでありまして、そこのところ

もやはり一つはやっていただきたい。

　それからまた、これは条例でもって市町村あるいは都道府県が、このネットワーク

システム、運営をしていく主体になるわけでありますので、そこで、そうした地方自

治体においてちゃんとした、プライバシーの保護に十分配慮した措置をもろもろ講じ

ていってもらわなきゃならない。システム…条例…そういったところも具体的に検討

して、そして自治省の方で、政府の方でしっかりと地方自治体に指導していってもら

いたい。

　こういったもろもろのことが頭の中にございまして、そして所要の措置というふう

に規定させていただくことにした、こういうことでございます。

〈個人情報保護法制の整備について〉

（第 145 回国会・H11.6.10. 衆・地方行政委員会）
○富田茂之委員（明改）　かなり突っ込んだ御答弁をいただきました。…特に、今総

理の御答弁の中で、住民基本台帳ネットワークシステムの実施に当たっては、民間部

門をも対象とした個人情報保護に関する法整備を含めたシステムを速やかに整えるこ

とが前提だ、こういうふうに御答弁いただきました。私たちの党も、まず包括的な個

人情報保護法をつくって、それからこのシステムの運用に当たっていただきたいとい

うことをずっと自治省に対して交渉してまいりましたので、今の総理の答弁のように、

きちんとした包括的な個人情報保護法をぜひ総理のリーダーシップでつくっていただ

きたい。

　自由民主党、公明党・改革クラブ、自由党は、三党で、これを年内にきちんと枠組

みをつくってやっていこうというふうに合意しておりますが、この三党だけではなく

て内閣の方にも、包括的な個人情報保護法をきちんと三年以内につくっていくのだ、

そういう御決意であると今の総理の答弁をお聞きしましたが、そのように理解してよ

ろしいでしょうか。

○小渕内閣総理大臣　包括的個人情報保護法の具体的イメージが十分明らかではあり

ませんが、民間部門をも対象とした個人情報保護のあり方につきましては、政府全体

として、総合的に検討し、法整備を含めたシステムを速やかに整えてまいる所存でご

ざいます。
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 6 主な新聞記事

１．読売新聞（H10.2.26）社説

「住民番号」論議は幅広い視野で

２．朝日新聞（H11.6.16）

「住民基本台帳法改正案  衆院、修正し可決」

３．朝日新聞（H11.6.16）社説

「住民基本台帳法 やはり賛成できない」

４．読売新聞（H11.8.13）

「改正住民台帳法が成立 国民に 10 ケタ番号 参院委採決を省略」

５．朝日新聞（H11.8.13）

「改正住民台帳法 将来像示して議論を 納税者番号化の可能性／改正台帳法

委員会採決省略を批判  民主・小山委員長」

６．毎日新聞（H14.7.25）

「ネットに流れる個人情報　「保護法とセット」の約束破った　住基ネット

接続拒否の福島県矢祭町長　「法違反は国の方」」

７．読売新聞（H14.7.27）社説

「住基ネット　反対論がはらむ根本的な矛盾」
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 Ⅶ　個人情報保護法案

 1　これまでの経緯

1.1　個人情報保護法制化の背景

日本における個人情報保護の問題の研究に永年携わり、今般の個人情報保

護法制の立案の過程で、高度情報通信社会推進本部個人情報保護検討部会

（平成 11 年 7 月発足・同年 11 月中間報告提出）の座長を務めるなど重要

な役割を果たした堀部政男中央大学教授は、日本において個人情報保護の

法制化が必要とされるに到った背景として以下の七つを挙げている。（以

下　堀部政男『個人情報保護法制化の背景と課題』法律のひろば 54 巻 2 号

（2001 年 2 月号）4 頁―10 頁より、その概要を記した）

① 情報化社会の進展とプライバシー問題の認識

　マスメディアの発達に伴う情報化社会とのかかわりでのプライバシーの

問題は、19 世紀末のアメリカにおいて最初に提唱され（ウォーレン及びブ

ランダイスの論文「プライバシーへの権利」）、プライバシー権はマスメデ

ィアが私生活を取り上げることに対する「ひとりにしておかれる権利」と

して理解された。日本では、1964 年、「宴のあと」事件判決により「私生

活をみだりに公開されないという法的保障ないし権利」としてより具体化

された。

　また、1960 年代以降のコンピューター化、1980 年代以降のネットワー

ク化に伴う情報化社会とのかかわりでのプライバシーの問題が議論される

中で、プライバシー権も「自己情報コントロール権」という積極的な権利

を含むものへと発展するようになった。

② 個人情報保護法制定の世界的潮流

　OECD（経済協力開発機構）加盟 29 カ国のうち、個人情報保護法・プラ

イバシー法は、現在ほとんどの国において制定されている。

③ OECD 理事会のプライバシー保護勧告

　1980 年 9 月 23 日、OECD 理事会で採択されたプライバシー保護勧告は、

プライバシーと個人の自由の保護に係る原則（8 原則から成る）を、加盟国

に対して、国内法の中で考慮するように要請しており、日本におけるプラ

イバシー保護の問題において重要なものである。（詳細は 32 頁に掲載）
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④ 地方公共団体の個人情報保護条例の増加

　国立市の電子計算機処理条例の制定（1975 年 3 月）、福岡県春日市の総

合的個人情報保護条例の制定（1984 年 7 月）を始めとする地方公共団体に

おける個人情報保護化の動きにつれて、個人情報条例の制定団体数が徐々

に増加してきている。

⑤ 欧州連合の個人情報保護指令（EU 指令）

　欧州議会及び理事会は、1995 年 10 月 24 日、「個人データ処理に係る個

人の保護及び当該データの自由な移動に関する欧州議会及び理事会の指

令」を採択した。そこでは、第 25 条第 1 項で、「第三国へのデータの移転

は、当該第三国が適切なレベルの保護を提供している場合に限られること

を規定する」べきことを加盟国に対して要請しており、こうしたことが日

本としても何らかの対応が必要であると認識させるに到った。

⑥ 電子商取引との関係でのプライバシー保護の要請

⑦ 住民基本台帳法改正との関係での個人情報保護法制の要請

堀部論文においては、上記⑥及び⑦を、「国レベルにおける近年の個人情

報保護の議論」として、個人情報保護関連法案の国会提出までの経緯を詳

述しているため、これを含めた内容について、次の「わが国における個人

情報保護法制化までの流れ」にその流れを示すことにする。

1.2　わが国における個人情報保護法制化までの流れ

　1980（昭和 55）年 9 月、プライバシー保護と個人データの国際流通につ

いてのガイドラインを定めた OECD（経済協力開発機構）理事会勧告（詳

細は 32 頁）が出され、これを受けて昭和 63（1988）年 12 月、行政機関の

保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護を定めた「行政機関の保有

する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律」が成立した。そ

の際の国会審議の過程で、民間部門の個人情報保護について政府の早急な

検討を求める旨の付帯決議がなされている。

　これを受けて、各省は民間部門の個人情報保護についてガイドラインの

作成などの施策を行い、基本的には民間部門の自主規制に委ねていたが、

1995 年 10月、「個人データ処理に係る個人の保護及び当該データの自由な

移動に関する欧州議会及び理事会の指令（EU 指令）」が出されるに到った

（詳細は 34 頁）。
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　わが国では、首相を本部長とする高度情報通信社会推進本部の電子商取

引等検討部会でプライバシー保護の必要性が強く認識され、同本部は、平

成 10（1998）年 11 月「高度情報通信社会推進に向けた基本方針」を公表

し、その中でプライバシー保護に関して民間による自主的取組みを促進す

るとともに、法律による規制をも視野に入れた検討を行っていく必要があ

るとの決定を行った。

＜個人情報保護関連法案の関連年表①　～国会提出まで＞

年 月日 摘要

S55（1980） 9 OECD（経済協力開発機構）「プライバシー保護と個人データの国際

流通についてのガイドラインに関する理事会勧告」採択。

S63（1988） 12.16 「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関す

る法律」成立、公布。民間部門の個人情報保護について政府の早急

な検討を求める附帯決議（11.8 衆議院内閣委員会）。（113 回国会）

H6（1994） 8 高度情報通信社会推進本部（以下、「推進本部」）、内閣に設置。

9 推進本部内に、電子商取引等検討部会を設置H7（1995）
　 10.24 EU（欧州連合）、「個人データ処理に係る個人の保護及び当該データ

の自由な移動に関する欧州議会及び理事会の指令」（EU 指令）（98
年発効）

3.10 改正住民基本台帳法案、国会提出

6 電子商取引等検討部会「電子商取引等の推進に向けた日本の取組み」

において、プライバシー保護について言及。

H10（1998）

11.9 高度情報通信社会推進に向けた基本方針（推進本部決定）

4.16 上記基本方針のアクションプラン（推進本部決定）

7.23 高度情報通信社会推進本部内に、個人情報保護検討部会（座長：堀

部政男一橋大学教授）の活動開始

8.12 改正住民基本台帳法が成立、公布（145 回国会）

11.19 個人情報保護検討部会、「我が国における個人情報保護システムの

在り方について（中間報告）」

H11（1999）

12.3 「中間報告を最大限尊重し、我が国における個人情報保護システム

の中核となる基本的な法制の確立に向けた具体的検討を進める」と

した高度情報通信社会推進本部決定

1.27 個人情報保護法制化専門委員会開催

2.4 個人情報保護法制化専門委員会第 1 回会合（委員長：園部逸夫立命

館大学大学院客員教授）

6.2 個人情報保護基本法制に関する大綱案（中間整理）

H12（2000）

10.11 個人情報保護基本法制に関する大綱

H13（2001） 3.27 個人情報の保護に関する法律案（個人情報保護法案）閣議決定、国

会提出（151 回国会）

　平成 11（1999）年 4 月に策定されたアクションプランでは、平成 11（1999）
年中に個人情報保護の在り方を検討するため、検討部会の設置する旨が提

案され、同年 7 月推進本部の下に、個人情報保護検討部会（座長：堀部政

男中央大教授）が設置された。検討部会は、民間部門をも対象とする個人
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情報保護に関する法整備を含めたシステムを速やかに整える観点から、個

人情報の保護・利用の在り方を総合的に検討することとされた。

　これと並行して、145 回国会（平成 11 年通常国会）における「住民基本

台帳法の一部を改正する法律案」の審議において、個人情報の流出・漏洩

などの事件が報道されたことなどを背景に、民間部門の個人情報保護の必

要性を求める世論が高まった。平成 11（1999）年 6 月 4 日、自由民主党、

自由党、公明党・改革クラブの３党により「個人情報保護の法制化を３年

以内に図る」旨の確認書が交わされ、同月 10 日、小渕首相（当時）が衆議

院地方行政委員会において、民間部門も対象とした個人情報保護のあり方

について政府全体で、総合的に検討して、法整備を含めたシステムを速や

かに整えていくとの答弁を行った。また、衆議院において、政府に対し個

人情報保護に関する所要の措置を講ずることを要請する旨の規定を附則に

追加する修正がなされ、同法案は、平成 11（1999）年 8 月 12 日成立した。

　個人情報保護検討部会は、同年 11 月、「我が国における個人情報保護シ

ステムの在り方について（中間報告）」をまとめ、①全分野を包括する基本

法の制定、②法制的観点から専門的な検討の必要性を提言した。これを受

けて、平成 12（2000）年 1 月、個人情報保護法制化専門委員会（座長：園

部逸夫立命館大学大学院客員教授）が設置され、同委員会は、法制化に向

けた専門的検討を重ね、同年 6 月中間整理を、続いて 10 月に「個人情報保

護基本法制に関する大綱（大綱）」をとりまとめ、森首相（当時）に提出し

た。これを受けて政府では、同大綱に沿って立法化が進められ、平成 13
（2001）年 3 月 27 日、「個人情報の保護に関する法律案」が閣議決定され、

第 151 回国会に提出された。

　

1.3　行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律案提出に到る経過

　第 151 回国会に提出された個人情報保護法案において、第 11 条第 1 項及

び 2 項並びに附則第 7 条は、国の行政機関並びに独立行政法人及び特殊法

人について、公的部門にふさわしい保有個人情報の適正な取扱いが確保さ

れるよう、政府に対し、その公布後 1 年を目途として法制上の措置その他

必要な措置を講ずべきことを規定していた。これを受け、政府は、平成 13
（2001）年、「行政機関等個人情報保護法制研究会」（座長：茂串俊・元内

閣法制局長官）を設け、国の行政機関等の個人情報保護の充実強化のため

の方策について調査研究を開始した。研究会は、同年 7 月に「中間整理」、

10 月に「行政機関等の保有する個人情報の保護に関する法制の充実強化に

ついて―電子政府の個人情報保護―」をまとめ、こを受けて政府は、平成
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＜個人情報保護関連法案の関連年表②

～国会提出後＞

3.27 個人情報の保護に関する法

律案（個人情報保護法案）閣

議決定、国会提出（151 回国

会）

7 総務省の行政機関等個人情

報保護法制研究会、中間整理

H13（2001）

151 回

（提出・継続）

152 回（継続）

153 回（継続）

10.26 総務省の行政機関等個人情

報保護法制研究会、「行政機

関等の保有する個人情報の

保護に関する法制の充実強

化について―電子政府の個

人情報保護」を決定

4.25 個人情報保護法案、衆議院本

会議で趣旨説明。上記法案の

ほか「行政機関の保有する個

人情報の保護に関する法律

案」を含む 4 法案、国会提出

（154 回国会）

5.17 個人情報保護関連 5 法案、内

閣委員会で審議入り（審議未

了で継続審議）（154 回国

会）

H14（2002）

154 回

（提出・継続）

155 回（廃案）

12 個人情報保護関連 5 法案、審

議未了・廃案（155 回国会）

3.7 個人情報保護関連 5 法案、

「基本原則」の削除など大幅

修正の上で国会提出、個人情

報保護特別委員会で審議入

り、野党 4 党対案を提出（156
回国会）

H15（2003）
156 回

（再提出・

　　審議中）

5.6 個人情報保護関連 5 法案、衆

議院通過

14（2002）年 3 月 15 日、「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律案」等関連 4 法案を国会に提出した。

1.4　個人情報保護関連法案の国会における審議の経過

　個人情報保護法案（第

151 回国会提出）は、内

閣委員会に付託された

まま継続審議となって

いたが、第 154 回国会で、

行政機関個人情報保護

関連 4 法案（154 回国会

提出）とともに趣旨説明、

質疑が行われた後、衆議

院内閣委員会で審査が

始まった。しかし、この

5 法案は、継続審査とな

り、続く第 155 回国会に

おいても内閣委員会で

審査が行われたが、与党

は、翌年常会での法案の

再提出を求めることと

し、審議未了・廃案とな

った。第 156 回国会では、

個人情報保護関連 5法案

は大幅に修正された上

で、再度国会に提出され

た。大幅修正の主な内容

は、（1）個人情報保護法

案では、①五つから成る

「基本原則」の削除、②

罰則付きの「義務規定」

の適用を受ける個人情

報保護取扱事業者の対

象を、報道・学術研究・宗教・政治の他に、著述業を追加したこと及び報道

の定義が明記されたこと、③報道機関などに個人情報を提供する行為に対し、
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主務大臣は権限を行使しないこととした、（2）行政機関個人情報保護法案で

は、公務員への罰則規定を新設したこと等である。

　平成 15（2003）年 4 月 8 日、政府案と同時に、野党 4 党（民主党・無所属

クラブ、自由党、日本共産党、社会民主党・市民連合）による対案について、

それぞれ衆議院本会議において趣旨説明及び質疑が行われた。同法案審議の

ために、個人情報の保護に関する特別委員会が設置され、同年 4 月 14 日より

委員会審査が始まった。

　個人情報保護法案においては、政府案及び野党案との間で、①本人の関与（野

党案は目的規定に「自己情報コントロール権」を明記）、②表現の自由への配

慮（野党案は目的規定に明記）、③「センシティブ情報」の収集禁止（野党案

に明記）、④事業者の監督権者（政府案は担当大臣、野党案は「個人情報保護

委員会」）、⑤義務規定の適用除外（政府案は職業と目的、野党案は目的のみで

の除外）などの論点において相違を見せている。

　同特別委員会では、参考人質疑を含めたおよそ 40 時間に及ぶ審査が行なわ

れ、平成 15(2003)年 4 月 25 日、政府提出の個人情報保護関連 5 法案は、賛

成多数で可決され、5 月 6 日、衆議院本会議で可決した。なお、衆議院におけ

る委員会審査の過程で、「施行 3 年後をめどに施行状況を検討し、必要な措置

を講ずる」旨の附帯決議が採択された。なお、内閣提出法案は参議院に送付

され、個人情報の保護に関する特別委員会で審査が行われている（平成 15 年

5 月 15 日現在）。

２　法案の概要

Ⅰ　個人情報保護法案（基本法制）　※　下線部は旧法案からの変更部分

＜基本法部分＞

　１　基本理念：個人情報の適正な取扱い

　２　国等の責務、施策：政府が基本方針を作成して総合的かつ一体的に施策

を推進等

＜一般法部分＞

　３　民間の個人情報取扱事業者の義務：

　　　対象情報　一定規模以上の体系的に整理された個人情報（一定規模以上

のデータベース中心）

　　　個人情報の取扱い　利用目的の特定・公表、利用目的の範囲内での取扱

い、適正取得、正確性の確保、安全確保、第三者提

供の制限　等

　　　本人関与　本人から求められた場合の開示、訂正、利用停止の義務
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　４　苦情処理：事業者・認定個人情報保護団体による自律的な苦情処理

　５　事業者に対する監督：主務大臣による事後的なチェック（報告徴収、助

言、勧告、命令）

　６　主務大臣の権限の行使の制限：報道機関等への情報提供者に対する権限

の不行使

　７　適用除外：報道（個人を含む）、著述、学術研究、宗教、政治に係る取扱

いに関して義務規定の適用を除外

　８　報道の定義：不特定かつ多数の者に対して客観的事実を事実として知ら

せること（これに基づいて意見又は見解を述べることを含む）

　

Ⅱ　行政機関個人情報保護法案 　

１　目的：国の行政機関における個人情報の適正な取扱い

２　対象機関：国のすべての行政機関（会計検査院を含む。）

３　対象情報：電子記録のみならず、行政文書に記録されている個人情報

４　個人情報の適切な取扱い：

　・　保有制限－利用目的の達成に必要な範囲内等

　・　書面による直接取得に際しての利用目的の明示

　・　利用・提供の制限－利用目的以外の目的のための利用・提供の原則禁止

　・　正確性の確保－利用目的の達成に必要な範囲で事実と合致

　・　安全確保－漏洩等防止のための措置

５　個人情報ファイルの適正な管理と公表：

　・　ファイル保有に当たっての総務大臣に対する通知

　・　個人情報ファイル簿の作成と公表（インターネット等も活用）

６　本人関与：

　・　開示請求制度－本人開示に支障の生ずるおそれのあるものを除く開示

（部分開示を含む。）義務

　・　訂正請求制度－事実と相違するものについて利用目的の達成に必要な

範囲での訂正義務

　・　利用停止請求制度－不適法な取得、利用、提供について適正な取扱いを

確保し事務の適正な遂行に著しい支障を及ぼさない限りにおいて利用

停止義務

７　不服申立て：開示、訂正、利用停止を拒否する決定に対する不服申立てに

ついて、情報公開・個人情報保護審査会への諮問義務

８　罰則：以下の行為を行った行政機関の職員等に関する罰則

　・　コンピュータ処理されている個人データの漏えい

　・　不正な利益を図る目的での個人情報の提供又は盗用
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　・　職務の用以外の用に供する目的で職権を濫用した個人の秘密の収集

Ⅲ　独立行政法人等個人情報保護法案

　・　対象法人　独立行政法人、特殊法人及び認可法人であって行政機関と同

様に（132法人）取り扱うべきもの（基本的に独立行政法人等情報公開

法と同様）

　・　対象情報、取扱の規範、管理のルール、本人の関与、救済制度、罰則は

行政機関法制の仕組みを基本に、独立行政法人等の性格に適合した仕組

み

　

Ⅳ　情報公開・個人情報保護審査会設置法案

　　・　情報公開審査会（平成13年設置）を改組

　　・　行政機関及び独立行政法人等の情報公開法制の開示決定等に関する不

服申立てに関する諮問

　　・　行政機関及び独立行政法人等の個人情報保護法制の開示、訂正、利用

停止決定等の不服申立てに関する諮問

Ⅴ　整備法案

　　・　府省設置法の改正

　　・　登記、刑事訴訟、特許等情報の適用除外（基本的に情報公開法の適用

除外に準じている）

総務省ホームページ<http://www.soumu.go.jp/gyoukan/kanri/a_05_f.htm>掲載

  『個人情報保護関連５法案の概要』（内閣官房・総務省）より抜粋

 ３ 第一次・第二次政府案、野党案の主な論点と国会質疑

3.1　法制整備の基本的枠組みについて

3.1.1　問題の所在

 　個人情報保護法制の基本的枠組みを比較法的に見ると、以下の方式に大

別することができる。

①　オムニバス方式（統合方式）

　　一つの法律で国・地方公共団体等の公的部門（パブリック・セク

ター）と民間企業等の民間部門（プライベート・セクター）の双方
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を対象とする。ヨーロッパ諸国に多い。

②　セグメント方式（分離方式）

　　公的部門と民間部門とをそれぞれ別の方式で対象とする。昭和 63

年の行政機関情報保護法のみが存在する日本はこの方式に分類され

る。

③　セクトラル方式（個別分野方式）

　　それぞれの部門について、特定の分野で保護措置を講ずる方式。

アメリカがこの方式に分類される。

　　個人情報保護検討部会中間報告「我が国における個人情報保護システ

ムの在り方について（中間報告）」は、公的部門と民間部門を通じる基本

法＋セクトラル方式を提案していた。

　　「我が国において、既に社会一般に広く個人情報の利用が進んでいる

現状にかんがみると、民間部門をも対象とした個人情報保護システムの

整備は喫緊の課題である。

　　しかし、民間における個人情報の利用の形態やその程度は分野によっ

て様々であるので、個別法による公的関与や民間における自主規制など、

個別分野ごとの利用の特性に応じた保護を図っていく手法の利点を十分

生かしていくことが不可欠である。

　　また、個人情報利用の分野の拡大及び高度化など今後起こり得る様々

な状況の変化に的確に対応し得るような全体として柔軟なシステムの構

築を目指す必用もある。

　　したがって、我が国の個人情報保護システムの在り方としては、まず、

官民を通じた基本原則の確立を図ることとし、あわせて保護の必要性が

高い分野については個別法の整備を図るとともに、民間における業界や

事業者等の自主規制等の自主的な取組みを促進し、これらを全体として

組み合わせて最適なシステムとして構築することを基本とすることが適

当である。

　　このような観点から、我が国の個人情報保護システムの中核となる基

本原則等を確立するため、全分野を包括する『基本法』を制定すること

が必用である。」中間報告より抜粋。
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  　これに対し、法制化専門委員会大綱及びこれを基に作成された第一次

政府案においては、公的部門と民間部門の両方をカバーする基本法制と

なる「個人情報の保護に関する法律案」を考え、「個人情報の保護に関す

る法律案」における基本原則部分については、公的部門と民間部門に共

通だが、同時に、民間部門についてはセグメント方式的な規制規定を設

けるという形式をとった。また、公的部門についてもセグメント方式的

に「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律案」及び「独立行

政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律案」の制定が示された。

                                                                             

《基本原則の確立》

全分野を包括する基本法

公
的
分
野

信
用
情
報
分
野

医
療
情
報
分
野

電
気
通
信
分
野

《保護の必要性の高い分野についての個別法の整備制》

など。。。

※中間報告の提示したイメージ

又は《業界の自主ルールの制定》

※大綱及び第一次政府案のイメージ

公
的
部
門
の
規
制

全分野対象の基本原則

民
間
部
門
の
規
制

《個人情報の保護に関する法律案》

《行政機関の保有する個人情報の保護に
関する法律案》

《独立行政法人等の保有する個人情報の
保護に関する法律案》

※分野ごとの個別法の制定が排除されるわけではない。
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　　第 156 回国会における第二次政府案は、第一次政府案における「基本原

則」が削除された。ちなみに、野党案も同様の構造となっている。

      　　　　　　　　　

　　　　　　　

3.1.2　主な国会質疑

〈第一次政府案に対する質疑〉
（第 155 回国会・H14.12.4　衆・内閣委員会）

○枝野幸男君（民主）　……まず何よりもこの法律が違和感を感じますのは、第二

章の基本原則と第五章に主に書いてあります個人情報取扱事業者に対する規制の規

定とが一つの法律の中に併存しているということであります。

　本来、基本原則というものは、それはもちろん行政機関も含めて、どなたであっ

ても守るべき基本原則があって、そのもとで、例えば民間だからこういう特徴の規

制をしよう、行政機関だからこれだけより厳しくしようというような仕分けがなさ

れていく、あるいは、場合によっては、その民間の中でも事業の業種などによって

規制の仕方を変えていこう。まず、いずれにしても基本原則というものは、行政機

関の個人情報の保護、民間に対する個人情報の保護、全体を覆うべき基本原則であ

るはずであって、この法律案の第二章でもそういうふうに規定されているわけであ

ります。

　ところが、行政にもかかわるべき基本原則が主に民間に対する規制を規定してい

る条文と一緒くたになって一つの法律案になっているから、じゃ、規制を受ける事

業者としては、結局、具体的な法律の規制法部分の適用に当たってこの基本原則部

分がどの程度影響力を持ってかぶってくるのか、あるいは、規制法部分について適

用除外がされていても基本原則は適用される、一方でこちらには、適用除外はされ

ているけれども規制法が結びついている。こういう中では、受けとめる事業者とし

ては、基本原則部分のところを読んで、それによる萎縮効果が生じざるを得ない。

まずは、この基本原則と事業者に対する規制の部分とを二つに分けるべきである、

別々の法律にするべきであるというふうに私どもは思っています。……

○細田博之国務大臣　この問題は、いろいろ有識者も入れながら御意見を伺いなが

《行政機関の保有する個人情報の保護に
関する法律案》
《独立行政法人等の保有する個人情報の
保護に関する法律案》

公
的
部
門
の
規
制

民
間
部
門
の
規
制

基本理念等

《個人情報の保護に関する法律案》

※第二次政府案のイメージ

※分野ごとの個別法の制定が排除されるわけではない。
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ら、どういう法体系で検討したらいいかという御議論をいただいたわけでございま

すけれども、確かに枝野議員がおっしゃいますように、この法律は一種の二階建て

のような形をしておって、どちらを一階と言うかわかりませんが、基本原則につい

ては、いわゆる官の部分も含めてカバーするような個人情報の保護に関する基本規

定といいますか考え方を置いてあり、それがおっしゃいましたような基本原則でご

ざいますが、それに加えまして、今まで法律的に未整備であった部分、民間の部分

については、より詳細に規定が行われておるということでございます。

　しかしながら、この立法は、全体として個人情報保護に関しまして民間分野、公

的分野、その他個別分野に体系的な制度を整備しようという非常に意欲的な取り組

みで法制ができておりますために、ちょっとそのような違和感を覚えられるような

ことがあるかとは思いますが、私どもとしましては、総論部分においても、あるい

は個別の各論部分、民間における各論部分においても、特にどこの部分で過剰な規

制があるというふうには考えておりません。これは一つの立法の考え方であると思

って提出した次第でございます。

○枝野委員　……一点だけ、今の御答弁、当然納得できませんが、指摘しておきた

いんですが、意欲的、体系的に全体像のような形で基本原則も民間もとおっしゃる

のでしたら、民間に対する法規制の部分を行政機関にも全部当てはめて、行政、民

間問わず規制部分全部ぶち込んで、そのほかに特別法として、行政だからこれだけ

より厳しくなりますというのが別法で出てくる。これならまだ、基本原則と規制部

分が一緒にくっついていても、それなりの説得力はあるかもしれない。でも、民間

だけは基本原則とくっつけて一体法にして、意欲的にやりましたと。行政は全然別

の方で、部分的にはこの民間に対する規制よりもさらに緩やかだったりする、わけ

のわからない、バランスのとれない法案を出してきている。

　これが今回の個人情報保護法制の整備に当たって混乱を呼んでいるまずは出発点

であり、最初のボタンのかけ違いがありますから、今後申し上げる部分のところで

もいろいろと問題が出てきている。まずは、この基本法部分を切り離すというとこ

ろを最低限しなければならないということを重ねて指摘しておきたいと思います。

……

〈第二次政府案に対する質疑〉
（第 156 回国会・H15.4.17　衆・個人情報の保護に関する特別委員会）

○平岡秀夫君（民主）　……いわゆる個人信用情報、これについて個別立法の必要

性をどのように認識しておられるのか。そして、その検討状況というのはどのよう

になっているのかということについてお聞かせいただきたいと思います。

○竹中平蔵国務大臣　今、ここで御審議をいただいている個人情報保護法は、基本

法、いわゆるアンブレラに相当するものであって、そのアンブレラのもとにぶら下

がる個別の法律体系をどのようにつくっていくかということは、これはすべての省

庁、すべての大臣にとって大変重要な問題であるというふうに認識をしております。

　金融分野においては、業態を問わず、個人、金融仲介機関とのかかわりにおいて、

個人情報の取り扱いが重要な論点となるというふうに認識しておりますので、これ

までも、個人情報の保護に関する法律案に加えて、追加的な措置が必要かどうか、

その必要性等について金融審議会等で議論をいただいてきたところでございます。

　今後も、この個人情報保護法案の審議状況を勘案しながら、個人信用情報の保護

等については何らかの立法措置が必要か否かも含めて、金融分野における個人情報

の取り扱いについて検討してまいりたい、金融審議会等々でこういう議論がこれま

でも行われておりますので、そうした中でしっかりと議論を煮詰めていきたいとい
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うふうに思っているところでございます。

3.2　自己情報コントロール権を明記することについて

3.2.1　目的規定の比較対照

第二次政府案

（第 156 回国会閣法 71 号）

第一次政府案

（第 151 回国会閣法 90 号）

野党案

（第 156 回国会衆法 10 号）

　（目的）

第 1 条　この法律は、高度

情報通信社会の進展に伴

い個人情報の利用が著し

く拡大していることにか

んがみ、個人情報の適正

な取扱いに関し、基本理

念及び政府による基本方

針の作成その他の個人情

報の保護に関する施策の

基本となる事項を定め、

国及び地方公共団体の責

務等を明らかにするとと

もに、個人情報を取り扱

う事業者の遵守すべき義

務等を定めることによ

り、個人情報の有用性に

配慮しつつ、個人の権利

利益を保護することを目

的とする。

　（目的）

第 1 条　この法律は、高度

情報通信社会の進展に伴

い個人情報の利用が著し

く拡大していることにか

んがみ、個人情報の適正

な取扱いに関し、基本原

則及び政府による基本方

針の作成その他の個人情

報の保護に関する施策の

基本となる事項を定め、

国及び地方公共団体の責

務等を明らかにするとと

もに、個人情報を取り扱

う事業者の遵守すべき義

務等を定めることによ

り、個人情報の有用性に

配慮しつつ、個人の権利

利益を保護することを目

的とする。

　（目的）

第 1 条　この法律は、高度

情報通信社会の進展に伴

い個人情報の利用が著し

く拡大していることにか

んがみ、表現の自由を尊

重しつつ、個人情報の適

正な取扱いに関し、基本

理念及び政府による基本

方針の作成その他の個人

情報の保護に関する施策

の基本となる事項を定

め、並びに国及び地方公

共団体の責務等を明らか

にするとともに、個人情

報を取り扱う事業者の遵

守すべき義務等を定め、

及び個人情報保護委員会

を設置することにより、

個人情報の有用性に配慮

しつつ、個人情報の取得、

利用、第三者に対する提

供等に関し本人が関与す

ることその他の個人の権

利利益を保護することを

目的とする。

※　下線部分が第一次政府案と第二次政府案の相違部分、波線部分が野党案と第二次

政府案の相違部分である。野党案の「個人情報の取得、利用、第三者に対する提供

等に関し本人が関与すること」の部分が自己情報コントロール権を意味すると説明

されている。

3.2.2　主な国会質疑
（第 156 回国会・H15.4.14　衆・個人情報の保護に関する特別委員会）

○松下忠洋委員（自民）　……野党案におきましては、自己情報コントロール権と称

しまして、目的規定に規定するとしておりますけれども、この自己情報コントロール

権につきましては、総理は、先日の本会議におきまして、内容、範囲及び法的性格に

関しさまざまな見解があり、明確な概念として定着していないと答弁されております。

　諸外国の法制で自己情報コントロール権を明記している例があるのかないのか、把

握している範囲で、簡潔に答弁をお願いいたします。

○藤井昭夫政府参考人（内閣官房内閣審議官）　お答えいたします。
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　諸外国の法制における自己情報コントロール権の条文の有無についてでございます

が、立案当局といたしましては、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス等主要諸国

について調査しているところでございますが、条文上、自己情報コントロール権とい

う文字を規定している例はございません。

○松下委員　自己情報コントロール権というのがどういうことなのかということも含

めて、国民に少しわかりやすいように御説明いただきたいと思います。簡潔に、わか

りやすくお願いいたします。

○藤井政府参考人　自己情報コントロール権という考え方自体、まだ学説上で今いろ

いろ検討されているところでございますので、簡単に御説明ということはなかなか難

しいのでございますが、私が知っている限りにおいては、一つは、ドイツにおきまし

て、自己を表現するような権利、そういったものは人格権で認められるべきだという

ようなことから、自己決定権という考え方が生まれております。それからまた、アメ

リカの方でも、いろいろの判例、これまでのプライバシー侵害についての判例を分析

された学者の方々が、従来のような消極的に公権力からの自由、そういった観点から

の救済だけでは足りないので、もっと積極的な権利としてプライバシーの権利を認め

るという物の考え方が出てきているということでございます。

　そういったいろいろな考え方が日本でも紹介されて、我が国の学者の方もいろいろ

な考え方をお示しになっておられるのですが、なかなか共通項は難しいのでございま

すけれども、平たく言えば、自分の情報については自分が一定程度関与できるという

ようなこと、それも、根っこといたしましてはやはり憲法上の、13 条に見られますよ

うな人格権、そういったものに由来する重要な権利というようなことかと思います。

ただ、本当のところ、学説ではいろいろな考え方がありますし、消極説もあるという

状況でございますので、そういうところでございます。

○松下委員　私たち自民党は、このような学説上も不明確な概念を安易に導入して法

案の文章として明記することは、報道、表現の自由を侵害するおそれがあると考えて

おります。

　そこで、細田大臣にお尋ねいたしますけれども、自己情報コントロール権を法案に

明記することの問題点について御説明いただきたい。お願いします。

○細田博之国務大臣　自己情報という場合には、自分のさまざまな、日常の生活とか

過去のいろいろな経緯、出生から、その後結婚したり住所を定めたり、財産を取得し

たり病気にかかったり、ありとあらゆる自己情報というのがありまして、それについ

ては他人に知られたくないという要素もたくさんございます。一体、自分が自己情報

というものについてどういうふうな考え方を持つのかということについては非常に複

雑な態様があり得ると思います。

　その中で、およそ自己に関連する情報であればすべて開示、訂正、利用停止、第三

者提供に当たりましてアプリオリに権利として認めるということになると、例えば報

道が行われる場合、それが非常に自分の個人の情報にかかわる場合に、それはすべて

権利だから差しとめるとか何らかの制約を加えるということになりますと、やはり報

道の自由との調整原理というものにも触れるのではないかなという気もいたします。

　他方、野党案のように、「目的」の中に書き込んでいれば足りるというものでもなく、

私ども政府としては、個人の権利利益を保護する観点から、事業者による個人情報の

取り扱いに対する本人の関与を重要な仕組みと位置づけて、開示、訂正、利用停止、

第三者提供に当たっての幅広い本人同意などについて明確に規定しておりまして、そ

れで足りるのではないか、こういうふうに考えておる次第でございます。

（第 156 回国会・H15.4.15　衆・個人情報の保護に関する特別委員会）
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○桝屋敬悟委員（公明）　……プライバシー、まず本人関与、自己情報コントロール

権でありますが、私も何とか法文の中で明記できないか悩んできた一人でございます。

そういう意味で、野党の皆さんのお取り組みも理解をするわけでありますが、ただ、

残念ながら、自己情報コントロール権あるいは本人関与ということについて、自己情

報コントロール権ということについてもう何十年と議論をしてきているわけでありま

すが、やはりその概念が不明確である、学説上やはりなかなか定着をしていない、こ

ういうことがある中で、政府案は、きのうも議論しましたが、開示あるいは訂正請求、

利用停止までの具体的な本人関与の手段を権利として整理しているということであり

まして、何とかぎりぎり、私は、きのうも大臣とはやりましたが、自己情報コントロ

ール権というその実態を整理できたのではないかと思っているわけであります。

　……この自己情報コントロール権、本人関与という規定を入れていただきますと、

取材活動への不当な干渉に道を開きかねないという改めての不安、懸念が示されてい

るわけでありまして、報道の自由との調整ということはなかなか困難な問題だと思い

ますが、野党提案者のお考えをお聞きしたいと思います。

○山内功議員（民主）　……野党案では、具体的には、目的外利用の制限の例外事由

を政府案より縮小したり、利用目的の通知、公表については原則通知にしたりするな

どしておりますが、そうした本人関与を充実させる努力のよって立つ考え方として、

自己情報コントロール権の基本的な考え方、すなわち、自己情報への本人関与の重要

性を第一条の目的規定に頭出ししたものでございます。野党案は、自己情報コントロ

ール権について、その要件効果が学説においてもなお検討過程にあることでございま

すので、確定的なものとしては明記はしていないものの、その基本的考え方を十分に

反映させた画期的なものであると自負もしております。

　自己情報コントロール権は確かに表現の自由と緊張関係にあることは、事実であろ

うと思います。しかし、だからこそ第一条で、政府案にはございませんが、第一条の

中に野党案では「表現の自由を尊重しつつ、」と規定をしておりますし、具体的には、

野党案の 65 条で適用除外の範囲を広くとることなどにより、政府案より格段に表現の

自由は尊重されたものとなっていると考えております。

3.3　基本原則について

3.3.1　問題の所在

　　第一次政府案においては、第二章において「基本原則」に係る規定が

置かれていた。これは、OECD8 原則を条文化したものと説明されている。

具体的義務規定が 55 条において適用除外されているのに対し、基本原則

には適用除外がない（すなわち、報道機関等にも基本原則が適用される

こととなる。）こと、それにより、報道機関の報道等に萎縮効果が生じる

のではないか等が主な争点となった。第二次政府案においては、基本原

則に係る規定が削除された。
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○基本原則規定とＯＥＣＤ８原則の対照

第一次政府案における基本原則規定 ＯＥＣＤ８原則

個人情報が個人の人格尊重の理念の下に
慎重に取り扱われるべきものであること
にかんがみ、個人情報を取り扱う者は、以
下の基本原則にのっとり、個人情報の適正
な取扱いに努めなければならない。（3条）

責任の原則（管理者は諸原則実施の責任を
有する）

利用目的による制限（4 条）
個人情報は、その利用の目的が明確にさ
れるとともに、当該目的の達成に必用な
範囲内で取り扱われなければならない。

目的明確化の原則（収集目的を明確にし、
データ利用は収集目的に合致するべき）
利用制限の原則（データ主体の同意がある
場合、法律の規定による場合以外は目的以
外に利用使用してはならない）

適正な取得（5 条）
個人情報は、適法かつ適正な方法で取得
されなければならない。

収集制限の原則（適法・公正な手段により、
かつ情報主体に通知又は同意を得て収集
されるべき）

正確性の確保（6 条）
個人情報は、その利用の目的の達成に必
用な範囲内で正確かつ最新の内容に保
たれなければならない。

データ内容の原則（利用目的に沿ったもの
で、かつ、正確、完全、最新であるべき）

安全性の確保（7 条）
個人情報の取扱いに当たっては、漏え
い、滅失又はき損の防止その他の安全管
理のために必用かつ適切な措置が講じ
られるよう配慮されなければならない。

安全保護の原則（合理的安全保護措置によ
り、紛失・破壊・使用・修正・開示等から
保護するべき）

透明性の確保（8 条）
個人情報の取扱いに当たっては、本人が
適切に関与し得るよう配慮されなけれ
ばならない。

公開の原則（データ収集の実施方針等を公
開し、データの存在、利用目的、管理者等
を明示するべき）
個人参加の原則（自己に関するデータの所
在及び内容を確認させ、又は異議申立を保
障するべき）

3.3.2　主な国会質疑

〈第一次政府案に対する質疑〉
（第 155 回国会・H14.5.22　衆・内閣委員会）

○後藤斎委員（民主）　逆に、審議の中で、冒頭官房長官にもお尋ねしましたが、

官が絶対である、メディアの報道や取材の自由はできるだけ排除をしようという意

思というのはなかったんですか。

○藤井昭夫政府参考人（内閣官房内閣審議官）　……第二章の基本原則のメディア

等に対する適用問題についても、これも法制化専門委員会で相当御論議いただいた

んですが、結論的には、基本原則というのはそもそも各人、万人がみずから努力す

る義務である、しかも公権力による関与とか罰則も一切ないということで、こうい

った努力をしていただくということ自体、メディアに不当な報道規制になるという

おそれはないということで、基本原則からの適用除外というのはされていないとい
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うことでございます。

（第 155 回国会・H14.12.4　衆・内閣委員会）
○枝野幸男委員（民主）　……次に、この基本原則、先ほどお話もしましたとおり、

規制法部分については報道などに配慮した一定の適用除外がありますが、この基本

原則についてはいわゆる適用除外は全くありません。それは、基本原則なんだから

みんな考えてください、それは報道機関だろうと何だろうと別に規制をするわけで

はないんだからいいんじゃないかというお考えなのかもしれませんが、先ほど申し

ましたとおり、それは、報道機関あるいは報道機関から取材を受ける側、みんな人

の子ですから、法律に書いてある、ちょっと遠慮しなきゃいけないんじゃないだろ

うか、いろいろ考えなきゃいけないんじゃないだろうかというような萎縮的効果は

どうしても出てきてしまう。

　報道機関には、例えば、紙媒体だけではなくて、国が免許を持っている報道機関

などもありますから、この間、どこかの委員会で報道機関を呼んで、報道した中身

について批判をするような審議がなされていたと聞いて私は唖然としたんですけれ

ども、そういった免許を握られている報道機関にとっては、ますますその萎縮的な

効果は大きいだろうというふうに思います。

　これはそもそも、確かに、先ほど申しましたとおり、基本的人権とも言える自己

情報コントロール権を守る、そのためには、皆さん、こういう基本原則を守ってく

ださい、それは当然だけれども、同時にそれが、表現の自由という、これまた大変

重要な人権と矛盾、衝突する場合にはどうするのかということについては全く配慮

がなされていないから、そういう萎縮的な効果が心配をされる。

　やはり、表現の自由というのは、たとえ他の分野のところで、例えば政治、行政

の失敗があったとしても、表現の自由が守られているからそれを訂正、改善する余

地が残るという、人権の中でも最も重要な人権でありますから、個人情報の自己情

報コントロール権と表現の自由とが衝突する場合は表現の自由を優先させるという

のは、基本的な原則として当然のことである。そういった思想をきちんとこの基本

原則のところに置いておいて、表現活動、報道活動に対する萎縮効果が働かないよ

うにするということは不可欠であると思いますが、いかがでしょうか。

○細田博之国務大臣　……この基本原則に書かれたことは、全く法的規制効果を持

っておるものではありません。我が国のすべての法律について言えることでござい

ますが、規制が法的にかかっていないものはすべて自由であるという原則によって

我が法治国家は運営されているとは思っております。

　そういった中で、しかし、こういう規定があると、何かあるのではないか、法律

に基づかないようなある種の勢いや傾向が出て、それを根拠に何か新たな行為が出

るのではないかという御心配をいただきますと、これは、法の本来の目的から相当

離れて、法律論というよりは法社会学的な側面ではないかと思うわけでございまし

て、しかし、そういうことが社会的に存在する、あるいは歴史的にも存在してきた

ということもあるわけでございますから、そういったことは、また国会における御

議論もいただきながら、適正なあり方で考えることが適当ではないかと思っており

ます。

（第 155 回国会・H14.12.4　衆・内閣委員会）
○細野豪志委員（民主）　……基本原則のところですが、先ほどこれは法規範性が

ないというようなことをおっしゃった。……この法規範性はないというような趣旨

のことをおっしゃいましたけれども、私、いろいろな方と話をしていまして、どう
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しても出てくるのが、これは本当に裁判に持っていかれたときに、この基本原則の

部分が趣旨として反映されて裁判規範性が出てくるんじゃないか、これは皆さん共

通して心配しているんです。

　過去の委員会でも何度かこのお話出ましたけれども、この部分に関して明確な答

弁はいただいていないんですね。これが裁判規範性を持つ場合、適正な取得でない

かどうかということがメディアにおいて判断の材料となる可能性がある。これは絶

対ないと大臣答弁できるんですか。この部分、非常に重要だと思いますよ。お答え

ください。

○細田博之国務大臣　法文上はそのようなことはないと理解しておりますけれども、

今出ている御議論あるいは細野議員の御議論は、こういった規定をベースに、例え

ば民事等において非常に実質的に大きな影響を与えるという社会基盤が日本にはあ

るのではないかと言われれば、私はそういう可能性を一〇〇％否定するものではあ

りません。

　しかし、日本は法律上決められた規定によりまして権利義務の創設あるいは規制

を行っている法治国家でございますので、基本原則からいえばそのようなおそれは

ないと思っておりますが、ただ、そこで政治的、社会的な影響、心理的な影響、あ

るいは裁判への影響ということを御心配になる方も多いことは認識しております。

○細野委員　私が聞いているのは、社会的な影響とかということではなくて、その

中の裁判規範性があるのかどうか、裁判でこの部分が引用される可能性がないと大

臣が断言されるんですかということを聞いているんです。

○細田国務大臣　まず、基本原則の努力義務違反をもって裁判所に訴えることは困

難であると考えますが、プライバシー保護を理由として民法上の損害賠償請求訴訟

等が裁判所に提起されている場合、その違法性の判断要素の一つとして基本原則が

活用されるという考え方はあると思います。

　しかしながら、取材、報道活動についていえば、法目的において個人情報の有用

性への配慮と個人の権利利益の保護という利用と保護のバランスを明確にしている

ところであり、基本原則の解釈に当たりまして、報道の重要性、公共性、取材の困

難度、本人の権利利益保護の必要性等を考慮すべきことを求めているところであり

ます。したがって、基本原則が違法性の判断要素とされたとしても、判例の考え方

であるケース・バイ・ケースの利益衡量という基本的姿勢を変えることはないと考

えております。

○細野委員　……ただ、大臣、前半で非常に重要な答弁をされましたね。この法律

の基本原則の部分が裁判規範性を持つ可能性がある。これ自体で訴訟を起こすこと

はできないにしても、これは裁判規範性を持つ可能性があるという部分に関して、

大臣、否定できないということでよろしいんですね。この部分だけ答弁ください。

○細田国務大臣　民法上の損害賠償請求訴訟等が裁判所に提起されている場合、そ

の違法性の判断要素の一つとして基本原則が活用されるとの考え方はあるのではな

いかと思っております。

3.4　センシティブ情報の収集制限について

3.4.1　問題の所在

　  佐藤幸治に代表される有力な学説は、プライバシーに係る情報を「プラ

イバシー固有情報」（その人の道徳的自律の存在にかかわる情報。いわゆ

る「センシティブ情報」）と「プライバシー外延情報」（個人の道徳的自律
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の存在に直接かかわらない外的事項に関する個別的情報）に分類し、それ

ぞれについてプライバシー侵害の態様が異なるとする（芦部信喜も基本的

にこれを支持。本資料 30 頁の図参照）。

　　ただ、芦部は、この考え方について、①センシティブ情報の範囲が明確

を欠くのではないか、②センシティブ情報と外延情報のそれぞれの情報の

侵害につき争いが生起した場合の違憲審査の相違が不明確であること、の

二点について問題を提起した。

　　個人情報保護法案においても、「センシティブ情報」をどのように位置

づけるのかについて議論が行われた。

3.4.2　センシティブ情報に係る規定の比較対照

○個人情報の保護に関する法律案関係

第二次政府案

（第 156 回国会閣法 71 号）

第一次政府案

（第 151 回国会閣法 90 号）

野党案

（第 156 回国会衆法 10 号）

　（基本理念）
第 3 条　個人情報は、個人
の人格尊重の理念の下に
慎重に取り扱われるべき
ものであることにかんが
み、その適正な取扱いが
図られなければならな
い。

　（基本理念）
第 3 条　個人情報が個人の
人格尊重の理念の下に慎
重に取り扱われるべきも
のであることにかんが
み、個人情報を取り扱う
者は、次条から第 8 条ま
でに規定する基本原則に
のっとり、個人情報の適
正な取扱いに努めなけれ
ばならない。

　（基本理念）
第 3 条　個人情報は、個人
の人格尊重の理念の下に
慎重に取り扱われるべき
ものであることにかんが
み、その適正な取扱いが
図られなければならな
い。

２　思想及び信条、信心の
状況、経歴等に関する個
人情報であって、一般に
公表されることを欲しな
いとされるもの及び差別
の原因となるおそれのあ
る個人情報は、特に慎重
な取扱いが図られなけれ
ばならない。

　（特に慎重な取扱いを要
する個人情報）

第15条　個人情報取扱事業
者は、あらかじめ本人の
同意を得ないで、次に掲
げる事項を含む個人情報
（公知であるものを除
く。）を取り扱ってはなら
ない。
一　思想及び信条に関す
る事項

二　医療に関する事項
三　福祉に係る給付に関
する事項



96

四　犯罪の経歴に関する
事項

五　人種、民族、社会的
身分、門地並びに出生
地及び本籍地

２　前項の規定は、次に掲
げる場合については、適
用しない。
一　法令に基づく場合
二　人の生命又は身体の
保護のために必要があ
る場合であって、本人
の同意を得ることが困
難であるとき。

三　法令上の義務の履行
のために必要な場合そ
の他これに準ずる正当
な理由がある場合

○行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律案関係

第二次政府案

（第 156 回国会閣法 72 号）

第一次政府案

（第 156 回国会閣法 70 号）

野党案

（第 156 回国会衆法 11 号）

 （特に慎重な取扱いを要
する個人情報）

第 3 条　行政機関の長は、
あらかじめ本人の同意を
得ないで、次に掲げる事
項を含む個人情報（公知
であるものを除く。）を取
り扱ってはならない。
一　思想およっび信条に
関する事項

二　医療に関する事項
三　福祉に係る給付に関
する事項

四　犯罪の経歴に関する
事項

五　人種、民族、社会的
身分、門地並びに出生
地及び本籍地

２　前項の規定は、次に掲
げる場合については、適
用しない。
一　法令に基づく場合
二　人の生命又は身体の
保護のために必用があ
る場合であって、本人
の同意を得ることが困
難であるとき。

三　法令上の義務の履行
のために必用な場合そ
の他これに準ずる正当
な理由がある場合
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３　行政機関の長は、前項
第二号又は第三号の規定
に基づき、個人情報を取
り扱おうとするときは、
情報公開・個人情報保護
審査会（行政機関の長が
会計検査院長である場合
にあっては、別に法律で
定める審査会。以下同
じ。）の意見を聴かなけれ
ばならない。ただし、緊
急を要する場合で、情報
公開・個人情報保護審査
会の意見を聴くいとまが
ないときは、当該手続を
経ないで個人情報を取り
扱うことができる。

４　行政機関の長は、前項
ただし書の規定に基づ
き、個人情報を取り扱っ
たときは、情報公開・個
人情報保護審査会にその
旨を報告しなければなら
ない。

５　行政機関の長は、第二
項第二号又は第三号の規
定に基づき、個人情報を
取り扱ったときは、政令
で定めるところにより、
当該個人情報の概要、当
該個人情報の取扱いの理
由その他政令で定める事
項を記録しておかなけれ
ばならない。

3.4.3　主な国会質疑

（第 156 回国会・H15.4.14　衆・個人情報の保護に関する特別委員会）

○桝屋啓悟委員（公明）　……それからもう一つは、センシティブ情報なんですが、

これも野党案では、第三条の「基本理念」の中に慎重な取り扱いを改めて明記し、

さらに第四章の中で、本人の同意なしでの取り扱いを禁止するという規定を置いて

おられるわけであります。

　実は、ここも私は悩んできました。当初、アメリカ型、ヨーロッパ型、随分研究

をしながら、ＥＵ指令等を見ますと、その中には特別な慎重に取り扱うべき情報と

して整理してあるわけでありますから、そういう参考資料等も見ながら、ここはや

はりセンシティブな情報というその概念はあるんじゃないかということもずっと考

えてきた一人であります。

　ただ、いろいろ考えましたけれども、すべての情報というのは、結局、すべてセ

ンシティブな情報になり得るという可能性を持っているわけでありまして、野党案

が幾つかのジャンルを書かれていますが、こういうように限定列挙することの困難

性というものを実際に感じているわけであります。

　これは両者にぜひ伺いたいところであります
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○細田博之国務大臣　個人にとりまして、センシティブな情報というのはさまざま

な態様もあると思います。先祖からあるかもしれません。人間が、生まれて、育っ

て、どういう教育を受けて、どういう経歴を経て、どういう財産を持って、どうい

う病気をして、親族がどういう状態になって、今日その人があるのか。あるいは、

その後の子供たちや家族や知り合いや、そういったことも含めて、個人にとっては、

自分の生涯であり、また由来であり、しかも、その中には人に知られたくない情報

は幾らでもあるわけでございます。それを特別に、例えば思想、信条とか、医療だ

福祉だ犯罪経歴だというふうに列挙した瞬間に、まだまだあるぞということになり

まして、同じように、個人にとりましてはセンシティブな情報もたくさんあります

ね。

　したがって、野党案も、見ますと、最後に、いろいろ、「法令上の義務の履行のた

めに必要な場合その他これに準ずる正当な理由がある場合」というものについては

云々というような規定を置いたりしまして、結局、除外をしようじゃないか。「特に

慎重な取扱いを要する個人情報」として列挙はしていますが、完全な分類が非常に

難しいわけです。

　したがいまして、どちらかというと、こういう問題は結局使われ方次第でござい

ますので、その使われ方等においてどのように対処するかという、考え方、手続等

をはっきりと定める政府案の個人情報保護法案のあり方が、最も公平かつ公正、客

観的で、かついろいろな場合に対応できる案ではないかな、今のところ、一番、最

大限出し得る知恵はこの程度ではないかなと思うわけでございますが、桝屋議員の

思いは我々も同じでございまして、できるだけ今後の例の積み重ねをしていく必要

がある。これも、ＩＴ時代が始まって、さまざまな、大量の情報漏れがあったり、

いろいろな問題が発生する事態が出てきておるところでございますので、今後の問

題かと思っております。

（第 156 回国会・H15.4.16　衆・個人情報の保護に関する特別委員会）

○黄川田徹委員（自由）　それでは次に、行政機関の個人情報保護法について具体

的にお尋ねいたしたいと思います。

　これもさまざま議論されておるところでありますけれども、今回野党四党が提出

いたしました対案の大きなポイントとして、思想、信条といったいわゆるセンシテ

ィブ情報の取り扱いを原則として禁止する条項を入れたところであります。私の地

元の岩手県の個人情報保護条例第 4 条でも、思想あるいは信条といったいわゆるセ

ンシティブ情報に関する規定を盛り込んでおります。

　ところが、政府案では、これに関する規定がございません。そこで、本政府案で

も、地方公共団体の条例のようにセンシティブ情報に関する規定を設けるべきでは

ないかと私は考えておりますけれども、総務大臣の見解はいかがでしょうか。

○片山虎之助国務大臣　……そこで、今のセンシティブ情報なんですが、これは何

度も当委員会でも議論されましたが、中身がなかなか固まらないですね。何がセン

シティブか、これは人によって違う、状況によって違う。例えば、公職選挙法によ

れば、立候補の届け出には本籍を書いてもらわなければ困るんですよ。これは立候

補の資格があるかどうか調べるわけですからね。ところが、就職のときに本籍を書

くというのは、これは場合によっては就職差別になるという議論もあるので。

　そこで、このセンシティブ情報ということを、色分けするんじゃなくて、全体の

情報について厳重に取り扱う、妙な利用はしない、こういうことが基本ではないか

という考え方でございまして、こういうものも、やはりこれからいろいろな過程を

経てセンシティブ情報というものが固まってくれば、それが認知されるようになれ
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ば、それは大いに検討する必要はあると私は個人的には思いますけれども、今の段

階では、今の法制の方がベターではないかと思っております。

○黄川田委員　では、大臣に重ねてお尋ねいたしますけれども、地方公共団体の条

例にセンシティブ情報に関する規定が盛り込まれておるということについては、ど

のように評価いたしますか。

○片山国務大臣　それぞれの地方自治体の状況に応じて皆さんで議論して決められ

ているわけですから、それはそれでいいと私は思いますし、運用もしっかりやって

もらえばいい、こういうふうに考えております。

　また、それが大変いいものであれば、我々としても、今後いろいろ検討する一つ

の資料にさせてもらえるということはあると思います。

3.5　適用除外について

3.5.1　問題の所在

  第一次政府案においては、次のような考えに基づき、適用除外規定が設

けられていた（55 条）。

○個人情報保護基本法制に関する大綱（抜粋）

(1)適用除外について

　ア　報道分野等との調整について

　個人情報は、前記「2　基本原則」のとおり、個人の人格尊重の理念の下に慎重に取

り扱われるべきものである一方、報道分野における個人情報の取扱いは、報道の自由

に密接に関わるものである。

　このため、報道分野における取材活動等に伴う個人情報の取扱いについては、次の

ように措置する必要がある。

　　①「3　個人情報取扱事業者の義務等」の諸規定は適用しないこと。

　　②報道分野においても、「1　目的」、「2　基本原則」の諸規定に基づき、個人情報

　　　が適性に取り扱われるための自主的な取組を行うよう努力すべきこと。

　また、報道分野以外の宗教、学術、政治の分野における個人情報の取扱いの中には、

信仰、学問、政党活動の自由と密接に関係するものがあり得ると考えられ、これらに

ついては、政府の立案過程において、報道分野に準じて適切に調整する必用がある。

　なお、適用除外に関する具体的な規定方法については、政府の立案過程において、

可能な限り範囲を明確に画定する観点からの立法技術上の検討を行う必用がある。

　　しかし、第一次政府案における 55 条については、「適用除外の範囲（特

に報道の範囲）が不明確である」、「フリーのジャーナリストやルポライ

ターなどについて適用が除外されない可能性がある」などの点が指摘さ

れ、第二次政府案における適用除外規定は、下表のように修正され（第

50 条第 1 項）、さらに「報道」の定義が新たに設けられた（同条第 2項）。
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　　これに対して野党案は、政府案が「特定の者」が「特定の目的」で個

人情報を取り扱うときに適用除外となるのに対し、「個人情報取扱事業

者」が「特定の目的」で個人情報を取り扱うときに適用除外となるとい

う構成をとっている（65 条）。

　　適用除外規定に係る主な議論は、3.5.2 を参照されたい。

第二次政府案

（第 156 回国会閣法 71 号）

第一次政府案

（第 151 回国会閣法 90 号）

野党案

（第 156 回国会衆法 10 号）

　（適用除外）
第 50 条　個人情報取扱事業
者のうち次の各号に掲げ
る者については、その個人
情報を取り扱う目的の全
部又は一部がそれぞれ当
該各号に該当する目的で
あるときは、前章の規定
は、適用しない。

一　放送機関、新聞社、通
信社その他の報道機関
（報道を業として行う
個人を含む。）　報道の
用に供する目的

二　著述を業として行う
者　著述のように供す
る目的

三　大学その他の学術研
究を目的とする機関若
しくは団体又はそれら
に属する者　学術研究
の用に供する目的

四　宗教団体　宗教活動
（これに付随する活動
を含む。）の用に供する
目的

五　政治団体　政治活動
（これに付随する活動
を含む。）の用に供する

　（適用除外）
第 55 条　個人情報取扱事業

者のうち次の各号に掲げ
る者については、前章の規
定は適用しない。ただし、
次の各号に掲げる者が、専
ら当該各号に掲げる目的
以外の目的で個人情報を
取り扱う場合は、この限り
でない。
一　放送機関、新聞社、通
信社その他の報道機関
報道の用に供する目的

二　大学その他の学術研
究を目的とする機関若
しくは団体又はそれら
に属する者　学術研究
の用に供する目的

三　宗教団体　宗教活動
（これに付随する活動
を含む。）の今日に供す
る目的

四　政治団体　政治活動
（これに付随する活動
を含む。）の用に供する

　（適用除外）
第 65 条　個人情報取扱事業
者が個人情報を取り扱う
場合において、その目的の
全部又は一部が次の各号
に掲げる目的であるとき
は、第四章の規定は、適用
しない。

一　報道の用に供する目
的

二　著述の用に供する目
的

三　前二号に掲げるもの
のほか、不特定かつ多数
の者に対して、情報を発
表し、又は伝達する活動
（個人情報を記録した
名簿、個人の住宅の所在
を明らかにする地図そ
の他これらに類する個
人情報データベース等
であって政令で定める
ものを発表し、又は伝達
する活動を除く。）の用
に供する目的

四　学術研究の用に供す
る目的

五　宗教活動（これに付随
する活動を含む。）の用
に供する目的

六　政治活動（これに付随
する活動を含む。）の用
に供する目的
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目的
２　前項第一号に規定する
「報道」とは、不特定かつ
多数の者に対して客観的
事実を事実として知らせ
ること（これに基づいて意
見又は見解を述べること
を含む。）をいう。

目的

3.5.2　主な国会質疑

〈第一次政府案に対する質疑〉
（第 155 会国会・H14.5.22　衆・内閣委員会）

○漆原良夫委員（公明）　たくさん指摘されておる中で、義務規定の適用が除外さ

れる報道機関の中に出版社やフリーのジャーナリストは含まれるのかどうか、いか

がでしょうか。

○藤井昭夫政府参考人（内閣官房内閣審議官）　御質問の件でございますが、出版

社であっても、報道活動を業として行っておると言われるものは当然この五十五条

一項一号の報道機関に含まれる、例示には挙がっていませんが、当然含まれるとい

うふうに理解しております。

　それでは、なぜ出版社を例示に挙げなかったかという点でございますが、これは

出版社の営業形態からいって、主として報道事業をやっておられるというような出

版社はむしろ普通ではなく、いろいろ広範な著作物を販売されているのが通例であ

るということで、出版社をいわば報道機関の典型的な例として例示するということ

はちょっとなじまないということで明記していないということでございます。

　繰り返しになりますが、出版社であっても、報道を業として行っている場合は当

然それは報道機関に含まれるということは明確だと思っております。

○漆原委員　フリーのジャーナリストも報道目的のために活動している場合は当然

含まれるというふうに理解させていただいて次に移りますが、事実に基づく小説を

書く作家の皆さんは報道機関に含まれるのかどうか、お答え願いたいと思います。

○藤井政府参考人　これも小説家、いわゆるノンフィクション作家とかモデル小説

作家とか、細かく分ければジャンルはいろいろあるようでございますが、この法律

から見た場合、問題は、その著作物なるものが報道的目的を持っているかどうか、

含まれているかどうかで決められる。

　ただ、報道目的を持っている場合は当然報道機関の行う報道目的の行為というこ

とになるんですが、では、純粋文芸作品のようなものはどうなるかというと、それ

は、もともとその登場人物が架空の人物ではなくて実在の人物をモデルにしたもの

であったとしても、そのモデル人物というのはいわば創作物であるということで、

そもそも個人情報ではないんではないかというふうに考えているところでございま

す。

　加えて、今申し上げた話は、もともと第五章の個人情報取扱事業者の適用対象と

なる事業者になるか否かということは、その作家の方が、個人データ、個人情報を

いわば相当規模のデータベースとしてその活動に用いられているという前提があり

まして、そういうことがなければ、基本原則上のせいぜい自主的な努力義務の対象

となるにすぎないということでございます。

　あと、いずれにしても、付言させていただきますけれども、政府との関係におい

ては、第四十条で表現の自由については配慮義務が課されているということでござ

いますので、いわば公権力がそういう作家の御活動に関与するということは禁じら
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れているということでございます。

○漆原委員　この点に関して、作家の皆さんは大変心配をしておられるわけですね。

　ＥＵ指令の第九条にこう書いてあります。プライバシー権と表現の自由に関する

準則を調和させる必要がある場合に限り、ジャーナリズム目的または芸術上、文学

上の表現目的のためにのみ行われる個人データの処理について、適用除外を定めな

ければならない、こう規定をされておるわけですね。

　本法案では報道目的だけが適用除外になっておりまして、表現目的は適用除外に

なっていない。今おっしゃった法第四十条で表現の自由については主務大臣に対す

る配慮規定が置かれているだけである。明文における適用除外の場合と配慮規定で

は、法文上も天地、雲泥の差があると私は思っております。

　芸術上、文学上の表現目的を本法案において適用除外にしなかった理由を尋ねた

いと思います。

○藤井政府参考人　芸術上、文学上の表現等を適用除外としなかった理由について

御質問いただきました。

　これはちょっとＥＵ指令との比較ということで御説明させていただきたいのです

が、ＥＵ指令でも、ジャーナリズム目的または芸術、文学上の表現目的のためにの

み行われる個人データの処理について適用除外と考えてもいいというような話にな

っていて、具体的には各国の法制に必要な範囲で任されているわけでございますけ

れども、ドイツの法律なんかを見ても、芸術目的というのは除外されていないわけ

ですが、文学目的といっても、事実上ルポルタージュ的なものだけが除外に限定さ

れているというような状況もございます。

　そういった各国の制度も踏まえつつ、問題は、ちょっとこれも法制的な御説明に

なるのですけれども、もともと著作物等であっても報道に引っかかるものは報道で

適用除外される。それと、実質的に国家公権力の関与というものは配慮義務で排除

されている。

　それから、実は、途中プロセスとしての作家等のいわば取材ファイルは国家公権

力に対しては関与を排除されているのですけれども、いわば当事者間での義務関係

というものは法律上残っておるわけでございます。

　これも、先ほど申し上げましたように、多分事実としてそんなに相当規模の個人

データを有しておられる方はちょっと考えられないのではないかということと、仮

に適用になったとしても、これも何かひっくり返した言い方になるのですけれども、

実は義務規定というのは、当然、冒頭御説明申し上げましたように、そもそも個人

情報の有用性、それの配慮をした上で権利利益保護ということでございますので、

個々の義務規定においても著作者のいわば表現の自由というものは保護される、そ

ういう規定ぶりになっているということで、これはちょっと本当に技術屋的な御説

明で恐縮なんですけれども、今の制度でも、特段、適用除外とするほどの状況も認

められないし、実益もないというところで、今のところは適用除外ということには

していないというところでございます。

（第 155 回国会・H14.10.30　衆・内閣委員会）
○山内功委員（民主）　例えば、前国会で私たちが主張していた中に、簡単なこと

だと思うんですけれども、報道機関の義務規定の「適用除外」のところで「機関」

と書いてあるので、フリーライターやノンフィクション作家など個人が含まれるの

ですかと聞くと、含まれると言われるので、それは「機関」という文字には読み込

むことができないから、個人も含まれると言われるんだったらどうしてそのことを

条文に明記しないのですかと、これは、法律を読むと至極簡単な改正の作業だと思
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うんですけれども、そういう簡単な部分の見直しもされていきますか。

○細田博之国務大臣　報道を行う雑誌等を発行する場合の出版社とか、報道を行う

場合のフリージャーナリストは、いずれも報道機関に該当する、義務規定の適用が

除外されるというふうに解釈をしておりますが、その前に、報道機関あるいは報道

の問題そのもの、表現の自由との関連という非常に大きな問題が今議論をされてお

りますので、その議論の中でまた十分に御議論をいただきたいと思っております。

（第 155 回国会・H14.12.4　衆・内閣委員会）
○河合正智委員（公明）　同じく、細田大臣にお伺いさせていただきます。

　メディアから、さらに、政府案の第五十五条の適用除外の規定につきまして、不

明確であるとの批判が出ております。したがって、公明党といたしましては、報道

の定義、報道目的と他の目的の場合の取り扱い、それから個人ジャーナリストや小

説家の除外について法案に明記すべきと考えておりますが、これらについて明記す

ることにつきまして、大臣はいかがお考えでございましょうか。

○細田博之国務大臣　報道とは、不特定かつ多数の者に対して客観的事実を事実と

して知らせること、または、客観的事実を知らせるとともに、これに基づいて意見

もしくは見解を述べることと解されています。

　報道目的につきましては、報道を一部でも目的としているか否かの事実に基づい

て客観的に判断されるものと考えております。

　個人のジャーナリストにつきましては、報道機関に該当し、義務規定の適用が除

外されます。小説家については、報道を一部でも目的としている場合は、本法で規

定される報道機関に該当し、適用除外となるほか、創作物であります小説などの表

現物は、個人情報に該当せず、本法の対象外と解されます。

　しかしながら、これも先ほども申し上げましたとおり、さまざまな議論が行われ

てきましたので、こういったこと、関係者その他、皆様方に納得のいくような方向

でぜひ御検討もいただきたい、こう思っておるわけでございます。

〈第二次政府案・野党案に対する質疑〉
（第 156 回国会・H15.4.14　衆・個人情報の保護に関する特別委員会）
○松下忠洋委員（自民）　……今回政府から提出されました法案における修正のポ

イント、その趣旨について、細田大臣からの答弁を求めます。

○細田博之国務大臣　……本来、旧法案もメディア規制を内容とするものではござ

いませんし、またその意図も全くなかったわけでございますけれども、こういった

メディアについて法の対象になるのではないか、不安、懸念が払拭されないという

御指摘がございまして、そして審議の結果、昨年の臨時国会会期末に廃案とされた

ところでございます。

　したがいまして、新法案の立案におきましては、昨年十二月に与党から提示され

ました修正要綱も踏まえまして、表現の自由と個人情報の保護の両立を図るとの旧

法案の趣旨を一層明確にすることを基本として修正したものであります。

　やや具体的に申しますと、第一に、旧法案で万人の努力義務として定めておりま

した五つの基本原則を削除いたしました。

　第二に、報道機関等に情報を提供する個人情報取扱事業者につきましても、表現

の自由を妨げることがないように、提出者の主務大臣が関与しないことを明確化し

ております。

　第三に、報道の範囲が恣意的に判断されることがないよう、報道の定義を条文に

明記しております。五十条第二項でございますが。
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　第四に、フリージャーナリスト等の不安、懸念に配慮し、義務規定の適用除外と

なる報道機関に個人も含まれることを明確化しております。

　第五に、著述を業として行う者についても、大量の個人情報を取り扱う可能性が

あるとの認識に立って、これを義務規定の適用除外とすることを明記しております。

　これらの修正によりまして、旧法案に関連いたしましてさまざまな不安、懸念が

提起されたわけでございますが、これらの不安、懸念は解消されたものと考えてお

ります。

（第 156 回国会 H15.4.15　衆・個人情報の保護に関する特別委員会）
○桝屋敬悟委員（公明）　今の野党提案者の御説明、表現の自由の尊重というもの

を目的規定に入れている、これで自己情報コントロール権とのバランスをとってい

るという、この二つの概念がバランスをとるんだというこの御説明でありますが、

お考えはよくわかります。……改めてこの自己情報コントロール権というものが入

った、それで表現等の自由が、また問題が新たに出てきているという認識をメディ

アの方がお持ちでありますが、そこは本当に払拭されているか。そこは、恐らくメ

ディアの方は、ではその二つを比較考量するときに、どのような場合に、どの程度、

どう表現の自由が尊重されるのか、あるいは自己情報コントロール権が優先するの

かということが不明確になるんじゃないかということで、今申し上げた改めての不

安、懸念が出てくるのではないか、私はこう思っておりますが、その辺はどうでし

ょうか。

○山内功議員（民主）　……本法では、報道、著述、その他の表現行為に対する義

務規定の適用除外等を通じて、個人情報の保護と表現の自由との調和を図ろうと考

えています。私どもは、個人情報の保護の必要性を認識しつつも、報道、著述、そ

の他、社会に事実とか思想とか意見とか創作物等の情報を発信する、つまり、社会

的な広がりを持つ言論行為については、民主主義社会の基盤をなすものとして、そ

の価値を極めて重く見ておりまして、これらが個人情報の保護のための義務規定に

よって制約されてはならないと考えています。

　そこで、表現の自由、言論の自由を最大限に尊重すべきであるとの観点に立って、

野党案第六十五条一号から三号までで表現の自由の確保のための適用除外を定めて

いますが、特に三号は、不特定多数の人々への情報の発表、伝達行為は、特に政府

案よりも踏み込んで、表現の自由に重きを置いて規定しているものでございます。

●「報道」の定義について
（第 156 回国会・H15.4.15　衆・個人情報の保護に関する特別委員会）
○石毛鍈子委員（民主）　……今回新しく改定されて出されました法案の中で、第

五十条の「適用除外」のところに、第一項も変更されているわけでございますけれ

ども、ここはちょっとおきまして、第二項に報道に関する規定が新しく設けられま

した。百五十一国会以来の旧法案にはなかった項目でございます。この報道に関す

る規定が新しく盛られました意味につきまして御説明をいただきたいと存じます。

○細田博之国務大臣　旧法案においても、実は、報道の問題に規制の対象としてい

ろいろ介入するようなことは一切考えておらなかったわけでございますが、基本原

則とかさまざまな規定の関係でそれを非常に不安視して、そもそもこの法律そのも

のに反対だというふうにおっしゃる方が報道関係を中心に極めて多かったわけでご

ざいます。

　したがいまして、この際、五十条二項においても、報道機関の報道活動を適用除

外する制度を設けるためには報道という概念を用いることが不可欠であるが、その
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範囲が恣意的に判断されることのないように、趣旨を明確にし判断基準を客観化す

るために、法案五十条第二項において報道の定義を条文に明記することとしたとこ

ろでございます。

　

3.6　主務大臣制と第三者機関制について

3.6.1　問題の所在

　第一次・第二次政府案は主務大臣制を採用しているのに対し、野党案

は第三者機関制を採用している。

3.6.2　主な国会質疑

（第 155 回国会・H14.12.4　衆・内閣委員会）
○達増拓也委員（自由）　……さて、そもそも必要なのはテクノロジーから個人の

プライバシーや人格を守ることであるという観点からいたしますと、個人情報保護

に関する監督を主務大臣に縦割りで分けている体制について、この法案の後半の方

で書かれているわけでありますけれども、これもいかがなものかと考えます。

　諸外国でも、特別の第三者機関、データ保護の専門的な機関を設けまして、恐ら

く、データファイルでありますとかデータベースでありますとか、そういったもの

の機械的な専門的なことにも通じたスタッフを集めて、大量高速処理される個人デ

ータというものが国境をも越えてあっという間に世界の果てまで移動し得る、そう

いうものをチェックし、データの乱用につながったりしないような、哲学、思想は

もちろんですけれども、そういう技術的な知識も持った人たちがきちんと監督する

ことが適当なのでありましょう。

　したがって、これも政府に伺いますけれども、こうした個人情報保護をやってい

く場合には、やはり専門的な第三者機関が監督するのが適当と考えますが、いかが

でしょうか。

○細田博之国務大臣　本法案に定めます義務規定は、事業活動に伴う個人情報の取

り扱いを規律するものであります。したがいまして、各事業を所管している大臣等

がこれに伴う個人情報の保護に関する事務についても一体的に行うことが合理的か

つ実効的であると思っております。

　新たな第三者機関の設置については、既存の行政機関と事務が競合し、屋上屋を

架することになるのみならず、責任関係が不明確になるおそれがありまして、さら

に、地方組織を含む膨大な組織の整備は行政改革の流れにも反するのではないかと

いうことから、このような法体系になっておるわけでございます。

（第 156 回国会・H15.4.15　衆・個人情報の保護に関する特別委員会）
○砂田圭佑委員（自民）　……政府案と野党案で意見が分かれているものの第二点

目として、個人情報取扱事業者の義務の実効性を確保するに当たっての考え方につ

いてお伺いをいたします。

　政府提出の個人情報保護法案においては、各事業の個人情報の取り扱いについて

は、各事業所管大臣が主務大臣として必要最小限度の関与をする仕組みとなってい

ると承知しております。

　一方、野党案を拝見しますと、個人情報保護委員会という第三者機関を設置し、

すべての個人情報取扱事業者を監督する仕組みとなっております。野党の先生の先
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日の本会議での御意見も拝聴いたしますと、第三者機関であれば何の問題もないか

のような御説明がなされておりました。

　果たして本当にそうなのでありましょうか。実際、事業者の方々が取り扱ってい

る個人情報というのは、与信、金融機関であれば預金口座や債務残高、学校であれ

ば児童生徒の個人情報、病院であれば医療情報といったように、個々の事業活動と

は切り離せないものがあり、またその使い方も、業態に応じて多種多様であります。

私は、政府案のように、個々の事業における個人情報の取り扱いを熟知している事

業所管大臣が監督する方がより効果的な制度となると考えるものであります。

　そこで、細田大臣及び野党提案者にお伺いをいたしますが、個人情報保護法制の

実効性確保の観点から、第三者機関を設置することの是非についてお答えをいただ

きたいと思います。

○米田建三内閣府副大臣　……民間における個人情報の取り扱いは、砂田先生のお

説のとおり、その事業実施と一体として行われるものであります。また、その適正

な取り扱いの具体的な内容も、当然ながら、業種、業態によってさまざまな形にな

るわけでございますので、事業ごとに判断することが不可欠であるというふうに考

えております。

　このため、政府案の第三十六条では、それぞれの事業を所管する大臣を主務大臣

とし、当該事業における個人情報の適正な取り扱いについて行政責任と権限を規定

しております。

　野党案のように、新たな第三者機関を設けるとすれば、地方組織を含む大規模な

行政組織が必要となるわけでございまして、行政改革の流れに反するとともに、事

業を所管する大臣との間に二重行政が生ずるおそれがあるなど、現実性、実効性の

観点から大変問題が多いというふうに考えております。

3.7　行政機関の適正な取得について

3.7.1　問題の所在

　基本法制においては、第一次政府案は基本原則及び義務規定の双方に

おいて、第二次政府案及び野党案は義務規定において、それぞれ「適正

な取得」に係る規定を設けている。これに対し、行政機関法制において

は、政府案は「適正な取得」に係る規定を設けておらず、野党案は設け

ている。行政機関法制においても、「適正な取得」に係る規定を設けるべ

きではないかということが問題となった。

○個人情報の保護に関する法律案における「適正な取得」規定

第二次政府案

（第 156 回国会閣法 71 号）

第一次政府案

（第 151 回国会閣法 90 号）

野党案

（第 156 回国会衆法 10 号）

　（適正な取得）

【基本原則関係】

　（適正な取得）

第 5 条　個人情報は、適法か

つ適正な方法で取得され

なければならない。

【義務規定関係】

　（適正な取得） 　（適正な取得）
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第 17 条　個人情報取扱事業

者は、偽りその他不正の手

段により個人情報を取得

してはならない。

第 22 条　個人情報取扱事業

者は、偽りその他不正の手

段により個人情報を取得

してはならない。

第 18 条　個人情報取扱事業

者は、偽りその他不正の手

段により個人情報を取得

してはならない。

○行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律案における「適正な取得」規定

第二次政府案

（第 156 回国会閣法 72 号）

第一次政府案

（第 155 回国会閣法 70 号）

野党案

（第 156 回国会衆法 11 号）

　（適正な取得）

第 6 条　行政機関は、個人情

報を取得しようとすると

きは、適法かつ適正な方法

によりこれを行わなけれ

ばならない。

○独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律案における「適正な取得」規定

第二次政府案

（第 156 回国会閣法 73 号）

第一次政府案

（第 155 回国会閣法 71 号）

野党案

（第 156 回国会衆法 12 号）

　（適正な取得）

第 5 条　独立行政法人等は、

偽りその他不正の手段に

より個人情報を取得して

はならない。

（適正な取得）

第 5 条　独立行政法人等は、

偽りその他不正の手段に

より個人情報を取得して

はならない。

（適正な取得）

第 6 条　独立行政法人等は、

偽りその他不正の手段に

より個人情報を取得して

はならない。

3.7.2　主な国会質疑

（第 155 回国会・H14.5.22　衆・内閣委員会）

○後藤斎委員（民主）　……この法律の中には取得の目的の規定が入っていないと

いうふうに思っております。取得について、どんな形でやるのかという明文規定が

ないのは何ででしょうか。

○若松謙維総務副大臣　委員の、いわゆる行政機関が適法かつ適正な取得を義務づ

ける規定を置くべきではないか、そのような質問だと理解したわけでありますが、

行政機関の長が法令を遵守して適法に個人情報の取得に当たるべきことは、当然憲

法上の要請であると理解しております。また、行政機関の職員が法令を遵守するこ

とは国家公務員法等により規律されておりまして、行政機関法制におきまして適法

取得に関する規定を置いていないのは、このように行政機関が不適法な取得をして

はならないという法規範が既に確立していることから、改めて規定しなかったもの

でございます。

3.8　行政機関の職員に対する罰則について

3.8.1　問題の所在

　第一次政府案において、「基本法制」には個人情報取扱事業者の措置命

令違反に対して罰則が規定されている（6 月以下の懲役又は 30 万円以下

の罰金）のに対し、これに相当する規定が「行政機関法制」の中に設け
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られておらず、「官に甘く、民に厳しい」のではないかということが争点

となった。また、内閣委員会における第一次政府案の審議中に、いわゆ

る防衛庁リスト問題が発覚し、「行政機関法制」が制定されたとしても、

このような事件の防止を担保できないのであれば問題ではないかという

ことが争点となった。

　これを受けて、第二次政府案においては、「行政機関法制」の罰則が強

化された。

○行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律案における罰則規定

第二次政府案

（第 156 回国会閣法 72 号）

第一次政府案

（第 155 回国会閣法 70 号）

野党案

（第 156 回国会衆法 11 号）

　　　第 6 章　罰則

第 53 条　行政機関の職員若

しくは職員であった者又

は第6条第2項の受託業務

に従事している者若しく

は従事していた者が、正当

な理由がないのに、個人の

秘密に属する事項が記録

された第2条第4項第1号

に係る個人情報ファイル

（その全部又は一部を複

製し、又は加工したものを

含む。）を提供したときは、

2 年以下の懲役又は 100 万

円以下の罰金に処する。

第 54 条　前条に規定する者

が、その業務に関して知り

得た保有個人情報を自己

若しくは第三者の不正な

利益を図る目的で提供し、

又は盗用したときは、1 年

以下の懲役又は 50 万円以

下の罰金に処する。

第 55 条　行政機関の職員が

その職権を濫用して、専ら

その職務の用以外の用に

供する目的で個人の秘密

に属する事項が記録され

た文書、図画又は電磁的記

録を収集したときは、1 年

以下の懲役又は 50 万円以

下の罰金に処する。

　　　第 6 章　罰則

第 53 条　行政機関の職員若

しくは職員であった者又

は第8条第2項の受託業務

に従事している者若しく

は従事していた者が、正当

な理由がないのに、個人の

秘密に属する事項が記録

された第2条第4項第1号

に係る個人情報ファイル

（その全部又は一部を複

製し、又は加工したものを

含む。）を提供したときは、

2 年以下の懲役又は 100 万

円以下の罰金に処する。

第 54 条　前条に規定する者

が、その業務に関して知り

得た保有個人情報を自己

若しくは第三者の不正な

利益を図る目的で提供し、

又は盗用したときは、1 年

以下の懲役又は 50 万円以

下の罰金に処する。

第 55 条　行政機関の職員が

その職権を濫用して、個人

の秘密に属する事項が記

録された文書、図画又は電

磁的記録を収集したとき

は、1 年以下の懲役又は 50

万円以下の罰金に処する。

第 56 条　行政機関の職員

が、正当な理由がないの

に、個人情報ファイル簿に

掲載されていない個人の
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第 56 条　前 3 条の規定は、

日本国外においてこれら

の条の罪を犯した者にも

適用する。

第 57 条　偽りその他不正の

手段により、開示決定に基

づく保有個人情報の開示

を受けた者は、10 万円以

下の過料に処する。

　（罰則）

第 53 条　偽りその他不正の

手段により、開示決定に基

づく保有個人情報の開示

を受けた者は、10 万円以

下の過料に処する。

秘密に属する事項が記録

された第2条第4項第1号

に係る個人情報ファイル

（第 12 条第 2 項各号に掲

げるもの及び第 13 条第 6

項の規定により個人情報

ファイル簿に掲載されな

いこととなるものを除

く。）（その全部又は一部

を複製し、又は加工したも

のを含む。）を利用したと

きは、50 万円以下の罰金

に処する。

第57条　第53条から前条ま

での規定は、日本国外にお

いてこれらの条の罪を犯

した者にも適用する。

第 58 条　偽りその他不正の

手段により、開示決定に基

づく保有個人情報の開示

を受けた者は、10 万円以

下の過料に処する。

防衛庁の情報公開請求者リスト作成に絡む問題

　防衛庁が、情報公開法に基づく一般の請求者 100 人以上の身元や思想・信条を調査した

ほか、請求に必要のない本人の生年月日や「（防衛庁の）受験者の母」、「反戦自衛官」とい

った個人情報をも調査してリストにまとめ、幹部が閲覧していたという問題。平成14（2002）
年 5 月 28 日の毎日新聞が報道した。6 月になって、中谷防衛庁長官（当時）は、リストの

作成に携わっていた海上自衛隊三等海佐を懲戒処分とするなどの処分を行った。この問題

で、現行行政機関個人情報保護法（88 年法）4 条（個人情報ファイルの保有制限）等の違

反に罰則が設けられていない点、審議中であった行政機関個人情報保護法案の不備、情報

公開制度の在り方などについて問題となったほか、住民基本台帳ネットワークシステムの

第 1 次稼動を同年 8 月に控えていたこともあり、個人情報の保護に関する議論を巻き起こ

す結果となった。

防衛庁による自衛官募集に絡む問題

　防衛庁が、自衛官などの募集に使うため、適齢者の情報を住民基本台帳から抽出して提

供するよう、全国各地の自治体に 37 年間にわたって要請し多数の自治体がこれに応じてい

た問題。一部では、氏名・住所・生年月日・性別のみならず、世帯主や健康状態などの情

報も提供されていた。今年（平成 15 年）4 月 22 日の毎日新聞が伝えた。この問題は、①

自衛隊の各地方連絡部が、市町村提供の名簿をパソコンに入力・管理していたことから、

現行行政機関個人情報保護法（88 年法）が適用され、その 4 条（個人情報ファイルの保有

制限）に違反する疑いがある。②閲覧目的以外に不特定多数の住基情報を外部に提供する

ことは、住民基本台帳法 3 条の「台帳の適性管理」に違反する疑いがある。また、同紙は、
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この問題が明るみに出たことにより、①現在審議中の個人情報保護関連法案（政府案）が、

行政機関対象の法案では「適正収集」の規定がない一方で、民間部門対象の法案では「適

正収集」が要請されている点で不均衡であるとの批判が強い、②センシティブ情報の収集

禁止規定が議論されるべきである、③住基ネットのなし崩し的利用拡大への歯止めが必要

と伝えている。

3.8.2　主な国会質疑

〈第一次政府案に対する質疑〉

（第 155 回国会・H14.5.22　衆・内閣委員会）
○桝屋啓悟委員（公明）　……やはり一連のマスコミの報道を見ておりますと、ど

うしても、この二つの法律を並べると、官に甘くて民に厳しいということがあるの

ではないかという指摘がある。特に、例えば六条の「安全確保の措置」、これは個人

情報の漏えいに対する安全確保の措置を規定するものでありますが、あるいは七条

の「従事者の義務」、これは守秘義務に当たりますけれども、そうした規定において、

義務違反に対して罰則がないではないか、民間は厳しい罰則があるんだよと。こう

いう、多分に誤解の部分もあろうかと思いますが、私は、国家公務員法や地方公務

員法だけで、本当にその守秘義務だけで足りるのかということは確かに思います。

　今まで、国家公務員法の守秘義務違反で本当に責任をとらされた、あるいはきち

っと法廷の場で明らかにされたということが過去どのぐらいあったのかということ

を思いますときに、ここはやはり明確に説明をしていただきたいな、こう思うわけ

でありますが、この点はぜひ大臣にお伺いしたいと思います。

○片山虎之助国務大臣　今桝屋委員が言われましたように、官に甘くて民に厳しい、

こういう御意見もちらほら耳にいたしますけれども、例えば、漏えい行為等に対し

て、罰則の適用を見ますと、民間部門については直接罰則で担保する仕組みになっ

ていないんですね。自主的に是正してもらおう。助言をする、勧告をする、さらに

は改善命令も出す、こういうことで自主的に直してくれと。その改善命令について

聞かない場合だけ罰則をかける、こういうことなんですね。

　ところが、今度は、官の方と申しますか行政機関の方は、行政機関の長は、大臣

は、これは特別職ですから国家公務員法の適用がありませんけれども、長を補佐す

る職員の義務違反につきましては、国家公務員法による服務上の懲戒処分の対象に

ストレートになるわけでありまして、守秘義務もございますけれども、法令の遵守

義務違反についていろいろな罰則がストレートにかかる、こういうことでございま

して、この点は、私は、民よりは官の方がずっと厳しくなっている、こういうふう

に思うわけであります。

　また、公務の場合には、職権乱用罪、公用文書毀棄罪等、こういう刑法上の罪に

つきましても、犯罪構成要件を満たす場合には直ちに処罰の対象になる、こういう

ふうに思っておりまして、この一つの法律にどこまで書いているかという議論はあ

りますけれども、仕組みとしては相当官に厳しい仕組みになっていると思います。

（第 155 回国会・H14.12.4　衆・内閣委員会）
○達増拓也委員　……では次に、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法案

について伺いますけれども、罰則の問題であります。

　テクノロジーから個人の人格、プライバシーを守る。二十世紀後半からの情報通

信技術の急速な発達によって、今までできなかった個人データの大量処理、高速処

理、そして瞬間的な移動ができるようになって、それで個人の法益が今までなかっ
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たような形で著しく害されるおそれが出てきている。それを食いとめ、それを行っ

た者を罰していくに当たっては、これはやはり、既存の国家公務員法の枠組みの中

の守秘義務違反というのとは質的に違うんじゃないかと思うんです。また、懲戒処

分のような一般の行政処分の中で処理されるものでもなく、罰則としては、守秘義

務違反というのは、職務上知り得たことをぽろっとしゃべってしまう、もちろん単

にぽろっとしゃべるだけではなく、意図的に、かなり分厚いファイル、国家機密な

どをまとめてそれを漏えいしてしまうという、ただ、これは単なる守秘義務違反と

いうよりは、これはこれでまた次元の違う、スパイ防止法的な、そういったもので

罰せられるべきことなのでありましょうけれども。

　話をもとに戻しますと、そういうデータファイルのような形になった個人情報の

取り扱いを正しく行わなかったことについては、独自の罰則の対象として独自の罰

則を科すのが適当と考えますが、いかがでしょうか。

○片山虎之助国務大臣　何度も当委員会でも御議論いただいておりますが、我々は、

公務員は法令遵守義務があるわけですね。それからまた、公務員として知り得た秘

密は、これは守秘義務というのがある。その守秘義務については、今の公務員法上

罰則をかけております。それから、残りの法令遵守義務については、この違反は懲

戒処分で対応する。基本的にはそういうことなんですね。ただ、先ほども細野委員

にも申し上げましたように、守秘義務違反の罰則以外に、職権乱用罪だとか公文書

毀棄罪だとか、その他ございまして、そういうもので総合的に対応すればこの担保

はできるのではなかろうか。

　これは、なかなか御議論があるところだと思いますけれども、我々は、そういう

ことでこの法律を構成しておるわけでございまして、そこのところは御理解を賜り

たい、こういうふうに思っております。

〈第二次政府案・野党案に対する質疑〉
（第 156 回国会・H15.4.14　衆・個人情報の保護に関する特別委員会）
○松下忠洋委員（自民）　……行政機関の職員に対する罰則は、国家公務員法の守

秘義務に対する罰則や懲戒処分、それから刑法上の、公務員に着目した職権乱用罪

などが既にあります。今回行政機関の職員等に対する処罰規定を新設した理由は何

か、総務大臣に簡潔にお答えいただきたいと思います。

○片山虎之助国務大臣　今松下委員言われるように、我々は、国家公務員法の懲戒

処分等の運用あるいは守秘義務や職権乱用や公文書毀棄罪がありますから、それを

総合的に組み合わせてやれば十分ではないかと考えておりましたが、国会等で大変

な御議論がある、また内外にいろいろな要請がある、こういうことで、国民の個人

情報保護に対する信頼を拡充させるためには、この際、処罰規定を新たにこの法律

に入れるということも必要ではなかろうかと。与党の方もそういうお考えでござい

ますし、我々も同じ考えに立って、御承知のような処罰規定を置いた次第でござい

ます。

（第 156 回国会・H15.4.18　衆・個人情報の保護に関する特別委員会）
○桝屋啓悟委員（公明）　与党の議論の中で、職権乱用による個人の秘密の収集あ

るいは個人情報の盗用、不正目的での提供、さらにはコンピューター処理されてい

る個人データを漏えいした場合の罰則、三つの形態で我々も決意をしたわけであり

ますが、これを政府案としてまとめる中では、私は、この個人情報保護、行政機関

の保護法に関して、やはり役人の世界で罰則までつけられるという新しい世界に一

歩踏み込んだな、こう思っているわけであります。恐らく相当の抵抗もあったので
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はないかと思うぐらい大きな事実だろう、私はこう思っております。そのことをぜ

ひ国民の皆さんにも理解をしていただきたい。

　そこで、一点だけ確認ですが、私ども、当初、三つの形態の中で、「自己の利益を

図る目的で職権を濫用した個人の秘密の収集」という表現をしておりましたけれど

も、そこが政府案の検討の中で、「専らその職務の用以外の用に供する目的で」、こ

ういう表現になったわけであります。この経緯があったわけでありますが、これは、

この表現が変わったというのはどういう趣旨なのか、罰則の適用範囲を狭めるとい

うことではないのか、ちょっと気になるので確認をしておきたいと思います。

○若松謙維総務副大臣　まず、当初の、いわゆる与党修正要綱の、自己の利益を図

る目的とした場合、これはほとんどが自己利益でありましても、少しでも第三者利

益があれば、これはいわゆる罰則が適用されない、不可罰になるわけでございます。

実質的な法益侵害の程度にほとんど差がないにもかかわらず、罰則の適用に際して

差ができるということは適当ではない、こういうことから、「その職務の用以外の用

に供する目的」という表現に変えさせていただきました。

　これは、実質的には政府案の方がより厳しい文言にもなっておりまして、与党修

正要綱の適用範囲を拡大するということでありますが、この政府案の修正につきま

しては、行政に対する国民の信頼を確保していただけるという観点からすれば、与

党修正要綱の趣旨にも沿ったものであるし、御理解いただけるものと理解しており

ます。

○桝屋委員　そこで、野党案との議論をさせていただきたいわけでありますが、野

党案、第五十五条ですか、今議論のありました「職務の用以外の用に供する目的」

という表現が削除されているわけであります。

　この結果どうなるのかということなんですが、職権を乱用して、まあ職権の乱用

というのは、一般的には、公務員が自分の職務で仕事をされる場合、職権の乱用と

いうふうに、そういうことだろうと私は思っておりますが、それで、役人が自分の

業務範囲の仕事を自分の責任でする場合に、それだけで、個人の情報を収集したと

いうことで罰則の対象となる。

　例えば、よく言われる話でありますが、職務熱心で、一生懸命自分の職務と思っ

て、ここはやはりこの情報は集めた方がいい、このように判断をして、結果的に行

き過ぎてしまったという場合もあるかもしれません。そうした場合も処罰の対象と

なるということでありまして、確かに役人に厳しくしたいというお気持ちはわかる

のでありますが、これは余りにも酷ではないかな、こう私は思っておりますが、野

党の提案者にお考えを伺いたいと思います。

○細野豪志議員（民主）　……今御質問のあった五十五条でございますけれども、

確かに私どもは、構成要件の一つとして政府案が掲げております「専らその職務の

用以外の用に供する目的で」という要件、これを外しております。

　ただ、政府案の場合は、逆にこの要件をつけることによりまして、職務の目的が

少しでもそこに混在をしていると処罰の対象にならないということになってしまい

ます。すなわち、本人がこれは職務の目的だと思ってしまえば、それではもう罰則

の対象にならないということで、処罰の範囲がこれでは狭過ぎるというふうに考え

ました。

　野党案では、その目的要件を除外いたしまして、職権を乱用して個人の秘密に属

する事項が記録された文書等を収集すれば、それだけで当罰性がある、そういう判

断をしたわけでございます。

　総じて言いますと、個人の権利利益をたとえ侵害しても、私は一生懸命やったん

だから許してください、免責をされるんです、そういう仕組みはやはり国民からは
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理解を得られないのではないか、ここに関しては実効性のある処罰規定を設けた方

がいいんじゃないか、罰則規定を設けた方がいいんじゃないかということでこうい

う規定にしたわけでございます。

○桝屋委員　……職権乱用に関する他の刑罰の例を見てみましても、職権乱用行為

があったことのみをもって罰則の対象とするというものは余りないんじゃないか。

いずれも、職権乱用に加えて、人に義務のないことを負わせたりあるいは権利行使

を妨害するという、いわゆる社会的な害悪の高い行為があることを要件として、職

権乱用プラス職権乱用の結果、今申し上げた社会的害悪の高い行為になっている、

そこで初めて構成要件が満たされて罰則の適用、こうなっているだろうと。

　私はいろいろな事例を見てきました。検索してきましたけれども、刑法の公務員

の職権乱用罪、それから特別公務員の職権乱用、あるいは航空法であるとか破防法

であるとか公職選挙法であるとか、さまざまな法律を見ましたけれども、職権乱用

ということのみをもって罰則というのはないんではないか、こういうふうに私は思

っておりますが、ここのところは、ほかにこういう例があるんでしょうか。その点、

ちょっと私は法律の基礎的な考え方としていかがなものかという気もしているわけ

でありますが、いかがでしょうか。

○細野議員　ただいま桝屋委員の方から、刑法を一つの例として職権乱用の規定の

御紹介がございました。

　確かに、刑法の百九十三条によりますと、人に義務のないことを行わせたり、ま

た権利の行使を妨害したとき、職権乱用に加えてこういう要件がかかって刑罰の対

象になっているということでございます。

　ただ、私ども野党案も、ただこの職権乱用そのものに罰則をかけるということで

はなくて、条文に書いてございますけれども、個人の秘密に属する事項が記録され

た文書等を収集する、これ自体が個人の権利利益を侵害するおそれの極めて高い行

為である、そういうことで、ここを構成要件にして、職権乱用とプラスすることに

よって刑罰の対象にしておるわけでございまして、決して職権乱用そのものを刑罰

対象にしているということではないという意味で、刑法ともまた公職選挙法とも十

分これは均衡を保てた刑罰規定であるというふうに考えております。

　加えて、職権乱用について公務員の皆さんが萎縮するのではないかというお話が

ございましたので申し上げますが、職権乱用というのは、これは判例でも出ており

ますけれども、公務員がその一般職務権限に属する事項において、職権の行使に委

託して実質的、具体的に違法、不当な行為をすることということになっておりまし

て、単に、例えば新聞で調べるとか、隣の人に聞いてみるとか、図書館で調べると

か、その収集行為が職権乱用に当たるということにはならないわけでございます。

　例えば、庁内で限られた職員にしかアクセスのできないようなデータベースに入

って個人の秘密に属する事項を、これを乱用するというようなケースにあくまで適

用されるという趣旨でございまして、公務員の皆さんの行為を不要に萎縮させるよ

うな規定ではないと私どもは考えております。

○桝屋委員　……私は、五十六条、この意味も実はずっとわからなかった。野党の

皆さんはこの五十六条をどういう意味でつくられたのか。実はきょう、その意味は

どうなんだ、何をしたいんだということを聞きたかったわけでありますが……行政

機関の職員が、正当な理由がないのに、個人情報ファイル簿に掲載されていない個

人の秘密に属する事項が記録された個人情報ファイルを利用したとき、五十万円以

下の罰金に処すると。

　要するに、まずは個人情報ファイル簿に全部書け、その個人情報ファイル簿に載

っていないものをちょっとでも使ったら罰則ですよ、こういうことなわけでありま
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して、私は、端的に言ってこれは、行政の適正な運営といいますか、効率的な行政

事務をやろうとしたときに、いみじくも萎縮させてしまうのではないか、こういう

気がするわけであります。過剰な罰則だと私は思っておりますが、いかがでしょう

か。

○細野議員　……五十六条が過度に過ぎるのではないかという御指摘でございます

が、まさに午前中私が質疑をいたしましたところからも読み取っていただきました

とおり、最大の問題は、やはりきちっと国民から見える形になっている状況に持っ

てくる、その行政をやっていくということだと私は考えております。

　56 条は、そこに見えない部分、見えていない部分に関して何か乱用がなされた場

合に、全くそこに刑罰対象をかけないということではなくて、むしろそういう扱い

をなされているものに関しても乱用された場合に関してはきちっとチェックをして

いく、そういう趣旨で設けた条文でございますので、まさに今必要性の高い罰則で

はないかというのが私どもの考え方でございます。
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 ４　主な新聞記事

1.読売新聞（H15.3.8）社説

「個人情報法案　野党に建設的対応を期待する」

2.東京新聞（H15.3.11）社説

「個人情報保護　「官」にもっと厳しく」

3.朝日新聞（H15.4.23）

「ここがのめない野党案　大詰め個人情報保護法案　官庁に権限自然な姿

与党プロジェクトチーム・亀井久興座長に聞く」

4.毎日新聞（H15.4.25 夕刊）

「個人情報保護法案　「見切り採決」に反発　「表現の自由、犠牲に」　城

山三郎さん…一種のごまかしだ」

5.毎日新聞（H15.4.26）

「個人情報法案衆院委可決　懸念残し見切り発車」

6.東京新聞（H15.4.26）

「個人情報保護法案可決　「報道」政府が定義」

7.東京新聞（H15.4.26）

「個人情報保護法案　医療に甘く庶民に辛い　適用偏りあいまい政府案」

8.産経新聞（H15.4.26）

「個人情報保護法案　衆院委可決　難問山積み」

9.朝日新聞（H15.4.27）

「個人情報法案、残る課題」

10.東京新聞（H15.4.26）社説

「個人情報法案　不安は消えていない」

11.読売新聞（H15.4.27）社説

「個人情報保護　法案成立へようやく前進した」

　12.読売新聞（H15.5.7）

　「個人情報保護法案　「扱う」「守る」こう変わる」

　13.朝日新聞（H15.5.7）

　「個人情報保護法案　衆院通過　あいまいさ消えぬ懸念」

　14.日本経済新聞（H15.5.7）

　「個人情報保護法案　今国会成立へ　住基ネット前提にめど　適用対象にグ

レーゾーン」



第３部　知る権利・アクセス権
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 Ⅰ　「知る権利」、「アクセス権」とは？

 １ 主な学説 　

1.1　芦部信喜『憲法　第三版』163-164 頁

　「１　表現の自由の価値

　内心における思想や信仰は、外部に表明され、他者に伝達されてはじめて

社会的効用を発揮する。その意味で、表現の自由はとりわけ重要である。

　表現の自由を支える価値は二つある。一つは、個人が言論活動を通じて自

己の人格を発展させるという、個人的な価値（自己実現の価値）である。も

う一つは、言論活動によって国民が政治的意思決定に関与するという、民主

政に資する社会的な価値（自己統治の価値）である。表現の自由は、個人の

人格形成にとっても重要な権利であるが、とりわけ、国民が自ら政治に参加

するために不可欠の前提をなす権利である。

２　表現の自由と知る権利

（一）送り手の自由から受け手の自由へ

　表現の自由は、情報をコミュニケイトする自由であるから、本来、「受け手」

の存在を前提としており、知る権利を保障する意味も含まれている。……と

ころが、20 世紀になると社会的に大きな影響力をもつマス・メディアが発達

し、それらのメディアから大量の情報が一方的に流され、情報の「送り手」

であるマス・メディアと情報の「受け手」である一般国民との分離が顕著に

なった。……そこで、表現の自由を一般国民の側から再構成し、表現の受け

手の自由（聞く自由、読む自由、
み

視る自由）を保障するためそれを「知る権

利」と捉えることが必要になってきた。表現の自由は、世界人権宣言 19 条に

述べられているように、「干渉を受けることなく自己の意見をもつ自由」と

「情報及び思想を求め、受け、及び伝える自由を含む」ものと解されるよう

になったのである。

（二）知る権利の法的性格

　知る権利は、「国家からの自由」という伝統的な自由権であるが、それにと

どまらず、参政権（国家への自由）的な役割を演ずる。個人はさまざまな事

実や意見を知ることによって、はじめて政治に有効に参加することができる

からである。

　さらに、知る権利は積極的に政府情報等の公開を要求することのできる権

利であり、その意味で、国家の施策を求める国務請求権ないし社会権（国家

による自由）としての性格をも有する点に、最も大きな特徴がある。ただし、

それが具体的な請求権となるためには、情報公開法等の制定が必要である。」
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３　アクセス権

　知る権利と関連して、マス・メディアに対するアクセス権（right to access）

が主張されることがある。……アクセス権とはマス
．．

・メディア
．．．．．

に対する知る

権利、つまり、情報の受け手である一般国民が、情報の送り手であるマス・

メディアに対して、自己の意見の発表の場を提供することを要求する権利（具

体的には、意見広告や反論記事の掲載、紙面・番組への参加等）の意味に使

われることが多い。しかし、私企業の形態をとっているマス・メディアに対

する具体的なアクセス権を憲法 21 条から直接導き出すことは不可能で、それ

が具体的権利となるためには、特別の法律（反論権法と呼ばれることが多い）

が制定されなければならない。この法律が報道機関の編集の自由を侵害せず、

また、批判的記事を差し控える萎縮的効果を及ぼさないような内容のものと

なりうるか、そこに問題がある。」※太字部分は事務局において編集

　1.2　佐藤幸治『憲法〔第三版〕』516-517 頁、542 頁

　「（情報）収集権は収集活動が公権力によって妨げられないという自由権的

側面と、公権力に対して情報の開示を請求するという請求権的側面とを有す

る。前者を消極的情報収集権、後者を積極的情報収集権と呼ぶことにする。

　……いろいろな意味で「知る権利」が主張されるが、広義と狭義のそれに

大別できる。広義の「知る権利」は、多かれ少なかれ「表現の自由」全般を

支える基礎的原理ないし理念というべきものであるが、狭義のそれは、……

積極的情報収集権（これは性質上対公権力との関係でのみ問題となるもので、

その意味では政府情報開示請求権といってよい）に対応するものである。

　……積極的情報収集権は請求権的性格を有することから、これを「表現の

自由」の内実とすることについてなお消極的意見が強い。が、情報の流通と

いう観点からみた場合、積極的情報収集権は欠くことのできない部分を構成

すること、この権利は元来立憲民主主義体制に内在するものとみるべきもの

であったところ、積極国家化現象に伴って顕在化せざるを得ないものであっ

たこと、「表現の自由」が請求権的側面をもつに至ったとしても、そのことの

故に直ちに本来の自由権としての性格が損なわれると即断することは妥当で

ないこと、が指摘されなければならない。ただ、この権利は政府の情報開示

という作為を求めるものであること、および権力分立構造下の裁判所の地位

というものを考慮するならば、法律による開示基準の設定と具体的開示請求

権の根拠づけをまたずに、直ちに一般的に、司法的強制可能な権利とみるこ

とは困難である。その意味では、憲法上の情報開示請求権は、抽象的な請求

権たる性格をもつにとどまると解する。

　……現在、相当数の地方公共団体において、情報公開条例が制定されてい
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るが、それは一般に（狭義の）「知る権利」を具体化する趣旨のものと理解さ

れる。」

　「新聞・放送は世論の形成に圧倒的な力をもっていることから（ために“第

四権力”であるとか、ときには“第一権力”である、などといわれることが

ある）、

　「知る権利」論の鉾先はこれらのマスメディアにも向けられる。……「ア

クセス権」も多義的観念であるが、狭義においては、不法行為たる名誉毀損

に対する一救済方法としての反論権などを、広義においては、不法行為たる

名誉毀損の成立を要件としない反論権（広義の反論権）や有料の意見広告を

含めておよそ市民が何らの形でマスメディアを利用して自己の意見を表明で

きることを指す。ここで問題とされるいるのは、広義の「アクセス権」であ

る。これは、マスメディアで取り上げられない思想・情報を国民に提供せし

めようとする点で「知る権利」の一局面ともいえるが……、その特質は、公
．

権力の力を借りて
．．．．．．．．

それ自体表現の自由の主体であるマスメディアの消極的表

現の自由を直接侵害しつつ思想・情報を「市場」に参入せしめようとするも

のである。「アクセス権」の問題は、まさにこの点にある。「アクセス権」を

主張することの社会的意義は認められるとしても、これを法的権利として確

立することは、かえってマスメディアをして政治的・経済的“強者”に対し

てますます弱い存在たらしめ、その提供する思想・情報を非個性的・画一的

ならしめることにならないか。広義の反論権が歴史的には言論抑圧法として

登場し機能したことのあることを銘記する必要があるのではないか。」太字部

分は事務局において編集

　1.3　松井茂記『日本国憲法　第二版』（467-468 頁）

　「今日知る権利の問題は、一般にいくつかの異なった次元ないし権利を含

むものであることが認められている。まずしばしば、国民の知る権利は報道

機関によってその報道・取材の自由の根拠として主張される。ここでは国民

の知る権利は、独自の権利としてではなく、報道機関の権利の補強手段とし

て言及されている。いわば、原理ないし基本原則としての知る権利といえる

かもしれない。

　これに対し知る権利が権利として主張される場合にも、4つの異なった類型

があるように思われる。第 1 は、情報受領権（情報の自由）であり、これは

既に表現されている情報を自由に、つまり政府によって妨げられることなく

受領する自由である。第 2 は、情報収集権であり、これは政府によって妨げ

られることなく情報を収集する自由である。取材の自由とも呼ばれる。第 3

は、政府情報開示請求権である。これは、政府に対し情報の開示を請求しう
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る権利であり、自由権というより請求権としての性格をもつ。そして第 4 は、

公衆の知る権利である。この権利は主として放送との関係で議論される。た

だ、それは個々の視聴者が特定の番組を見たり聞いたりする権利というより、

放送免許手続への参加権として意味を持っている。しかも、むしろ視聴者が

多様な見解を知ることができるように政府が放送を規制する正当化根拠とし

て機能することの方が多い。」（459-460 頁）

　「知る権利論が表現の受け手の権利に焦点をあてたものであるなら、表現

者としての権利を実質化することを狙った主張がアクセス権論である。これ

は現代では思想の自由市場は実際には存在せず、表現の送り手と受け手が分

離し、互換性を欠くようになり、多くの国民はもっぱら表現の受け手に終わ

っているという観点から、マス・メディアへのアクセスの権利を主張するも

のである。具体的には、アクセス権の内容として意見広告掲載の自由と反論

権が重視されている。そして、このようなアクセス権が 21 条から直接導かれ

るとか、あるいは法律でそのような権利を認めることは 21 条に反しないと主

張する。……アクセス権論の主張には聞くべきものがあるが、この権利を実

現するためには、法律などによってマス・メディアの表現の自由に制限を加

える必要が生じる。それだけに政府による干渉の危険性を含み、容易には支

持し難い面が残されている。」※太字部分は事務局において編集

 ２　知る権利とアクセス権に関する主な判例

2.1 情報公開と知る権利（最判平成 6 年 1 月 27 日民集 48 巻 1 号 53 頁）

【事件】大阪府の住民Ｘらは、昭和 60 年 10 月 14 日、大阪府公文書公開等条

例（以下「本件条例」）7条 1項に基づき、大阪府知事Ｙに対して、昭和 60 年

1 月ないし 3月に支出したＹに係る交際費についての公文書の公開（閲覧及び

写しの交付）を請求した。これに対しＹはＸに、同月 29 日、経費支出伺書、

歳出予算差引表を公開する旨決定・通知したが、債権者の請求書、領収書等

の執行の内容を明らかにした文書につき、本件条例 8条 1号、4号、5号に該

当するという理由で、非公開とする旨決定し（以下「本件処分」）、同月 31 日

通知した。Ｘらは本件処分を不服としてＹに対し異議申立てをしたが、Ｙは

これを棄却したので、Ｘらは本件処分の違法を主張し、その取消しを求めて

出訴した。第一審は本件処分を取り消したのでＹが控訴、控訴審も控訴棄却

し、Ｙが上告。

【判旨】原判決破棄、差戻。

　「知事の交際費は、都道府県における行政の円滑な運営を図るため、関係
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者との懇談や慶弔等の対外的な交際事務を行うのに要する経費である。この

ような知事の交際は、懇談については本件条例 8 条 4 号の企画調整等事務又

は同条 5 号の交渉等事務に、その余の慶弔等については同号の交渉等事務に

それぞれ該当すると解される……。」

　「知事の交際事務……は、相手方との間の信頼関係ないし友好関係の維持

増進を目的として行われるものである。そして、相手方の氏名等の公表、披

露が当然予定されているような場合等は別として、相手方を識別し得るよう

な前記文書の公開によって相手方の氏名等が明らかにされることになれば、

懇談については、相手方に不快、不信の感情を抱かせ、今後府の行うこの種

の会合への出席を避けるなどの事態が生ずることも考えられ、また、一般に、

交際費の支出の要否、内容等は、府の相手方とのかかわり等をしん酌して個

別に決定されるという性質を有するものであることから、不満や不快の念を

抱く者が出ることが容易に予想される。そのような事態は、交際の相手方と

の間の信頼関係あるいは友好関係を損なうおそれがあり、交際それ自体の目

的に反し、ひいては交際事務の目的が達成できなくなるおそれがあるという

べきである。さらに、これらの交際費の支出の要否やその内容等は、支出権

者である知事自身が、個別、具体的な事例ごとに、裁量によって決定すべき

ものであるところ、交際の相手方や内容等が逐一公開されることとなった場

合には、知事においても前記のような事態が生ずることを懸念して、必要な

交際費の支出を差し控え、あるいはその支出を画一的にすることを余儀なく

されることも考えられ、知事の交際事務を適切に行うことに著しい支障を及

ぼすおそれがあるといわなければならない。」

　「また、本件における知事の交際は、それが知事の職務としてされるもの

であっても、私人である相手方にとっては、私的な出来事であるといわなけ

ればならない。……知事の交際の相手方となった私人としては、懇談の場合

であると、慶弔等の場合であるとを問わず、その具体的な費用、金額等まで

は一般に他人に知られたくないと望むものであり、そのことは正当であると

認められる。そうすると、このような交際に関する情報は、その交際の性質、

内容等からして交際内容等が一般に公表、披露されることがもともと予定さ

れているものを除いては、同号に該当するというべきである。」

2.2 サンケイ新聞意見広告事件（最判昭和 62 年 4 月 24 日民集 41 巻 3 号 490 頁）

【事件】昭和 48 年 12 月 2 日、サンケイ新聞は、日本共産党を批判する自由

民主党の意見広告を掲載した。共産党は、これは回答を求める挑戦広告でか

つ内容がひぼう・中傷に満ちているとして、反論文の無料掲載を求めたが拒

否され、無料掲載を求める訴えを起こした。1、2審とも原告敗訴。
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【判旨】上告棄却。〔①表現の自由に基づく反論文無料掲載請求権は認められ

ない。〕「私人間において、当事者の一方が情報の収集、管理、処理につき強

い影響力をもつ日刊新聞紙を全国的に発行・発売する者である場合でも、憲

法 21 条の規定から直接に、所論のような反論文掲載の請求権が他方の当事者

に生ずるものでないことは明らかである。」〔②人格権又は条理に基づく反論

文無料掲載請求権は認められない。〕「民法 723 条により名誉回復処分又は差

止の請求権の認められる場合があることをもって（条理又は人格権に基づく）

反論文掲載請求権を認めるべき実定法上の根拠とすることはできない。」

「（反論権の）制度が認められるときは、新聞を発行・販売する者にとっては、

原記事が正しく、反論文は誤りであると確信している場合でも、あるいは反

論文の内容がその編集方針によれば掲載すべきでないものであっても、その

掲載を強制されることになり、また、そのために本来ならば他に利用できた

はずの紙面を割かなければならなくなる等の負担を強いられるのであって、

これらの負担が、批判的記事、ことに公的事項に関する批判的記事の掲載を

ちゅうちょさせ、憲法の保障する表現の自由を間接的に侵す危険につながる

おそれも多分に存するのである。」〔③政党間の批判・論評の性質〕「政党間の

批判・論評は、公共性の極めて強い事項に当たり、表現の自由の濫用にわた

ると認められる事情のない限り、専ら公益を図る目的に出たものというべき

である。」



137

 Ⅱ　情報公開法

１　制定経緯

　ロッキード事件（昭和 51（1976）年）、ダグラス・グラマン事件（昭和 54（1979）
年）、鉄建公団等の公費不正支出問題（昭和 54（1979）年）など、1970 年代後

半に相次いだ政治スキャンダル・行政の不祥事は、国民に対し、政府情報を公

開する制度の必要性を強く認識させた。特に、ロッキード事件の解明過程にお

いて、アメリカ政府から情報自由法（※１）に基づき資料が提供されたのに対

し、我が国には制度そのものが存在しなかったという事実は、国民の情報公開

制度に対する関心を高めた。

　このような状況の下、昭和 54（1979）年 9 月の臨時国会（第 88 回国会）に

おいて、大平首相も初めて公式の場で情報公開の必要性を認める発言を行った

が、国レベルでは慎重論が続出し、情報公開法制定は時期尚早とされるに至っ

た。

　一方、1970 年代以降、地方レベルでは行政への住民参加が重要な課題として

認識にされるに至り、情報公開制度はその不可欠の前提であるとの考え方が支

配的となった。このような動きを受けて、各地の地方公共団体で情報公開条例

が次々と制定されたが、その大きな弾みをつけたのは都道府県で真っ先に情報

公開条例を制定した神奈川県であった（昭和 57（1982）年 10 月 14 日）。

　その後も、国レベルでは、依然として情報公開法の制定に消極的であったが、

平成 5（1993）年夏の総選挙による政権交代により、細川連立内閣が発足する

と、情報公開法制定の動きが活発となった。平成 6（1994）年 11 月の行政改革

委員会設置法の制定に際して、委員会が、「行政機関の保有する情報を公開する

ための法律の制定その他の整備に関する事項」を調査審議することを明記し（2
条 2 項）、委員会での審議が情報公開法の制定のためのものであることが明確に

されるとともに、意見具申の期間も 2 年以内と追記され（2 条 4 項）、情報公開

法を制定することが明確にされるに至った。

　これを受けて、平成 6（1994）年 12 月に行政改革委員会に、行政情報公開部

会が設置され、平成 8（1996）年 12 月に行政改革委員会は橋本総理に対し、「情

報公開法要綱案」とその要綱案に対する基本的な考え方を具申した。政府は基

本的に要綱案に沿った法案を提出することとし、平成 10（1998）年 3 月に情報

公開法案は閣議決定され、国会（第 142 回国会）に提出された。

　国会では、三度の継続審議（第 142 回国会～第 144 回国会）を経た四度目の

第 145 回国会において、衆議院が内閣委員会において与野党共同で修正を加え

た後、参議院も総務委員会において与野党共同で再修正を加え、これを受けて

平成 11（1999）年 5 月 7 日、衆議院が修正後の情報公開法案を可決し、「情報
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公開法」は成立した。2 年後の平成 13（2001）年 4 月 1 日同法は施行された。

※１情報自由法（Freedom of Information Act of 1966、FOIA）…アメリカ合

衆国で 1966 年に制定され、合衆国政府の保有する情報にアクセスする権利を

制定法上の具体的な開示請求権として定めている。

　

年月日 摘要

S41（1966) アメリカ合衆国で情報自由法(FOIA)制定

S44（1969）11 博多駅テレビフィルム提出事件最高裁判決（「知る権利」について初め

て言及）

S51（1976） ロッキード事件

S54（1979） ダグラス・グラマン事件、鉄建公団等の公費支出問題

S54（1979）9 大平首相、第 88 回臨時国会で情報公開の必要性を言及

S57（1982）3 山形県最上郡金山町で我が国初の情報公開条例制定

S57（1982）10 神奈川県で公文書公開条例制定

S59（1984）3～ 情報公開問題研究会を総務庁に設置

H2（1990）9 情報公開問題研究会、「中間報告」を公表

H3（1991）12 情報公開問題に関する連絡会議（各省庁の文書課長等で構成）において

「行政情報公開基準について」の申合せが行われる

H5（1993）7 細川連立内閣が発足

H6（1994）11 行政改革委員会設置法の制定において、行政情報公開部会設置、2 年以

内の意見具申が明記され、情報公開法の制定が明確化される

H6（1994）12～ 行政改革委員会に、行政情報公開部会（角田禮次郎座長）が設置される

H8（1996）4 行政情報公開部会、「中間報告」を公表

H8（1996）11 行政情報公開部会、「最終報告」とその考え方をまとめる

H8（1996）12 行政改革委員会、「情報公開法要綱案」とその基本的な考え方を橋本総

理に具申

H10（1998）3 閣議決定され、第 142 回国会へ提出

H10（1998） 第 142、143、144 回国会継続審議となる

H11（1999）5 第 145 回国会、「情報公開法」が衆議院で可決され、成立

H13（2001）4 「情報公開法」施行

 ２　情報公開法の概要 　　※総務省ホームページを参照した

2.1　情報公開法制

　　次の二つの法律が制定されている。

○行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成 11 年法律第 42 号）

○独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140

号）

※以下に掲げる条文は、特に明記しない限り情報公開法の条文とし、独立行政法人
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等の保有する情報の公開に関する法律の条文は「独公法」と明記して記載するも

のとする。

2.2　情報公開法制の目的（1 条・独公法 1 条）

　情報公開法制の目的は国民主権の理念にのっとり、行政文書・法人文書

の開示を請求する権利につき定めること等により、行政機関・独立行政法

人等の保有する情報の一層の公開を図り、もって政府・独立行政法人等の

有するその諸活動を国民に説明する責務が全うされるようにすることにあ

る。

2.3  情報公開法制の対象機関（2 条 1 項・独公法 2 条 1 項）

法律 対象機関

行政機関情報公開法 ・ 法律に基づき内閣に置かれる機関（内閣官房、内閣府等）

・ 内閣の所轄の下に置かれる機関（人事院）

・国の行政機関として置かれる機関（省、委員会及び庁）及

び会計検査院

独立行政法人等情報公開法 ・ 独立行政法人の全て（62 法人）

・ 別表第 1 に掲げる特殊法人・許可法人（84 法人）。

            （合計 146 法人　※平成 15 年 4 月 1 日現在）

2.4対象文書（行政文書・法人文書）の範囲（2条2項・独公法2条2項）

　対象文書の範囲は、行政機関の職員・独立行政法人等の役職員が職務上

作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録であって、職員・役職員

が組織的に用いるものとして、当該行政機関・独立行政法人等が保有して

いるものである。
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2.5　開示請求制度　※総務省ホームページより引用した
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2.6　開示請求できる文書

　〈原則：開示しなければならない〉（5 条・独公法 5条）

開示請求があったときは行政機関の長又は独立行政法人等は、次の不開示情報が記録され

ている場合を除き、行政文書又は法人文書を開示しなければならないこととされる（5 条本

文、独公法 5 条本文）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　〈例外：不開示情報〉

① 個人情報

（5 条 1 号、独公法 5 条

1 号）

個人に関する情報で特定の個人を識別できるもの等。ただし、法

令の規定又は慣行により公にされている情報、公務員や独立行政

法人等の役職員等の職に関する情報等は除く

② 法人情報

（5 条 2 号、独公法 5 条

2 号）

法人等に関する情報で、公にすると、法人等の正当な利益を害す

るおそれがあるもの、非開示条件付の任意提供情報であって、通

例公にしないこととされているもの

③ 国家安全情報

（5 条 3 号）

公にすると、国の安全が害されるおそれ、他国との信頼関係が損

なわれる等のおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相

当の理由がある行政文書に記録されている情報

④ 公共安全情報

（5 条 4 号）

公にすると、犯罪の予防、捜査等の公共の安全と秩序の維持に支

障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当

の理由がある行政文書に記録されている情報

⑤ 審議検討等情報

（5 条 5 号、独公法 5 条

3 号）

国の機関、独立行政法人等及び地方公共団体の内部又は相互の審

議、検討等に関する情報で、公にすると、率直な意見の交換が不

当に損なわれる等のおそれがあるもの

⑥事務事業情報

（5 条 6 号、独公法 5 条

4 号）

国の機関・独立行政法人等又は地方公共団体等が行う事務又は事

業に関する情報で、公にすると、その適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるもの

〈公益上の理由による裁量的開示〉（7 条、独公法 7 条）

不開示情報が記録されている場合であっても、行政機関の長又は独立行政法人等が公益上

特に必要があると認めるときは、開示することができる。

※　行政文書・法人文書の存否を答えるだけで、不開示情報を開示することとな

るときは、当該文書の存否を明らかにしないで、開示請求を拒否することがで

きる（第 8 条、独公法 8 条）。
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2.7　情報公開窓口

行政文書 行政文書を保有している行政機関の長に行政文書開示請求書を提

出する（3 条）

法人文書 法人文書を保有している独立行政法人等に法人文書の開示請求書

を提出する（独公法 3 条）

2.8　手数料

  開示請求及び開示の実施に係る手数料は、行政機関の場合は実費の範囲内でできる

限り利用しやすい額とするよう配慮して政令で定め、独立行政法人等の場合は実費の

範囲内で行政機関情報公開法の手数料の額を参酌して自ら定めることとしている。

〈行政文書開示手数料の具体例〉

開示請求手数料 行政文書 1 件につき 300 円

開示の実施の方法 基本額

A4 判用紙による行政文書の

閲覧

100 枚までごとにつき 100 円

A4 判用紙による行政文書の

写しの交付

1 枚につき 20 円

開示実施手数料

（基本額）

パソコンデータを FD に複写

したものの交付

FD1 枚につき 80 円＋0.5 メガバ

イトまでごとに 220 円

（手数料） 基本額が 300 円までは無料。

基本額が 300 円を超える場合は、基本額から 300 円を控除した

額となる。

　　　Q1,150 頁ある A4 判用紙による行政文書の閲覧を請求する場合の手数料は？

　　　A1,基本額：100 枚までごとにつき 100 円→この場合、200 枚までとなるため 200 円

　　　　 手数料：この場合、基本額が 300 円以下のため手数料不要となる。

　　　Q2,50 頁ある A4 判用紙による行政文書の写しの交付を請求する場合の手数料は？

　　　A2,基本額：1 枚につき 20 円→この場合、50 枚×20 円＝1000 円

　　　　 手数料：この場合、基本額が 300 円を超えるため、手数料は基本額から 300 円を

控除した 700 円となる。

　　　Q3,1.8 メガバイトのパソコンデータを FD に転写したものの交付を請求する場合の

手数料は？

　　　A3,基本額：FD1 枚につき 80 円に 0.5 メガバイトまでごとに 220 円を加えた額→こ

の場合、80 円×2（FD2 枚）＋220×4（2.0 メガバイトまで）＝1040

円

　　　　　手数料：この場合、基本額が 300 円を超えるため、手数料は基本額から 300 円

を控除した 740 円となる。
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2.9　不服申立て　　※総務省ホームページより引用した
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2.10　情報提供制度

　政府及び独立行政法人等は、情報の提供に関する施策の充実に努めるもの

とする。

　特に独立行政法人等は、組織、業務及び財務に関する基礎的な情報等を記

録した文書等を作成し、適時に、かつ国民が利用しやすい方法で提供する（独

公法 22 条 1 項本文）。

　

2.11　情報公開総合案内所　※総務省ホームページより引用した
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 ３　制定時の主な論点と国会質疑

3.1　情報公開法の目的規定－「知る権利」について

問題の所在　情報公開法制定にあたり、目的規定に「知る権利」という言

葉を明示的に明記すべきかが問題となった。

（第 143 回国会・H10.10.13.　衆・内閣委員会）
○生方幸夫委員（民主）　…前回の質問の中で、…知る権利という条項を入れると何

か非常に不都合があるのかどうかという形で質問をさせていただきまして、小里前長

官は、私のこの質問に対して、行政情報の開示請求権という意味での知る権利が憲法

上保障されているか否かについては、さまざまな見解があるというのが現状ではない

かというお答えで、結局、明記できないという趣旨の御答弁をなさっております。…

私は、そこで長官にお伺いしたいのですが、やはり知る権利というものが規定されて

いないとするならば、まさに立法府である国会がきっちりと情報公開法の中で明記す

るという必要があるのではないか、あるいは規定する必要があるのではないかという

ふうに考えております。

　私たちは、知る権利というのは表現の自由の中に保障されているものだというふう

に解釈をしておりますが、その表現の自由を担保するものとしても、やはり知る権利

というのを法律できっちりと規定する必要があると思う、あるいは国会がするべぎだ

というふうに私は考えるのですが、太田長官のお考えをお伺いさせていただきたいと

思います。

○太田国務大臣（総務庁長官）　私は、先ほどからも申し上げておりますように、国

民主権という大前提のもとで考えれば、主権者である国民がみずからゆだねた行政権

の執行について、その内容を知ることができるというのは当たり前のことだというふ

うに言っているわけでございます。

　そこで、知る権利という言葉でございますけれども、私はそれほどこの言葉に抵抗

があるわけではありませんけれども、何か大変一つの運動のキャッチフレーズのよう

にして使われてきたような印象も実はあるわけでございます。

　要は、その言葉にこだわるのか内容にこだわるのかということだろうと思います。

非常に長い間運動に携わってこられた方々からいえば、ここでこの言葉を使わずして

成果が上がったとは象徴的に言えないというふうなお気持ちがあることはわかります

けれども、それよりも内容でもって、きちんとその内容が担保されるということの方

が大事ではないか。この辺になりますと、私は、言ってみれば、メンツをそこでこだ

わるのかどうかということではないかというふうに思っているわけでございます。

　法律上の議論をすれば、憲法に知る権利というものが、憲法解釈からすれば最高裁

もその判断をしていないなどということがありますけれども、気持ちの上ではそうい

うことではないかと思っております。…

3.2　対象文書－「決裁」要件について

問題の所在　情報公開法制定以前の地方公共団体の条例では、対象文書が
ほぼ「決裁文書」に限られていたことから、情報公開法の対象文書の範囲
が問題となった。
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（第 142 回国会・H10.5.15.　衆・内閣委員会）
○鰐淵俊之委員（自由）　…例えば、ある課における担当者が起案を起こした。起案

を起こして成案をする段階までは、これは開示しても、まだ成案になっていませんか

ら。ところが、成案になって係長の判こを押したらそれが開示できる文書になるのか、

組織的な文書なのか。課長の決裁をして課として出ていった場合に組織的な文書にな

るのか。こういったことについて、この情報公開法ではどのように解釈したらいいの

か、御答弁いただきたいと思います。

○瀧上信光政府委員（総務庁長官官房審議官）　情報公開法案の第二条第二項に規定

する行政文書の定義では、組織的に用いるものとして行政機関が保有しているものと

しておりますが、これは、開示請求を受けた時点で、当該行政機関の組織において業

務上必要なものとして利用、保存されている状態のもの、いわば組織共用文書すべて

を対象とする趣旨でございまして、極めて広範なものを対象としているというふうに

考えております。

　そしてまた、組織的に用いるものというのは、客観的に判断すべき要件として定め

ておりまして、行政機関が恣意的にその範囲を狭められるという性格のものではござ

いません。

　そして、この組織共用文書以外のものとは、例えば組織的な検討に着手する前の、

個人としての思案中の段階に作成した単なるメモや参考資料などがあり得るわけでご

ざいますが、こういったものも、組織的な検討に付され、組織において利用、保存さ

れるものとしてファイルされた後は対象となります。…

○鰐淵俊之委員（自由）　…ですから、今メモとかなんとか、これは論外です。今私

が例示した、担当者が起案をして、そして既に成案をして、係長の決裁を受けた。皆

さんは全部判こで仕事をしていると思うのですよ。ですが、決裁を受けたら、どこの

辺の決裁までがそういう組織的共用文書として開示されるのかということを具体的に

それでは伺います。

○瀧上信光政府委員　ただいま御指摘のような場合に、決裁をされたかどうかにかか

わらず、その組織において、ただいまの御指摘であれば、その係において使われる文

書であれば組織文書になるということでございます。

○鰐淵俊之委員（自由）　大変いい答弁をいただきました。まさしくそれであれば、

かなり開示の文書は広がると思います。

　
3.3　個人情報不開示の定め方

問題の所在　情報公開法制定にあたり、プライヴァシーを中心とする個人
情報を保護すべく、原則公開の例外として規定することとしたが、その規
定の仕方についてが争点となった。

（第 142 回国会・H10.6.4.　衆・内閣委員会）
○小此木八郎委員（自民）　…個人情報についてでありますけれども、この個人情報

については、政府案では個人識別型、三派案ではプライバシー型を採用しておられま

す。先日の塩野参考人ですが、我が国ではまだ個人情報保護の重要性についての意識

が十分にしみ込んでいないうらみがあるというふうに述べられました。個人識別の方

がよいとの意見を述べられたと思います。

　一方で土生参考人は、個人識別型は非公開事由が拡大し過ぎるので不適当であると

し、プライバシーの内容をなす実質を列記すること等によりプライバシーの概念の明

確化を図ることが十分に可能と思われている旨述べられた。…

政府が個人識別型を採用した理由を伺いたいと思います。
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○瀧上信光政府委員（総務庁長官官房審議官）　行政改革委員会での御論議や、先日

の塩野参考人の御意見では、個人情報は極めて厳格に取り扱うべきとされているとこ

ろでございます。一方、我が国におきましては、いわゆるプライバシーの内容という

ものは、法的にも社会通念上も必ずしも明確でないというふうにされているわけでご

ざいます。こういったため、個人が識別される情報を公開することは個人の権利利益

を侵害するおそれが高いことから、国の法律におきましては個人識別情報を原則とし

て不開示とすることとしたものでございます。

　加えて、個人識別情報であっても、実質的に公開に支障のない情報が含まれ得るこ

とから、既に公にされている公知の情報で不開示とする必要がないものや、公益的観

点等から本来開示すべきものを除外することとしたものでございます。政府案におき

ましても、このような意見に沿いまして、個人識別型の不開示情報としているところ

でございます。

○「個人識別型」と「プライバシー保護型」

「個人識別型」…個人に関する情報であって、特定個人が識別されうるか、されう

るもの（個人識別情報）を広く情報公開の例外とする方式（東京都等）

「プライバシー保護型」…個人識別情報だけでは非公開とせず、「一般に他人に知ら

れたくないと望むことが正当であると認められるもの」に限って非公開としてい

る方式（大阪府等）

3.4　本人開示の可否

問題の所在　情報公開法の制定にあたり、当時、個人情報を本人に開示す
ることを認める法制度が存在しない状況であったため、情報公開法に基づ
いて本人が個人情報の開示を求めることができるか問題となった。

（第 142 会国会・H10.5.15.　衆・内閣委員会）
○生方幸夫委員（民主）　本人情報開示についてお伺いしたいんですが、これはいろ

いろ、自分の内申書を見たいとか、あるいは医療機関に診察に行ったときの診断書を

見たいとか、情報の開示についての希望があると思うんですけれども、本人情報開示

について、政府案は特に書いておらないんですが、どのようにお考えになっているか

聞かせていただきたい。

○瀧上信光政府委員（総務庁長官官房審議官）　本人開示の問題でございますが、情

報公開は、何人に対しても、目的を問わず行政情報を公開する制度でございます。こ

れに対しまして、個人情報の本人への開示は、個人情報は保護することとしつつ、本

人のみに開示する制度でございます。

　このような個人情報の本人開示の問題につきましては、行政改革委員会意見でも論

議されたところでございますが、結局、基本的には個人情報の保護に関する制度の中

で解決すべき問題であること、開示範囲、本人確認手続等情報公開法の枠組みを超え

た検討が不可欠であること、行政部門と民間部門を通ずる問題であること、特に国民

の関心が強い医療、教育関係情報について専門的な検討を避けて制度化することは適

切でないこと等から、情報公開制度に盛り込むこととはしないというふうに判断され

たところでございます。

　そしてまた、行政改革委員会は、国民から医療、教育関係情報等を中心として本人

開示を求める意見、要望が強いことを踏まえまして、関係省庁において、個人の権利

利益の保護の観点から専門的な検討を進めることとされているところでございます。
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　政府におきましては、行政改革委員会の意見を踏まえ関係省庁とも連携を図りつつ

検討を進め、その解決を図ってまいりたいと考えております。

3.5 行政文書の存否について答えられないという「グロマー回答」の問題

問題の所在　情報公開法制定にあたり、例外的に行政文書の存否を明らか
にしないで開示請求を拒否すること認める、いわゆる「グロマー回答」の
規定を置くこととしたが、右制度は秘匿性が高く、濫用のおそれを伴うこ
とから、不開示情報を限定すべきでないかが問題となった。

（第 142 回国会・H10.5.15.　衆・内閣委員会）
○小野寺五典委員（自民）　…非開示情報でありますが、存否に関する情報、あるか

ないかということに対する情報について、政府案の規定の趣旨をお伺いしたいと思い

ます。

○瀧上信光政府委員（総務庁長官官房審議官）　存否に関する情報についての規定の

趣旨でございますが、行政改革委員会意見におきましては、開示請求に係る行政文書

の存否を明らかにするだけで、不開示情報の規定により保護される利益が害されるこ

ととなる場合がある旨を指摘しているところでございます。

　例えば、特定個人の病歴情報が記録された文書に開示請求があった場合、当該行政

文書は不開示情報に該当するため不開示と答えるだけで、当該個人の病歴の存在が明

らかになってしまうという問題がございます。そしてまた、法人に関する情報につき

ましても、例えば先端科学技術分野の特定企業に関する開発関連情報につきましても、

同様のケースが生ずることが容易に考えられるところでございます。

　こういったように、この問題は、特定の者または特定の事項を名指しした探索的な

請求が行われ得ることを想定すれば、すべての不開示情報の類型について生じ得るも

のであります。そして、このような事態が生ずることを避けるため、行政改革委員会

意見におきましては、行政文書の存否を明らかにしないで請求を拒否できる旨の規定

が設けられているところでございます。政府案は同様の考え方に立ちまして、行政文

書の存否を明らかにしないで開示請求を拒否できる旨の規定を定めているところでご

ざいます。

　なお、このような行政文書の存否を明らかにしないで開示請求を拒否する決定も行

政処分であり、当然のこととして、行政上及び司法上の救済の道が認められておりま

すので、この規定の適正な運用は確保されているものと認識をいたしております。

3.6　訴訟における「インカメラ審理」導入の適否

問題の所在　情報公開訴訟手続において、「インカメラ審理」、すなわち相手
方当事者にもその内容を知らせない非公開審理の手続を設けることは、適
正・迅速な訴訟の実現のため、その有効性や必要性を指摘されるが、裁判の
公開の原則（憲法 82 条）との関係をめぐって問題となった。

（第 142 回国会・H10.6.4　衆・内閣委員会）
○小野寺五典委員（自民）　訴訟におけるインカメラ審理導入の適否について、政府

にお伺いしたいと思います。

　裁判段階におきましてこのインカメラ審査手続の導入について、これは参考人から

もいろんな御意見がありました。その中で、検討すべきという御意見が多かったと思

うんですが、特に塩野参考人からも、三派案では現行憲法下での疑義は解消していな

いとして、インカメラ審理導入の可能性について今後とも引き続き探る必要があると
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いうような御指摘があったと思います。

　そこで、政府に、裁判所におけるインカメラ審理を認めることについて、その見解

について改めてお伺いしたいと思います。

○瀧上信光政府委員（総務庁長官官房審議官）　行政改革委員会におきましては、情

報公開訴訟手続でインカメラ審理、すなわち相手方当事者にもその内容を知らせない

裁判官だけによる書類の審査の手続でございますが、これを認めるべきかどうかとい

うことにつきましても検討されまして、結局、今後、憲法八十二条の裁判の公開の原

則との関係等の問題を念頭に置きつつ、情報公開法の施行後の訴訟の実情等に照らし、

専門的な観点からの検討が望まれるというふうにされたものでございます。

　すなわち、インカメラ審理につきましては、裁判の公開の原則、憲法八十二条に定

めておりますが、これとの関係をめぐってさまざまな考え方が存する。そしてまた、

相手方当事者に吟味、弾劾の機会を与えない証拠により裁判をする手続を認めること

は、行政訴訟あるいは民事訴訟制度の基本にかかわる問題であるといったことが指摘

をされているところでございます。

　そしてさらに、裁判官が取り消し訴訟に係る行政文書を実際に見ずに、間接的な証

拠のみにより推認を働かせて審理をしなければならないことは、裁判上困難な面があ

るものの、情報公開条例に基づく同種の訴訟の現状では、立証上種々の工夫をするこ

とで訴訟が遂行されております。そしてまた、不服審査会における調査の過程で得ら

れた資料が、訴訟上活用されることも期待されるといったことも指摘をされていると

ころでございます。その上で、今後、情報公開法の訴訟の実情等に照らし、専門的な

観点からの検討が望まれる旨の指摘をされているところでございます。

　政府としましては、この行政改革委員会の意見、国会の御論議を踏まえて、今後検

討すべき問題というふうに考えております。

3.7　管轄特例

問題の所在　政府案では、訴訟管轄については特別の規定を置かず、行政
事件訴訟法の一般規定（12 条）により被告処分庁の所在地の裁判所、つま
り東京地裁が主として土地管轄を有することとされていた。しかし、地方
在住者にあまりに不便ではないかとの批判が生じ、管轄の特例を設けるべ
きではないかが争点となった。

（第 143 回国会・H10.10.13　衆・内閣委員会）
○植竹繁雄委員（自民）　…土地管轄の問題は、当委員会における議論におきまして

も、手数料とともに大きな論点の一つとなっているのであります。

　去る六月四日の当委員会での政府の答弁では、出先機関への権限委任や現地での事

務処理状況によっては地方での訴訟が可能であることなどから、法案にはあえて特例

を設けなかったという趣旨の答弁がなされておりますが、行政情報はできるだけ公開

するという情報公開法の建前からいえば、国民に利用しやすい制度とする意味からも、

地方の機関が保有する文書等につきましては、できる限り地方で訴えの提起ができる

ようにするために、各行政機関の長の権限を地方支分部局の長等へ委任することを推

進するなど、地方在住者に対する何らかの工夫を講ずる必要があると考えておるので

あります。

　また、現在の行政事件訴訟法によれば、被告の住所地に訴えの提起をするという原

則から、どうしても中央官庁の所在地の東京の裁判所に訴えの提起が多くならざるを

得ないのでありますが、地方在住者のためを考慮すれば、情報公開法に特例を設ける

なりして、その居住する住居地でなるべく訴えの提起ができるようにする工夫ができ
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ないのかどうか。この点は、訴訟制度全体を考慮しないといけない問題であると思い

ます。

　また、地方在住者の便宜を考慮する方法の一つといたしまして、審査会の委員が地

方へ出向いて意見を聞く仕組みを活用することも考えるべきだと思います。

　私といたしましては、この土地管轄の点につきましては、訴訟制度全般にわたり検

討を要する重要な点を含んでおるように思いますので、これは附帯決議をつけること

で対応したいと考えておるのであります。

　以上の点について、総務庁長官にお考えをお伺いしたいと思います。

○太田誠一国務大臣（総務庁長官）　今委員のおっしゃるとおりでございまして、地

方支分部局の長などに責任を委譲することによりまして、極力地方で対応できるよう

にするという工夫はあるかと思います。そのようにいたすべきだと思っております。

　また、今おっしゃいますように、行政訴訟に関するいわゆる裁判制度の問題全般に

わたることでございますので、被告の住居地でもって訴訟を起こすという原則は、こ

の際、手をつけることが難しいというふうに思っております。

《成立した修正案》

第 145 回国会、衆議院において、自民、民主、明改、自由、共産、社民の共同提案に

より修正案が提出され、最終的に第 36 条１項は行政事件訴訟法第 12 条に定める裁判

所のほか、「原告の普通裁判籍の所在地を管轄する高等裁判所」にも提起できることと

された。

3.8　手数料

問題の所在　情報公開法制における手数料は、特定の者（開示請求者）に
対し役務を提供する場合、その費用を回収するため徴収するものであり、
本制度を利用しない者との負担の公平を図る必要がある。他方、情報公開
法の趣旨からはこの制度をできるだけ利用しやすくすることも重要であり、
手数料の額が制約要因となってはならない。そこで、手数料をいかに適切
な額として定めるかが問題となった。

（第 142 回国会・H10.6.4.　衆・内閣委員会）
○小此木八郎委員（自民）　…手数料については、政府案では政令で定めることとし

ております。参考人の方々から、どのような額となるのかがなかなか見えない、こう

いう指摘もありました。また、公益目的の請求については減免すべきとの指摘があっ

たところであります。

　手数料は、額の定め方次第では開示請求権の行使の阻害要因となりかねないものも

あると思います。一方で、開示請求の処理に相当の手間と費用がかかることも容易に

想定ができるところであります。個人の権利行使に伴い生ずる負担について、すべて

一般納税者の負担とすることが適当かどうかはまだまだ議論が分かれているところだ

と思いますが、公益目的というのは一体何かということについて、明確な判断が困難

なところであります。乱用防止という観点も考えあわせますと、制度の利用を制約し

てはなりませんけれども、政令案の策定の際に適切な額を設定すべきであるというふ

うに思います。

　手数料の算定について、これは基本的な考え方ですが、大臣の明確な答弁をいただ

きたいと思います。

○小里貞利国務大臣（総務庁長官）　手数料の額については、ただいま議員もお触れ
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いただきましたが、政令によって定められるものといたしておりますが、このことに

つきましても、関係方面からいろいろ御意見があります。殊に、国会、この委員会に

おきましても御意見をお聞かせいただいておるところでございまして、各方面の意見

にも配慮しながら、実費の範囲内におきまして、しかも利用しやすい適切な価格を決

めていくべきである、経費を決めていくべきであると判断いたしております。

○小此木八郎委員（自民）　それでは、…お聞きいたしますが、今大臣がおっしゃい

ました実費にはどういうものが含まれるのか。あるいは、手数料の算定について、電

磁的記録の公開の方法とも関連いたしまして、どの程度具体的に議論をされているの

か。…

○瀧上信光政府委員（総務庁長官官房審議官）　実費の内容といたしましては、請求

された書類の探索、開示・不開示の決定の審査、開示決定等の通知書の発行、請求者

に交付する写しの作成等、開示請求及び開示の実施のための事務における人件費、光

熱料、事務用機器等の設備費、消耗品などが含まれるものと考えております。

　そして、手数料の算定についての磁気的記録の公開の方法等も含めての議論の進み

ぐあいというようなことでございますが、先ほども大臣の方からお答え申し上げまし

たとおり、手数料の具体的な額等につきましては今後政令で定めることとなりますが、

現段階では、開示の実施に係る手数料は、閲覧、写しの交付等のそれぞれの実施方法

ごとに定める必要があると考えております。

　その中で、特に御指摘のありました電磁的記録の開示につきましては、ハードコピ

ーで打ち出すかフロッピーディスク等の電磁的媒体でするかは、情報化の進展状況等

も勘案して定める必要がございますが、いずれにしましても、それぞれの方法に要す

るコスト、すなわち実費を把握した上、具体的な額を決める必要があると考えており

ます。そして、手数料の額は、情報公開制度の利用の制約要因とならないよう、でき

る限り利用しやすい金額とすべきとの御意見を踏まえまして、検討してまいりたいと

考えております。

《成立した修正案》

第 145 回国会、衆議院において、自民、民主、明改、自由、共産、社民の共同提案に

より修正案が提出され、最終的に 16 条 2 項に「できる限り利用しやすい額とする」

旨を条文に明記することとなった。

 ４　主な新聞記事

1.読売新聞（H15.4.20）

「情報公開　徐々に定着　法施行 2年効果と課題」

2.朝日新聞（H.15.4.22&4.23）

「情報公開法施行 2年　風穴は開いたか」　上・下
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